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国家の責任・人類の責任と原子力発電 巻
頭
言

原子力発電をめぐる議論は，日本の将来を左右する大問題であるにもかかわらず，感覚的，表面的に行わ
れているのみである。

国家あるいは政府は，国民の生活を，より安全に，より豊かにする責任がある。
ときには大災害や大不況に見舞われるが，それをすみやかに克服することが我々の使命である。
1000 年に一度の大津波により非常電源を失った福島第一原子力発電所がメルトダウンして今なお解決に

至っていないことは残念である。その後すべての電力会社，関連会社の技術陣が総力を挙げて福島以上の事
態に備えて万全を期していることは，専門家が等しく認めるところである。

しかしながら規制委員会は想像を絶する地質調査に固執し，何万年にわたって絶対に地層の変位や原子炉
の破壊が生じない保証を求めている。

その結果，安全基準が満たされているとの判断は大幅に遅れ，結果的に国民経済の発展という大きな課題
を看過し，深刻な事態を招致している。

円安と原油・ガスの高騰により国民経済は電力関係のみで年間 4 兆円を超える負担を強いられている。
電力料金を本来 25 ～ 30％上げるべきコスト上昇にもかかわらず料金値上げが 10％前後に抑えられている

ため，電力会社は債務超過に陥って回復不能になってゆく。電力料金が上がることしか予想できない電力多
消費産業は廃業または海外投資に追い込まれ，雇用が急速に失われてゆく。

とりあえず株価の上昇と円安による輸出拡大効果（とくに自動車産業）があらわれているものの，金属の精
錬，加工，化学，エレクトロニクス産業等は基本的に延命不能に陥っている。
「原子力発電が動かなくても電気が足りている」との論が全く的外れであることは明らかであるが，国民の

大多数はそのことに気付いていない。
タイの洪水のときにこれほど多くの日本の企業が海外進出していたことに驚いた人々も，さらに深刻な事

態が進行中であることに気が付いていない。
さらに問題は，世界中の国々が，核分裂エネルギーに依存しなければ経済発展し得ないことに気が付き，

遅ればせながら懸命の努力をしている中で，日本のみが化石のように立ち止まって技術革新を怠る道に入っ
てしまったことである。地下資源は有限であり偏在している。依存すればするほど CO2 排出量は急増する。
日本は地球温暖化問題では最も罪の重い国家となっている。同様に世界で最もエネルギーコストの高い国家
となっている。

廃棄物の問題についても言われているほど深刻ではない。中間貯蔵の長期化と適切なチェック体制，核燃
料サイクルによるウラン資源のリサイクル，リサイクル残さ（ガラス固化体）の長期管理保管，半減期激減の
技術開発など，これが人類にとって不可欠の方向であることは自明のことである。

本誌読者にとって自明であっても全国民にとって自明でないことが悲劇の根元であり，私も皆さんととも
に説明説得の努力を惜しまないつもりである。ガリレオ・ガリレイが科学的に不当な宗教裁判のあとに言っ
たとされる言葉を思い出しながら。

「それでも，地球は動く」　“E pur si muove”
（2014 年 8 月 25 日 記）

衆議院議員（電力安定供給推進議員連盟会長）

細田 博之（ほそだ・ひろゆき）
東京大学法学部卒業，通産省入省後，1990 年の衆
院選で初当選（島根県 1 区）。内閣府科学技術担当
大臣，内閣官房長官，自民党幹事長，自民党総務会
長などを経て，2012 年 12 月から自民党幹事長代行。
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3.11 福島原発事故は国際社会に大きな衝撃を与えた
が，なかでも台湾が受けた影響は大きい。台湾では現在
3 箇所（核一，二，三）に計 6 基が稼働し，2013 年の発電量
における原子力の割合は 18.8％。現時点においてほぼ完
成の核四は福島事故の影響を受け，原発の安全性の論争
が再燃し，稼働への道筋は険しい。

1. 核四建設と日本の関わり
核四の概要を第 1 表に示す。核四の建設は政治闘争な

ど諸般の事情により，紆余曲折を経て，いまだに稼働で
きない状態である。建設の主契約は GE 社であるが，主
な設備はほとんど日本製が採用されている。建設の後半
に入り，詳細デザイン，機器の据付，テスト運転などは
日本から ABWR の実務経験者（東京電力，中部電力，
東芝，JNES など）が招かれて現場で指導にあたった。
安全規制面においても（財）核能科技協進会（NuSTA）が
独立行政法人原子力安全基盤機構（JNES）と協力協定を
結んで 2004 年から毎年，原子力安全情報交換会を交互
に開催した。

また，毎年行われる日台原子力安全会議を通じて全般
的な技術交流を行っており，特に 3.11 事故後も多くの
専門家が福島事故の実情とその後の安全規制などについ
て講演を行った。そのお蔭で核四の施工管理，安全規
制，検査も含め大変役立ったことはいうまでもなく，関
係者に自信を持たせ，我々の原子力技術の向上に大きく
貢献した。

2. 原発論争，政争の具に
核四は 1999 年に着工されたが，2000 年 5 月，脱原発

を公約に掲げた民進党の陳水扁氏が総統に就任し，10
月に工事中止を命令したが，株価暴落，資金流出，海外
からの投資も停滞して，社会の不安と混乱を招いた。
2001 年 2 月，与野党は将来，脱原発を究極目標にする
ことで合意し，工事は再開された。その後も陳総統が

「核四の存続，廃止」を問う国民投票を示すなど，原発論
争は政争の具として取り上げられ，政治問題化してい
る。2003 年 5 月に「非核家園推進法案」が閣議で了承さ
れ，6 月「全國非核家園大會」を開催し，米国，スウェー
デン，日本から反原発リーダーを招いて特別講演を行っ
た。日本からのゲストは伴英幸氏である。2008 年に再
度政権を取った馬英九政権は核四の建設と早期運転を目
指して来たが，3.11 福島事故により，反原発運動が再度
盛り上がり，原発見直しを求める声が高まった。2012
年 1 月の総統選挙では馬総統の再選勝利に終わったが，
2013 年，核四の是非を巡る国民投票の実施と予算追加
について，国会で与野党の乱闘が繰り広げられ，より激
しい抗議デモも相次ぎ，原発問題の対立は台湾政治の宿
命である。

3．3.11 事故のインパクト
最新技術を誇る日本が事故を起こしたという事は台湾

国民にとって信じがたい事であり，そのインパクトは極
めて強い。
⑴　反原発運動激化 : 　台湾の緑色公民行動連盟は

80年代から日本の反核団体ノーニュークスアジアフォー
ラム（NNAF）などと密に交流，NNAF も幾たびか台湾
で反原発集会を催した。福島事故後は一層頻繁に来台
し，反核運動に拍車をかけた。また相次いで日本から反
原発政治家（元首相，衆参議員など），学者，専門家が台
湾を訪れ，“原発ゼロの社会”を訴え , 反原発をアピール
した。2013 年 3 月 9 日福島事故二年に合わせ台湾で過
去最大と称する反核四デモが全国各地で行われた。

輔仁大学，台湾大学兼任教授
中華核学会，台湾核産業協会（TNA）顧問
東北大学工学博士（1969 年），原子力化学工学，
fuel cycle engineering。
成功大学，清華大学，中原大学兼任教授，核
能研究所組長，核能協進会執行長を経て現職。

福島事故の衝撃を受け，台湾「核四」の運命は？時論

謝 牧 謙（しゃ・ぼくけん）

第 1表　核四（第四原子力発電所）の概要
発電所サイト 新北市貢寮區（元台北縣貢寮鄉）
サイト面積 480 ヘクタール（1,186 エーカー）
容量 135 万 W　2 基
炉型 ABWR（東電柏崎 6，7 号と同型）
総予算 1,697 億元（62 億 US ＄）

2,839 億元（2014 年）
NSSS/NF GE（日立，東芝，石川島下請け）
T/G 三菱重工
A&E Stone & Webster 後で URS に変更
放射性廃棄物処理 日立
土木工事 GE（清水建設下請け）
排水トンネル 栄工処（鹿島，大豊）
冷却水循環ポンプ 荏原
安全警備 日本原子力防護システム
現状（2014 年 7 月） 1 号機　密封管理＊

2 号機　工事凍結
＊メンテナンス維持，国民投票により運転可否を決定
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⑵　エネルギー政策の大転換：　2010 年代，大幅な
原油高や，地球温暖化対策をにらみ，台湾電力は原発増
設と既存原発の寿命延長を計画していたが，福島事故に
よりエネルギー政策が大転換，2011 年 11 月，馬総統は
新エネルギー政策を発表，その内容は①核一，二，三廠（6
基）は延命ナシ，②核四は完成次第運転を行う，③新規
原発建設ナシ，④再生可能エネ 2030 年 30％に，⑤原子
力比率 2020 年 15％に，2030 年 5％に，⑥本政策は 4 年
ごとに検討する。その後も国会で原発の是非をめぐり与
野党の対立，争論が続く。2014 年 3 月，野党の元党首
で人格者の林義男氏が核四廃止を求めるハンストを開始
し，一層反原発デモが広がった。遂に馬総統は 4 月 27
日，核四について，1 号機は安全検査が完了次第，密閉
管理状態に置いて，将来国民投票により運転するかどう
かを決定する，2 号機は建設を凍結するとの方針を宣告
した。翌 28 日，馬総統は来訪中の有馬朗人氏を団長と
する「有馬代表団」と細田博之氏が率いる「電力安定推進
議員連盟」と会見し，日本の原発事情について議論され
た。　
⑶　風評被害の拡大：　風評被害は根拠のない噂によ

り被害を受けることであるが，もっともらしいが間違っ
たデータにより被害を受けることもある。一つの事例を
挙げると，一昨年ある日本の大学の先生が環境放射線調
査の名目で放射性廃棄物貯蔵場があるランショ島に赴
き，放射線測定を行い，小学校附近で 60 と 103μSv/h
の高い“ホットスポット”を発見し , そのことを記者会見
で報告された。反原発偏向のマスコミは事実を確認せず
言いなりに報道し，国会で大問題となった。直ちに台湾
と日本の専門家による調査が行われ，その結果，先の日
本の先生が持参した測定器（SamRAE940）に問題があ
り，島にあるラジオ中継ステーションの 99.4998MHz の
電磁波の干渉を受けることを証明した。その結果は日本
の「原子力報道を考える会」53 号に報道されたにも拘わ
らず，その後も，類似の内容が学会，雑誌で発表され，
人々の誤解を引き起こした。マスコミの報道姿勢にも問
題があるが，学術研究者としての良心が問われる。

4. 現在直面する課題
台湾は今後原発ゼロ路線を目指すべきか否かに関わら

ず，「核のゴミ」は今抱えてる最大の課題であり，不可避
の現実である。低レベル放射性廃棄物最終処分場はいま
だに決まらず，ランショ島の廃棄物も搬出できなく，地
元アミ族の猛反対を受けている。台東県達仁鄉，澎湖島
などを含む最終処分候補地では早くも反対運動が起き
て，後手に回っている。

核一の使用済み燃料（台湾ではワンススルー方式で
HLW とみなす）の乾式中間貯蔵施設は完成済みである
が，地方政府の許可が得られず台湾電力は窮地に陥り，
燃料プールも満杯で継続運転が危ぶまれている。また核

一，二，三の廃炉処置も目前に迫っている。核一の 1 号機
は 2018 年運転終了，2015 年に廃止計画を提出，その後，
核二，三が続く，この分野において，ここ数年間，日本
の電力中央研究所（CRIEPI）, デコミ研究会などから多大
なる支援を受けた。

5. 結 び
台湾に対する原発の危険性は寧ろ台湾海峡を挟んで向

かいの中国福建省にある。福建省の福清と寧德に各 6 基
の原発を建設中，更に漳州と三明には商業用の高温炉

（HTR）と高速炉（FBR）を建設する計画がある。万が一
事故が起こった場合，台湾，日本も災害を蒙る。

日本再稼働の動きは台湾にも大きな影響を及ぼす。エ
ネルギー政策をめぐる両国でのこのような政治的混迷は
政治ポピュリズムに起因している。台湾の原子力論争
は，エネルギーの世界だけで語れない，特に政治イデオ
ロギー問題も絡み，一層内容を複雑化している。

元々原子力の賛否は選択の問題であり，是非の問題で
はない。しかしながら善悪，正義，道徳の問題までエス
カレートし，焦点がぼかされる事は無意味であり政治闘
争の具としか思えない。問題の解決は，国民の教養と知
識を高め，良識の有る人格を養い，人々が自らベストの
選択と判断できる事を願い，また政党としての自覚も期
待したい。

最後に有馬団長が馬総統会見の際，ご進言のお言葉を
拝借して結びとしたい。～日本と台湾は共通する所が有
る，私たちは一緒に研究し，人類のこの先の繁栄に貢献
するべきである～。

（2014 年 7 月 20 日 記）
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【上関町の概要】
中国電力・上関原子力発電所の建設が計画されている

上関町は，山口県南東部にある，室津半島と長島，祝
島，八島などの島々からなる町です。都へと向かう朝鮮
通信使の来航をはじめ，古来から瀬戸内航路の要衝とし
て隆盛を誇り，近年は漁業や造船，海運業を中心として
発展してきました。

しかし，鉄道や新幹線，高速道路といった陸上交通の
発達に伴い，それまで上関町を牽引してきた主要産業が
徐々に衰退。町の活性化に向け，新たな企業誘致も目指
しましたが，交通アクセスが悪い，平坦な土地が少ない
といった地理的条件等のため立ち行かず，必然的に町内
に働く場所は少なくなりました。その結果，多くの若者
が転出せざるを得ない状況となり，現在も加速度的に過
疎・高齢化が進んでいます。

こうした状況の中，昭和 57 年に原子力発電所誘致の
話が持ち上がり，町民の大多数が原電立地を起爆剤とし
た町づくりを決意。昭和 63 年には，我が上関町が中国
電力に対して原電誘致を正式に申し入れました。

私が生まれた昭和 30 年代前半，上関町の人口は，
12,000 人を越えていましたが，原電誘致の話が持ち上
がった昭和 60 年頃には半数の 6,000 人に，今では約
3,200 人にまで減少しています。また，高齢者率も今で
は約 50％を超えて県内トップ。上関町の過疎・高齢化
の進行は，まさに危機的な状況です。これに伴い，町の
基幹産業である漁業や農業，さらに，地場産業である鉄
工業や海運業などいずれの分野も，担い手の高齢化や後
継者不足によって衰退の傾向にあります。
【上関町まちづくり連絡協議会の設立】
私が事務局長を務めさせていただいている「上関町ま

ちづくり連絡協議会」（略称：町連協）は，原子力発電所
立地を契機とした町づくりを目指して活動している住民
団体です。原電誘致が持ち上がって以来，活動していた
2 つの団体（「町民のための町長をつくる会」と「上関町の
発展を考える会」）が統合し，平成 3 年に設立しました。

具体的には，町内 8 つに分かれた地区団体と，町内横

断的な青壮年代の団体という計 9 つの組織が参画した連
合体として構成されています。町連協と各団体は，主に
以下のような活動を行っており，日常活動は各団体が行
い，会報の発行や関係機関への申入れ等，全町的な活動
を町連協が担っています。

＜主な活動内容＞
・会報誌「上関未来通信」（隔月程度）の発行
・ 原子力の日（10/26）の取り組み（街宣，幟設置， 

チラシ配布等）
・各地で開催される原子力推進大会等への参加
・各種シンポジウム・勉強会への参加
・原子力発電所の先進地等の視察

また，町連協の主導により，平成 9 年 11 月には，町
内有権者の約 72％にあたる 3,052 名の署名を添えて，

「上関原電の立地促進を求める陳情書」を県知事および県
議会議長に提出しています。

多くの町民が国の政策としての原電立地に協力し，立
地を契機とした活力ある町づくりを目指して 30 年以上
の長きにわたって取り組んできました。このまま指をく
わえて町の衰退を見ている訳にはいかない。原電建設お
よび運転に伴う就業機会の増加はもちろん，それに従事
する人が多数，町内に居住することで過疎・高齢化に歯
止めをかけたい。また，原電関連の交付金等を活用して
子供から高齢者まで安心して暮らせるような生活基盤を
整備し，さらに，豊かな自然，歴史・文化遺産といった
資源を生かしながら観光拠点を整備することで，より住
みやすく，活力ある町にしたい。との強い思いから，現
在も様々な活動を展開しています。
【原子力財源を活かして】
これまでも上関町では，原子力財源を活用して，高齢

者保健福祉施設の整備，小学校の整備，医療施設の充
実，町営バスの運行等々，様々な事業が行われており，
平成 23 年には温浴施設「鳩子の湯」が整備され，これに

上関町まちづくり連絡協議会事務局長
上関町室津生まれ。1980 年東海大学政治経済
学部卒業。呉服小売，総合繊維卸を経験後，
古泉呉服店を継承。室津青壮年会事務局長，
上関町青壮年連絡協議会事務局長を経て，現
在，上関町まちづくり連絡協議会事務局長。
2012 年より，上関町商工会副会長就任。

上関町の現状，町民の思い
～活力あるまちづくりを上関原電とともに～

時論

古泉直紀（こいずみ・なおのり）
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続いて，道の駅「上関海峡」や「総合文化センター」の建設
工事が現在進められているところです。いずれも町の発
展にとってはなくてはならないものであり，大変助かっ
ています。また，今秋オープンが待たれる道の駅の集客
効果によって，さらに賑わいもでてくるものと期待を寄
せているところです。これも，町の財政が厳しい中，原
電立地を推進し続けてきたからこそ交付金が交付され，
実現したものと思っています。

私たちは，決して大きな夢を描いているわけではあり
ません。ただ，この大切な古里をきちんと次の世代へつ
なぐために何が足りないのか，最低限必要なのは何なの
か，それを懸命に考えているのです。町の恒久的な振興
を図るためには，まだまだこれから実施しなければなら
ないことが沢山あると感じています。
【伝わらない真実】
町民の大多数は，同じ思いを持って原子力発電所の立

地を待ち望んでいますが，とかくマスコミ報道等で取り
上げられるのは反対運動ばかりです。上関町における町
長選挙，町議会議員選挙は，原電の話が浮上して以降，
推進側と反対側に分かれて選挙戦を争う構図となってお
り，その得票率によって，原電に対する町民の思いを図
る物差しともなってきました。過去の選挙結果を見ても
わかるように，上関町では，これまで一貫して推進が多
数を占めており，特に東日本大震災以降の選挙では，推
進側候補の得票率は約 7 割を占めるようになりました。

一方，立地に反対する町民がいることも事実です。建
設予定地から沖合約 4 キロのところにある祝島を中心と
した反対運動は今も続いています。この祝島では，約
450 人の島民のうち，およそ 9 割の方が反原子力の組織
を形成していると言われていますが，一部には私たちと
同じ思いをもち，離島という閉鎖的な生活圏で，筆舌に
尽くしがたい精神的苦痛や圧迫に耐えながら，立地を待
ち望んでいる方々も少なからずいるのです。

もちろん考えの違いというのは，どのような事象でも
あり得ることです。しかし，こと原電を巡っては，親戚
同士ばかりか，親兄弟の縁を切ることさえあるのです。
ここまで激しく対立するのは，正確な情報が正しく伝
わっていないことに起因しているように思えて仕方あり
ません。こうした対立構図は誰一人として望んではいな
いのです。少しでも解消するため，国や事業者がこれま
で以上に努力するだけでなく，私たち町連協も同じ町民
という立場から，しっかり情報発信していく必要がある
と考えています。
【変わらぬ思い】
上関原子力計画は，平成 13 年に国の電源開発基本計

画に組み入れられました。平成 21 年には中国電力が建
設準備工事に着手し，原電建設を契機とした豊かな町づ
くりが，いよいよ軌道に乗ると思われました。

しかし，常軌を逸した妨害行為により，工事は遅々と

して進まなかったのです。祝島の反対組織が中心ではあ
りましたが，一番過激な行為をしていたのは，町外から
反原子力を標榜して押しかけてきた人々でした。町の将
来に何ら責任をもたない町外から来た人によって，上関
町は混乱させられたのです。大多数の町民は，町づくりに
かけた思いをじゅうりんされ，やりきれない思いでした。

そして，工事が思うように進められない中，平成 23
年 3 月に福島第一の事故が発生。中国電力は工事を中断
せざるを得なくなりました。

それ以降，国のエネルギー政策は紆余曲折しました
が，今年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本計画で
は，原子力は「重要なベースロード電源」として位置づけ
られ，将来にわたって活用される方向性が示されまし
た。上関のような建設準備中の地点の扱いについては明
確にはされていませんが，必ずや必要な電源として位置
づけられると信じています。

原子力発電所の安全性については，福島第一の事故を
踏まえた新たな規制基準が策定され，世界一の安全対策
が講じられるものと考えていますし，私自身，島根原子
力発電所を視察し，徹底的な津波対策等が講じられてい
るのを実際に目で見て確認し，「ここまでやるのか」と
思ったほどです。

また，会報誌「未来通信」の取材を通じて，専門家の先
生から，新規制基準や国内外のエネルギー事情，新増設
の展望等について伺い，さらには先進地の推進団体の
方々と意見交換をする中で，改めて原子力の必要性を確
認するとともに沢山の勇気をいただきました。

現実に福島第一の事故があったわけですし，その後の
マスコミ報道は一様に恐怖心をあおることから，少なか
らず原子力に対する不安感があるのは当然です。このこ
とは，推進側も反対側も同じだと思います。

同じという点では，上関町の現状を憂い，将来を思う
気持ちもそうです。私たち上関町民は，「自分たちの町
の将来は自分たちで決める」という強い意志を持って，
自分たちで解決までの道を切り開いていかなければなら
ないのではないでしょうか。今後，工事が再開された
時，以前と同じように町外の人に掻き乱されることは絶
対に許せません。

これまでのような不幸な歴史を繰り返すことがないよ
う，同じ町民として推進・反対という垣根を越えて，原
子力発電についてもっともっと勉強していきたいと考え
ていますし，町の将来について建設的な議論をしていき
たいと考えています。

個人的な思いではありますが，私は，上関原子力発電
所の建設が実現すれば，町は活気を取り戻し，推進も反
対もなく，同じ町民として新しい上関町を作っていくこ
とができると信じています。その希望を胸に，これから
も活動を続けていきたいと思います。

（2014 年 7 月 22 日 記）
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学会，低線量被ばくと健康影響テーマにシンポ
日本原子力学会は 8月 30日に福島市内で，女性専門

家による女性の視点に立った低線量被ばくと健康影響に
関するシンポジウムを開いた。およそ 70 人が参加し
た。
会合では放射線医学総合研究所の神田玲子氏が「放射
線防護における安全」と題して，放射線防護の考え方や
食品管理について，一般用語としての『安全』と規制にお
ける『安全』に違いがあることなどを説明した。ルイ・パ
ストゥール医学研究センターの宇野賀津子氏は放射線に

よる遺伝子障害と修復システムについて，放射線に限ら
ず，喫煙，肥満，運動不足などの他要因でも常に発生し
ていること，そして，科学的に見る眼の重要性を指摘し
た。
福島在住の小児科医の市川陽子氏は，実体験に基づき
福島の方々が抱える不安・誤解について説明するととも
に，それらの不安を減らし，心身ともにバランスを取る
ことの重要性を聴衆に力強く語った。

（原子力学会誌編集委員会）

福島第一の電源喪失原因は津波，規制委検討会が中間報告
福島第一原子力発電所事故の分析について原子力規制

委員会の事故分析検討会が 7月 18日，中間報告書（案）
を取りまとめた。国会事故調査委員会では，1号機の冷
却材喪失事故について地震の可能性を指摘していたが，
規制委員会の分析検討会は，現地調査を実施し，機器の

損傷の状況を分析，有識者の参加を得て検討を進めてき
た結果，1号機 A系非常用交流電源の機能喪失につい
て地震の影響によるとは考えにくいとの見解を中間報告
書（案）に盛り込んだ。

（資料提供：日本原子力産業協会，以下同じ）

規制委，事故収束時の作業員緊急時被ばくの限度見直し
原子力規制委員会は 7月 30日，定例会合で田中俊一

委員長からの提案により，原子力発電所事故の緊急時に
収束作業にあたる作業員の年間被ばく線量限度を見直す
検討を行う方針を決めた。
福島第一の事故の際に特例として 250mSv に設定さ

れた経緯がある。今後，現行の 100mSv の被ばく限度
では対応できない事故も想定し，線量限度の妥当性等，
専門的な議論を行うため規制庁で課題を整理，放射線審
議会への諮問も検討する。

福井県が 4原発対象に試算，2段階避難の有効性判明
福井県は 7月 29日，原子力災害時における住民避難

に要する時間のシミュレーション結果を発表した。
同県に立地する敦賀発電所，美浜発電所，大飯発電

所，高浜発電所を，対象とし，5km 圏内（PAZ）と
30km圏内（UPZ）で，それぞれの 90％の住民が 30km
圏外へ避難完了するまでの時間を，避難行動，自主避難
率，自家用車避難率，時間帯，季節ごとに試算。その結
果，最長パターンではPAZ圏で 9時間 10分，UPZ圏
で 15時間 50分かかることが判明した。

避難時間の傾向としては，PAZ圏住民避難完了後に
UPZ圏住民が避難する 2段階避難を実施する方が，一
斉避難よりも PAZ圏住民が短時間で避難でき，最大で
5時間 20分の短縮，逆に，避難指示を待たず自主避難
する率が増えるほど渋滞等が発生しやすくなり，PAZ
圏の避難所要時間が長くなった。また，自家用車避難率
を少なくすれば全域の避難所要時間が短縮されるが，バ
スの確保が必要といった課題が明らかとなった。

NewsNews
このコーナーは各機関および会員からの情報をもとに編集してい
ます。お近くの編集委員（目次欄掲載）または編集委員会 hensyu@
aesj.or.jp まで情報をお寄せ下さい。
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原子力委，来年度予算要求で基本方針決定
原子力委員会は 7月 29 日の定例会議で，2015 年度
原子力研究，開発及び利用に関する予算要求の基本方針
について決定した。
基本方針は，⑴福島第一原子力発電所周辺地域におけ

る取組（オフサイトの取組），⑵東京電力福島第一原子力
発電所の廃止措置に向けた中長期的取組（オンサイトの
取組），⑶安全文化の確立と原子力発電の活用に必要な
取組，⑷高レベル放射性廃棄物の最終処分を含む使用済
燃料問題の解決に向けた取組，⑸原子力研究開発の取
組，⑹原子力人材の確保・育成の取組，⑺国際社会にお

ける責任ある一員としての取組――を関係府省が目指す
べき重要な政策目標としている。
方針の基本認識として，安全確保の第一義的責任を有
する事業者が原子力発電のリスクを十分小さく維持する
ためになすべきことを絶えず自らに問い，そのための取
組を実施するとともに対話を通じて国民の信頼を得てい
くこと，また関係自治体が拡充・強化された原子力災害
対策指針に基づき原子力防災対策を整備・充実すると同
時に，国が必要な支援を講じることが必要だとした。

電事連，高レベル廃棄物対策で推進協議会を設置
電気事業連合会は 7月 18日，高レベル放射性廃棄物

最終処分の推進に向け，原子力発電所を有する電力 9
社と日本原子力発電の社長で構成する「最終処分推進協
議会」と，その運営を担う「最終処分推進本部」の設置を
発表した。
7月より取組強化に向け新体制をスタートさせた原子

力発電環境整備機構（NUMO）との連携を一層強化し，
支援するための体制を整備するもの。「最終処分推進協
議会」は中核組織として，理解活動，技術面も含め，効
果的な支援の実現に向け意思決定や情報提供を行う。
「最終処分推進本部」は従来の「地層処分推進本部」を拡
充・改組するもので，全国的な広報活動やNUMOが実

施する理解活動の支援に加え，地層処分以外の代替オプ
ションも含めた高レベル放射性廃棄物最終処分全般に関
する技術的な情報収集を行う。
電事連は今後の原子力政策の議論で，依存度低減が総
合資源エネルギー調査会・小委員会の検討課題となって
いる点に関して，高いレベルで安全を確保し技術や人材
を維持していく観点から，「将来にわたって一定規模を
確保することがぜひとも必要」とした。また事業が超長
期にわたるため，競争が進展した環境下でも民間が予見
性をもって事業を担っていけるような環境整備を検討し
てほしいとしている。

海外ニュース （情報提供：日本原子力産業協会）

【米国】

大統領が規制委員の空席 2名分の
候補者指名

米ホワイトハウスは 7月 23 日，B・オバマ大統領が
米原子力規制委員会（NRC）の委員候補として，NRCの
元法務顧問で現在，経済協力開発機構・原子力機関
（OECD/NEA）事務局の法務部門長を務めるスティーブ
ン・G・バーンズ氏，および議会下院・エネルギー商業
対策委員会のジェフリー・M・バラン民主党エネルギー
環境局長を指名したと発表した。
バーンズ氏は，今年 6月末に任期が満了したG・ア

ポストラキス委員の後任候補。バラン氏は，NEA事務
局長就任のために 8月 31 日付けでNRCを去ると表明

したW・マグウッド現委員の残余任期 2015 年 6月末
までを務める委員候補となる。
上院の承認をもって正式就任となるが，8月 4日から
約 1か月間の休会に入るためマグウッド委員辞職前の
審査と承認は難しく，両候補が承認されるまで委員 5
名中，2名分が空席になるとの見方が有力だ。

【アルゼンチン】

アトーチャ 3の入札念頭にロシア
と協力協定

アルゼンチンのC・フェルナンデス大統領とロシアの
V・プーチン大統領は 7月 12日，ブエノスアイレスで
原子力平和利用分野における政府間の協力協定に調印し
た。2012 年 12 月に満了した両国間の協力協定に代わ
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るもので，アルゼンチンが進めているアトーチャ原子力
発電所 3号機建設計画にロシアの原子力総合企業ロス
アトム社が正式参加する際の法的枠組となる。
両国はこれに先立つ 10 年 4月，同計画にロシア型

PWR（VVER）を建設する可能性調査のための技術情報共
有で合意。11年 5月には協力覚書（MOU）を締結してお
り，この段階でロスアトム社は同建設計画の潜在的な供
給業者となる予備段階の有資格企業に認定されていた。
同国ではエンバルセとアトーチャの両原子力発電所で

それぞれ，カナダ原子力公社（AECL）製，独シーメンス
社製の加圧重水炉（PHWR）が 1基ずつ稼働中のほか，3
基目のアトーチャ 2号機（PHWR，74.5 万 kW）が今年
6月に初臨界を達成した。
同国の計画投資サービス省によると，アルゼンチンは

これに次ぐアトーチャ 3号機として同国初の PWRを
導入するための入札準備中で，ロスアトム社を含めて日
仏の合弁事業体であるアトメア社など合計 5社が予備
的有資格企業として認定済み。ウェスチングハウス社や
韓国，中国の企業にも入札参加を打診した模様で，同省
の J・デビド大臣は「重水炉段階を完了した我が国はこ
れと並行して，技術移転を含めた軽水炉の導入建設に移
行する」と明言している。
両国は来年，国交樹立 130 周年を迎えるのを契機に，

今回，様々な分野における戦略的連携の強化で合意。ロ
シアはアルゼンチンの原発建設計画に十分な財政支援条
件を提示したほか，水力発電やシェールガス開発等でも
協力を約束した。

4 基目の建設で中国と協力協定

中国核工業集団公司（CNNC）は 7月 22日，アルゼン
チンが入札準備中の 4基目の原子炉建設に中国が協力
するという協定を両国政府が 18日付けで締結したと発
表した。アルゼンチンの計画投資省も 18日に同様の発
表をしており，双方ともに協力の対象は加圧重水炉であ
るとしている。
アルゼンチンでは稼働中の原子炉 2基および試運転

中の 1基すべてが，カナダ製CANDU炉を含めた加圧
重水炉。CNNCも秦山Ⅲ期原子力発電所でカナダ原子
力公社から導入したCANDU炉 2基を操業中であるな
ど，双方が加圧重水炉の運転で経験がある。
このため今回の協定により，アルゼンチン国営原子力
発電会社（NA―SA）が将来炉の設計者，アーキテクト・
エンジニア，建設業者，運転事業者の役割を担う一方，
CNNCは建設計画への長期的融資を通じてNA―SAに
機器・サービスを提供するなどの支援責任を負うとした。
しかし，計画投資省のデビド大臣は協定調印の前日，

準備状況に関する発表の中で，「CNNC は我が国初の
PWR建設で予備的な有資格企業 5社のうちの一つだ」
と発言。これまでの重水炉路線と並行して軽水炉の導入
を示唆しており，4基目は加圧重水炉，その後の 5基目
が軽水炉になるとの見方が出ている。

【欧州】

理事会，改定版の欧州安全指令を
採択

欧州理事会は 7月 8日，福島第一原発事故後初めて
改定した新たな原子力安全指令案を採択した。EU官報
に掲載後 20日間で正式発効となり，加盟各国は 3年以
内に改定版の指令内容を国内法に組み込むことになる。
現行の 2009 年版・安全指令への改正点として，各
国の規制当局に一層の権限と独立性を持たせるととも
に，2017 年以降，少なくとも 6年毎のピアレビュー実
施が各国の原子力発電施設に義務付けられる。また，各
国は 10年毎の定期自己評価と，整合性の取れたサイト
内緊急時計画と対策を導入することになるほか，国民へ
の透明性を高め，教育訓練も改善するなど，EU全体で
原発事故発生と放射性物質漏洩の防止を目指したハイレ
ベルの原子力安全指令となる。
ECのG・エッティンガー・エネルギー担当委員は「こ
の指令は欧州における原子力発電施設の安全性改善と強
力な安全文化促進に大きく貢献する」と強調。原子力は
EU 域内の発電電力の 4分の 1，低炭素電力の半分を
賄っていることから，原発の安全な操業を保証すること
は重要事項であり，改定版安全指令により EUは原子力
安全分野で先導的役割を果たすことになるとの展望を明
らかにした。

【英国】

外国籍のプルトニウム所有権取得
政策を促進

英エネルギー気候変動省（DECC）のM・ファロン・
エネルギー担当閣外相は 7月 3日，英国内での再処理
後に保管している諸外国のプルトニウム（Pu）を英国所
有のものと同様に管理するという政策を加速するため，
新たに 2か国分の所有権を取得する方針だと明言した。
議会に対する声明書の中で明らかにしたもの。返還輸送
に伴うセキュリティ上の重要対策になるとともに，より
多くの民生用 Pu を国レベルでコントロールすること
で，英国での究極的な管理にも大きく影響するなどの利
点があるとしている。
英国政府によれば，国内にある外国企業の Pu は
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元々，英国政府が受入れ可能な通商条件に従い，英国の
Puと同様に管理されるはずのものだとしている。放射
性廃棄物を管理する原子力デコミッショニング機構
（NDA）は今回，DECCとの合意により，⑴スウェーデ
ン事業者の約 800kg，⑵ドイツ研究機関の約 140kg
の所有権を取得する。
これらの取引は，EU加盟国に核燃料の市場情報や助

言を提供するユーラトム供給局も了承済みで，新たな
Puが英国内に持ち込まれて総在庫量が膨らむことはな
い点を保証した。
DECCはまた，これらの取引によりコスト効果の高

い有益なアレンジが可能になるとしており，国内で長期
的に管理する見積コストを十分相殺できる，未履行に
なっていたスウェーデン事業者との契約が締結される，
などと説明した。
DECCのこうした政策に従い，NDAは今後も英国に

おける再処理契約で発生するPuの所有権の交換につい
て，その他の国々とも交渉を続けていく。実際，昨年 4
月にNDAは今回と同様の理由により，英国内にあった
ドイツ，オランダ，フランスの所有 Pu，それぞれ
750kg，350kg，1,850kg を引き取るとともに，ドイ
ツのPu650kg の所有権を日本に変更。このような取引
では英国政府の承認に加えて，関係国の政府と規制当局
の同意および，ユーラトム供給局の合意がいかなる契約
を履行するにも必要となっている。

政府が新設計画の投資額評価， 
20 年までに最大約 2兆円

英エネルギー気候変動省（DECC）は 7月 17日，同国
のエネルギー部門の投資について包括的に評価するとと
もに，今後数年間から数十年間の投資課題を詳細に調査
した初の報告書を発表した。原子力発電分野について
は，現時点で英国の総発電電力量の約 20％を賄う既存
原子炉が運転寿命を迎えつつあることから，これらをリ
プレースする新たな一群の原子炉が必要となる点を強
調。政府の電力市場改革計画の下で，2014 年から 20
年までにこの分野に投入される資金は 100 億～ 120 億
ポンド（約 1兆 7千億～ 2兆円）にのぼるとの試算結果
を明らかにしている。
報告書によると，DECCはあらゆるエネルギー部門

と技術について，発展状況や強み，設備容量と雇用者
数，および 2020 年までとそれ以降に投資が供給され
る機会について検証した。
英国は EU諸国の中でエネルギー供給が最も保証され

た国だと格付けされる一方，現政権はエネルギー部門全
般にわたり将来的なエネルギー供給上，大きな課題を引

き継いでいると指摘。エネルギー・インフラに対する歴
史的な過小投資に関しては，原子力を含めた 1次エネ
ルギー源から電力インフラに至るまで，状況が好転しつ
つあるとした。

廃棄物の長期管理政策でサイト選
定プロセスを改定

英エネルギー気候変動省（DECC）は 7月 24日，英国
内の高レベル放射性廃棄物（HLW）を深地層で長期的に
管理する政策枠組を設定した白書を公表した。深地層処
分場（GDF）のサイト選定プロセスについて昨年実施し
たパブリック・コメントの結果を踏まえ，2008 年版白
書のサイト選定プロセスを改定したもので，適性のある
地層の予備選別など，先行実施するいくつかの活動も設
定。処分場の受入に関心を持つ地域社会との正式協議
は，これらの結果がまとまる 2016 年まで行わないな
どとしており，国民の意思を十分に尊重しつつ進めてい
く方針だ。
英国ではカンブリア州のコープランドとアラデールの
2都市が 08 年と 09 年に GDF 受入への関心を表明し
ていたが，州議会の反対によりサイト選定プロセスは
13年 1月，振り出しに戻った。政府は低炭素でクリー
ンな原子力発電設備の新設を支援するには，既存の
HLWやこれらから出る使用済み燃料を長期的かつ安全
に処分する施設の確保が重要と認識。昨年 9月から 12
月まで新たなサイト選定プロセスに関するパブリック・
コメントを実施しており，そこで聴取したメッセージと
08年版の既存の選定プロセスから学んだ教訓を改定版
白書に反映させたとしている。
白書はまず，潜在的なサイト特定に際し，同プロセス
への参加意志を持つ地域社会との協働アプローチが望ま
しいと政府が考えている点を強調。GDFの建設と操業
により，地域社会には長期的な雇用やインフラ投資，政
府からの追加投資といった大きな経済的恩恵がもたらさ
れるとした。
次に，地層処分の将来的な実施に向けた政策枠組とし
て次の点を明記。⑴既知の地層情報に基づいて地層の国
家的な予備選別を先行プロセスとして実施する。同プロ
セスを主導する政府と担当事業者の「放射性廃棄物管理
会社（RWM）」が選別ガイダンス案を作成し，実際に適
用する前に独立の立場の審査パネルがこれを評価する。，
⑵イングランド地方でのGDF開発を 08 年計画法にお
ける国家重要インフラ計画の中に法的に定義づける。こ
れにより，パブリック・コメントが意志決定過程で不可
欠の適切なプロセスとなる。，⑶地域社会と協働してい
く際の詳細な手続きを策定する。例えば，サイト選定プ
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ロセスへの参加やGDF受入を決めた地域社会への投資
時期や投資方法を決める手続きなど，高いレベルの投資
情報を提供する。また，サイト選定プロセスにおける重
要な技術的課題について，地域社会と政府およびRWM
が独立の立場の第三者に自由に意見を求められるメカニ
ズムを構築する――などだ。
こうした活動の完了は 16年頃になる見通しで，最終

的な詳細政策もその頃完成。RWMが受入に関心のある
地域社会と正式に協議を開始するのはその後になる。こ
のように新しいプロセスでは，地域社会が参加を要請さ
れる前の一層早い段階で十分な情報提供を受けられるよ
う改善するのが主眼。地層や開発影響，地域社会への投
資といった課題を一層明確にすることにより，地域社会
が自信を持って国の重要インフラ計画のプロセスに参加
することが可能になるとしている。

【フランス】

深地層処分場建設で予備調査発注

フランスで放射性廃棄物深地層最終処分場「CIGEO」
を建設する予備的研究作業として，放射性廃棄物管理機
関（ANDRA）は 7 月 1 日，廃棄物パッケージの輸送・
取扱いに関する技術的手順の調査と詳細設計を国内エン
ジニアリング企業のAssystem 社，Cegel-ec 社，およ
びSpretec 社に発注した。
同処分場の建設許可申請に先立ち，まず最初の 5か

月間でCIGEOのシステムや手順など，建設プロジェク
トの産業的な実行可能性を確認するのが目的。
Assystem 社はパートナー企業との作業ロードマップ作
りも担当するが，3社として請け負った 4年契約の総額
は 2千万ユーロになるとしている。
フランスでは東部のムーズ県とオートマルヌ県にまた

がるビュール地区に約 135 億～ 165 億ユーロの予算を
かけて高レベル放射性廃棄物（HLW）と長寿命中レベル
廃棄物（LLILW）を地下 500mの深地層の粘土層に少な
くとも 100 年間，回収可能貯蔵する計画。25年からの
操業開始を目標に，ANDRAは昨年 5月から 12月まで
CIGEO建設に関する公開討論を実施した。
そこで聴取した様々な見解を勘案し，ANDRAは同
プロジェクトに関するフォローアップ報告を今年 5月
に公表。それによると，次の 4つの点でプロジェクト
内容を変更した。
⑴施設の開業時に 3期間に区切った「産業試験段階」

を設けることとし，最初はダミー・パッケージを，次に
少数の実廃棄物パッケージを搬入した後，HLW と
LLILWを徐々に処分していく。
⑵ CIGEO の操業期間に ANDRA が実施すべき事項

の仕様書となる「マスター・プラン」の策定を提案。これ
は 10年毎に国が審査し，改定可能とする。
⑶ ANDRA は 15 年に国に対してマスター・プラン
案を，規制当局には安全オプションと技術的な回収可能
性オプションに関する文書を送る。これらの情報や詳細
調査に基づいて 17年末までに建設許可申請を行い，20
年までに許可を取得。20 年の着工後，25 年に産業試
験段階に入る。
⑷同プロジェクトの意思決定プロセスにおける市民社
会の関与を明記し，同プロジェクトとその影響，リスク
管理や回収可能性などについて理解を深める。

アレバ社，スウェーデンの研究炉
解体を受注

仏アレバ社は 7月 16日，スウェーデンの閉鎖済み研
究炉 2基の解体契約を同国の SVAFO社から受注した
と発表した。同国で行われる原子炉解体プロジェクトと
しては 1980 年代以降初めてとなるが，世界では今後，
多くの原子炉が運転寿命を迎えることから，原子炉解体
市場における立場を一層強化していきたいとしている。
今回，廃止措置計画の一環として解体が始まるのは，
ストックホルムの南西約 100kmのニーシェーピンでス
タズビック社が保有していた熱出力0.1万kWの「R2-0
炉」と 5万 kWの「R2炉」。05年に閉鎖されていた。
SVAFO社は主に，同国政府の研究活動に伴う歴史的
な放射性廃棄物管理のために設立された非営利企業で，
一時期，スタズビック社が子会社化していた。運営資金
は，国内で原子炉を操業，あるいは操業していたフォル
スマルク社，リングハルス社，OKG社，バーセベック
社が廃棄物基金を通じて提供。2009 年にスタズビック
社がこれら 4社に SVAFO 社を売却した際，2つの研
究炉の廃止措置責任も引き渡されていた。
アレバ社が請け負った主な業務は解体の詳細スケ
ジュール策定および実際の解体作業で，機器の放射線レ
ベル測定と貯蔵キャスクへの封入，顧客への返還が含ま
れる。来年の前半にも現地での作業を開始する計画だ。

【ルーマニア】

カナダと中国が原発増設計画で協力

カナダのCANDUエナジー社は 7月 24日，ルーマニ
アのチェルナボーダ原子力発電所 3，4号機として納入
するカナダ製加圧重水（CANDU）炉の建設作業につい
て，中国の中広核工程有限公司（CNPEC）と拘束力のあ
る独占協力契約を結んだ。同建設計画には中国広核集団
有限公司（CGN）がすでに出資の意向を表明済みである
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ことから，子会社の総合エンジニアリング企業である
CNPECの具体的な動きとなって表れたと見られている。
チャウシェスク政権の崩壊に伴い，1991 年に中断し
た3，4号機の建設計画では出力72万kWの「CANDU6」
の採用が決まっていた。しかし，経済不況により仏
GDFスエズ社など欧州の 4社が同計画から撤退。ルー
マニア国営原子力発電会社（SNN）によるプロジェクト
会社への出資比率が 8割を超えたことから，SNNは昨
年 11月，同計画に出資するというCGNの意向表明書
に合意・調印していた。
CANDUエナジー社の親会社の SNCラバリン社は今

回の契約について，「当社が原子炉を納入し，CNPEC
が建設作業を行うという協力になる」と述べたもよう。
チェルナボーダ原発ではすでに，CANDU6型炉が 2基
稼働中だが，3，4号機用の設計は福島第一原発事故の
教訓を踏まえた安全基準に適合するよう改良する方針を
明らかにしたと伝えられている。

【フィンランド】

最終処分場の建設許可審査に遅れ

フィンランド放射線・原子力安全庁（STUK）は 6月
25 日，使用済み燃料の最終地層処分場と地上設備の廃
棄物封入施設について，建設許可申請の審査完了までに
さらに 6か月要するとの見通しを明らかにした。
同国で原子力発電所を操業中のフォータム社とテオリ

スーデン・ボイマ社（TVO）は使用済み燃料最終処分を
実施する合弁事業体としてポシバ社を設立し，2012 年
12 月に処分場の建設許可を申請。同処分場は地下 400
～ 450mの地下設備と地上で廃棄物を専用容器に封入
する施設で構成されており，両施設はキャニスター専用
のリフトで相互接続することになっている。
処分場の許可申請審査は今月末までに終わる予定だっ

たが，STUK によるとポシバ社は 2012 年に要請され
た技術情報文書の提出が 13年から 14年にかけて部分
的にしか済んでいない状態。昨年 12 月に STUK が新
たな安全要件を発行したことも遅れの要因になっている
と説明した。
STUK は今後，年末を目処に審査を完了し，来年 1

月に規制当局としての見解を雇用経済省（TEM）に提出
する方針。TEMはその後，申請書と関連文書を政府の

審査に回すことになる。
現在，最終処分場の建設予定地では地下特性調査施設

（ONKALO）がおおむね完成し，昨年 8月には地下水の
サンプリングも実施。処分場が 22 年に完成した後は，
ONKALOも同処分場の一部として活用される計画だ。

【スロベニア】

政府が低・中レベル処分場計画へ
の投資プログラムを承認

スロベニア政府は 7月 9日，隣国クロアチアと 50％
ずつ所有するクルスコ原子力発電所（PWR，72.7 万
kW）からの低・中レベル放射性廃棄物（LILW）埋設処分
場について，建設計画に対する投資プログラムを承認し
た。建設許可はプロジェクトの実施主体である放射性廃
棄物管理機関（ARAO）が 2017 年までに取得し，19年
まで 2年間の建設作業を経て 20年には試験操業にこぎ
着ける方針。処分場により同原発の長期的な操業に必要
な条件を整え，国の発電システムの十分性と信頼性改善
を図る考えだ。
これはインフラ・国土計画省のS・オメルゼル大臣が
明らかにしたもの。医療用，研究用，および工業用の放
射性同位元素利用に伴うLILWのほかに，クルスコ原発
から出るLILWの半分を埋設する施設の用地取得から建
設，操業，廃止措置まで含めて，総コストを1億5,751
万ユーロ（約 218 億円）と計算。残りの LILW処分に責
任を有するクロアチアが参加した場合は 1億 7,800 万
ユーロとなるが，両国で 8,900 万ユーロずつ均等負担
することになるため，双方にとって最も経済的な選択肢
になるとしている。
この投資額はクロアチアの参加意志とは関係なく，全
体の 80.72％をクルスコ原発の廃止措置基金から賄う
方針で，残りの 19.28％は政府予算からの拠出。この
比率は，全LILWに占める同原発からの排出分割合に合
わせたものだ。
LILW処分場の建設はスロベニアの国土開発戦略で義
務付けられているほか，電離放射線防護・原子力安全法
にも定められており，建設サイトについては 2004 年
11 月に選定プロセスを正式に開始。地元住民を交えた
議論を経て，09年の政令によりクルスコ原発サイトに
近接するビルビナ地区に決定した。
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Ⅰ．災害拡大の可能性は減少

散乱したがれき。水素爆発の映像。福島第一原発事故
の強烈な印象は，多くの人の脳裏に焼き付いている。各
メディアの報道は今でも「危険」や「恐怖」を強調する。と
ころが現地で，筆者は恐怖を感じなかった。確かに危険
は存在するが，それは人々に認知され，対策が立てら
れ，コントロールのできないものではなくなりつつある。
「東日本大震災クラスの地震や津波があっても，放射

性物質が広がり，事故が拡大する可能性は少なくなって
います。さまざまな問題があるものの，一歩一歩進んで
いる点も知っていただきたいです。」

現地で話を聞いた東電常務執行役で，廃炉・汚染水対
策の最高責任者である増田尚宏氏は状況をまとめた。現
地を見た筆者も，その現状認識に同意する。

ここで簡単に事故を振り返ってみよう。福島第一原発
は 6 つの原子炉があった。東日本大震災の時点では 1 ～
3 号機が運転中だった。地震直後に運転中の原子炉はす
べて緊急停止したが，直後に押し寄せた津波で同原発の
広範な部分が浸水。電源喪失，建屋への浸水で冷却がで
きなくなった。その結果，運転中の 3 つの原子炉では核
燃料が溶解し，2 号機では原子炉が破損。そうして放射
性物質を環境に放出した。さらに 1，3，4 号機の原子炉
建屋は，漏れた水素が爆発して一部壊れた。

事故から 3 年が経過し，工事によって状況は大きく改
善した。破損した 1 号機の上部はカバーで覆われ，放射
性物質の大気中への大規模な拡散はほぼ止まった。各原

東電福島第一原発の今
 巨大負担を続けられるのか

ジャーナリスト　石井 孝明

東日本大震災で事故を起こした東京電力の福島第一原子力発電所を今年 5 月 24 日に取材し
た。この原発について，危機的な状況にあるとの印象が社会に広がったままだ。ところが現地
は「危機対応」という修羅場から，計画を立ててそれを実行する「平常作業」の場に移りつつある。
現場は片付けられ，平日は 5,000 人が粛々と安全に働く巨大な工事現場となっていた。ただし
過剰ともいえる安全策を追求した徹底した工事が必要なのか疑問を抱いた。工事を適切に行う
ために，労力と資金の面でのコスト最小化に配慮をしなければならないだろう。

子炉は注水で冷却され，冷温停止状態になっている。
また各原子炉では，建屋内に使用済み核燃料が保管

プールの中にあった。事故直後は，そのプールが新しい地
震によって破損し核物質が拡散する懸念があった。今で
は一部プールは補強され，燃料は安全に管理されている。

工事作業は本格化して，平日は約 5,000 人の協力企業
の作業員が働く。また東電社員は約 1,000 人が第一原発
構内，または 15 キロメートル（km）離れた第二原発で事
故収束のために働く。作業員，そして東電社員の約半分
が福島の住人だそうだ。

原発事故の負担は原則として東電の負担だ。事故の収
束作業，廃炉，汚染水対策費用を東電は 13 年度 3 月期
まで 9,700 億円の特別損失を計上している。まだ全部使
い切ったわけではないが，毎年数百億円規模の費用が発
生する見込みだ。

国が設立した「原子力損害賠償支援機構」が東電に過半
数強の出資をして，東電は事実上国営化されている。同
機構はこれまで原発事故の賠償に対し支援をしてきた。
今年 8 月からは新組織の「原子力損害賠償・廃炉等支援
機構」に代わり，事故収束と廃炉の作業を資金面で支援
することになった。作業完了のめどは，事故から 30 年
から 40 年先と，大変な長期になる見込みだ。

Ⅱ．徹底的な放射線防護対策

訪問で印象に残ったのは，徹底的な放射線の管理体制
だ。筆者は次の経験をした。

サッカーのナショナルトレーニングセンター「J ビ
レッジ」が福島県広野町にある。福島原発から約 20km
離れているが，今は東電が借り上げて事故収束作業の拠
点になっている。ここに設置された内部被ばくを計測す
るホールボディカウンターで，福島第一原発に行く前と

How do the Present Conditions of the Fukushima Daiichi 
Nuclear Power Plant Turn Out?;We cannot Continue a Huge 
Burden：Takaaki ISHI.
　（2014 年 7 月 13 日 受理）

解説
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戻った時に，被ばくをチェックする。
その拠点からバスで福島第一原発まで移動した。国道

6 号線を北上したが，途中の楢葉町，富岡町，大熊町か
らなる双葉郡の大半はまだ「帰還困難区域」「居住制限区
域」に指定され，無人の場所が広がっていた。草が大量
に生えて家を飲み込みつつある。地域社会が壊れてし
まったことに，深い悲しみを筆者は抱いた。

原発構内への出入りは，1 カ所だった。そして構内の
写真撮影は制限された。金属探知機や個人認識のチェッ
クを経て原発に入った。その際に個人線量計が渡され
た。おそらくテロへの警戒のためであろう。

構内の除染は進んで，作業の危険も減少している。放
射線量は場所によって違う。事故直後は毎時数百マイク
ロシーベルト（μSv）の場所が構内ではざらだった。今で
は毎時数μSv が大半だ。ちなみに筆者の訪問は 1 時間
半，主にバスを使って移動し，構内を少し歩いた。それ
で被ばく量は 20μSv だった。レントゲン 1 回が 50μSv
であることを考えればそれほど大きくない。ただし原子
炉近くでは，放射線量が高いために，人が近づけない場
所が今でもある。

構内では作業員と同じ服装をした。支給されたズボン
下と，T シャツに着替えた。その上にタイベックスと呼
ばれるつなぎ防護服を着た。防護服の一部は透明なビ
ニールで，構内出入りで係員が個人線量計と ID カード
をチェックできるようにしている。以前は忘れてしまう
人もいたためだそうだ。防護服に放射線の遮蔽効果はな
いが，放射性物質が肌につくことを避ける目的がある。

そして頭に紙の帽子をかぶり，ゴム製のマスクをつけ
た。そしてその上にヘルメットをかぶった。マスクの先
端に放射能を除去するフィルタがついていた。汚染物質
を吸い込まないようにするためで，これは構内の指定地
域内では外してはならない。さらに汚染の可能性のある
場所を歩く際には，作業靴を履き，さらにその上にビ
ニールの覆いをつけた。そして建物，バスに入るごと
に，ビニールの覆いを脱いだ。汚染が靴によって広がる
のを避けるためだ。

装備は軽く，普通に動けばつらくない。マスクもしば
らく呼吸すると慣れて，息苦しさを感じなくなる。しか
し夏場は暑さの問題がある。作業員は冷却剤を体につけ
るものの，長時間の重労働は厳しいそうだ。ただし，こ
れらの措置は危険だから行うというより，万が一のため
という。実際に，放射性物質を見学者が吸引，触れるこ
とはなく，作業員でもまれだそうだ。

さらに原発構内の指定地域から出る前に 2 度，計測器
で被ばくをしていないかをチェックした。仮に被ばくが
多かったら除染し，医師の診察・治療などを受ける。ち
なみに現在まで放射能を大量に浴びて，治療措置になっ
た人はいない。

原発構内の各所では，入場者に注意を呼びかけるため

に，50 カ所程度の放射線量がリアルタイムで表示され
ていた。構内の計測によって一日の被ばく量は一人ひと
り予測できるようになった。それを上回る被ばく量に
なった時には調査を行い，汚染源を突き止める。

作業者，東電社員は個人被ばく線量をデータ化してお
り，東電は 1 カ月に 1 回，もしくは被ばく線量が想定か
ら大きく上回ったときに，本人と管理者に通知する。毎
日数千人の入場者のチェックは大変だが，自動化の工夫
をしている。法定の被ばく量は事故前の平時の状況とな
り，5 年で上限 100mSv，1 年で 50mSv と定められてい
る。その放射線量に達すれば，福島第一原発での作業を
はじめ，被ばくする可能性のある仕事をできない決まり
になっている。これだけの厳重な管理をすれば，原発作
業員が健康被害に陥る可能性は少ないだろう。

Ⅲ．4号機，使用済み燃料破損の危機は
去る

次に構内の様子を紹介したい。まず入ったのが免震重
要棟だ。ここの中央指揮所は事故の際に東電本店などと
テレビ電話回線でつながっていた。報道でよく知られた
場所だ。当時の吉田昌郎所長ら東電社員は，この指揮所
に水素爆発の後で死を覚悟して残ったという。

しかしここは歴史的遺物ではない。今でも使われてお
り，巨大な部屋の中で 100 人以上の人が今も働いてい
た。さらに資源エネルギー庁，原子力規制委員会，福島
県の担当官も常駐し，会議も頻繁に行われている。

またこの建物は作業員の休憩所にもなっている。近く
構内に休憩所，事務棟が新設されるという。旧事務棟は
津波で破壊されたままだ。
「頑張れ」「日本中が応援しています」全国，そして外国

から寄せられた寄せ書き，折り鶴，手紙は通路一面にき
れいに張り出され，作業員と東電社員が見て士気を高め
られるようになっていた。ここは工事現場事務所でもあ
り，安全確認を訴えるポスターが各所にあった。

防護服に着替えた後で，構内をバスで移動した。山寄り
の 4 つの原子炉建屋が一望できる高台に立った。事故当

第 1図　 使用済み核燃料の保管プール崩壊が懸念された 4 号機
の建屋内部の様子
耐震工事が終わり，プールが補強され，取り出し作
業が進む。見学者は防護服，マスクを着けて視察す
る。（写真提供・Noriyuki Inoue / WEDGE）
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時に各原子炉の写真はここから撮影されていた。今では各
原子炉は片付けられ，破損には覆いがかけられていた。

その後で 4 号機の原子炉建屋に入った。事故でここは
水素爆発で建屋の 4，5 階部分が吹き飛ばされた。そし
て，ここに保管された使用済み核燃料から放射性物質が
拡散することが懸念された。幸いなことに，燃料の保管
プールの水は維持され，冷却は続いた。

東電はこの建屋，そして保管プールの補強工事を進め
た。隣接地に巨大な鉄骨の構造物を建て，そこから横に
鉄骨を伸ばして，クレーンを置いた。ちょうど，逆 L
字型を倒した形になっている。

4 号炉を補強する鋼材の量は 4,200トンと，東京タワー
に匹敵する。そして使用済核燃料の取り出し作業を昨年
秋から行っている。建屋とプールを補強する鋼材は巨大，
かつ頑丈で，再び地震が来ても大丈夫そうに見えた。

事故当時，ここにあった 1,500 体の使用済核燃料は，
約半数が原子力発電所内にある乾式キャスクを使用した
貯蔵所に移送された。

建設現場などにある簡易エレベーターで 5 階に上が
り，そして使用済み核燃料の置かれたプールをのぞき込
んだ。燃料棒は青い水の中に沈んでいた。

筆者はこのプールの隣に立ち，多少ほっとした。日本
中に恐怖を振りまいた存在が，今では人の力によって管
理され，危険が減ったためだ。

Ⅳ．進む汚染水対策

関心を集めた汚染水対策も進んでいる。事故当初は外
部からの放水で使用済み核燃料や原子炉を冷却した。そ
して事故直後で原子炉を冷却した。そこで使った汚染水
を取り除き，保管している。また 4 つの原発は原発構内
の中で低地にある。その周囲から地下水が推定 1 日 400
トン原子炉近くに流れ込む。また雨水でも増えてしまう。

東電は今，原子炉の山側沿いの地面に井戸を掘って，
そこから水をくみ上げている。この水は，汚染されてい
ないかを確認した上で 5 月から海に流し始めた。雨水を
地下に流し込まないための簡易舗装（フェイシング）も原
発の周囲で始めた。

凍土壁という取り組みも東電は行っている。特殊な薬
品を地中に流し，地中の水を凍らせ，水の流れを遮断す
る最先端の工法だ。その実証実験も行われているが成功
したという。また海に汚染水が漏れないように遮水壁を
海沿いにつくり，それはほぼ完成した。

取材で訪問した 5 月 24 日は，一時的に停止した多核
種除去装置（ALPS）が稼働を始めた。これは汚染水を原
子炉の冷却に使った水，流れ込んで放射性物質を含んで
出てしまった水を集め，この装置で 62 種の核物質を除
去する。6 月には 3 系統が稼働している。将来は一日に
汚染水を 750 トン処理する予定だ。

この ALPS は化学工場のプラントのような巨大な装
置で，上部はテントに覆われていた。地下の汚染水と雨
水を区別するためだそうだ。水を流して特殊なフィルタ
を通し，核物質を取り除く。

東電は，漁業者や地元住民の了解を得られないとし
て，汚染水をすべて原発構内のタンクにため込んでい
る。その量は現時点で，50 万トン程度と膨大だ。巨大
タンクが1,000基つくられている。複数の形状があるが，
10m ほどの高さのタンクが，構内の各所に建設されて
いた。

放射線量が高く，作業中であるために，見学者は近づ
けなかったが 1 号機には巨大な覆いがかぶさり，放射性
物質の大気中への拡散はおさえられている。建屋の片付
けは終わり，破損した原子炉の調査も，ロボットなどを
使って少しずつ進んでいる。

Ⅴ．静かな海から想像できない津波

海岸部では津波による破壊の跡をみた。東日本大震災
当日は波が繰り返し押し寄せ最大約 15m になった。海
面から数 m の高さはあったであろう，堤防のコンク
リートが軒並み倒されていた。津波の力の凄まじさを知
ることができた。そしてテトラポットによる仮堤防が建
設されており，再び津波が来た時に備えていた。

工事作業中であったために近づけなかったが，海辺の
残骸は片付けられていた。しかし海からかなり離れた場
所まで建物に泥の跡があった。ところどころ壊れたまま
の残骸が，道脇に積まれていた。

発電所から静かな青い海を見ると，津波があったと想
像することは難しかった。事故では津波に対する，東電
と当時の規制当局である原子力安全・保安院の想定の足
りなさが指摘される。しかし日常の海の静けさから，巨
大津波が襲うことを，事前に想像することは難しいとも
思った。

福島第一原発をめぐって内外のメディアが伝える情報
は，恐怖や「対策はうまくいっていない」という否定的な
ものばかりだ。しかしこうした報道について筆者は現状
を正確に伝えていないと思う。確かに危険な場所はあ
り，細かな失敗はあるだろうが，事故が拡大する可能性

第 2図　 福島原発構内の状況と凍土壁，遮水壁の建設
　4 つの原子炉を囲って，水が炉の周囲に流れ込まな
いようにする。（東京電力資料より）
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は低下している。この膨大であり，そして大変な作業に
関わるすべての人に，感謝と敬意を筆者は抱いた。

Ⅵ．取り組みは効果のあるものか

しかし一連の東電の徹底した取り組みは，コストと効
果が見合う妥当なものなのか。現地を見ながら筆者は疑
問を抱いた。安全性を追求するゆえに，過重な対策が行
われているように思える。そして作業の目的が明確では
ないのだ。

原発事故の収束作業は日本全体がかかわる問題だ。国
費からも支出されている。そこでは「事故による人間の
健康への悪影響をなくす」という目標に，誰もが合意す
るはずだろう。そうであるならば，事故収束作業におい
て，原子炉の放射性物質の安全な管理が中心であるべき
だ。特に溶融した 1 ～ 3 号機の核燃料の処理に注力すべ
きであろう。もちろんその対応も進んでいるが，現場で
は汚染水対策に人的，物的資源が割かれすぎていた。

原発事故の周辺住民への健康への影響は現時点でほぼ
ない。日本政府，原子放射線の影響に関する国連科学委
員会（UNSCEAR），IAEA（国際原子力機関），そして内
外の専門家は福島原発事故による福島県民と日本人への
健康の影響は極小と，一致した評価をしている。それよ
りも福島県民の健康被害は，原発周辺地域の避難の長期
化によって生じている。その現実を考えると，この工事
の安全策への過重な配慮は，何を目的にしているのか分
からない。安全性を高めるほど，コストが必要になる。

一例として汚染水問題がある。東電はそれをすべて，
タンクに溜め込んでいる。構内は広いとはいえ，タンク
だらけの状況になりつつあった。

事故直後に海に放射性物質が拡散した。しかし，現時
点で海洋に，汚染水が大量に流れ出ているわけではな
く，仮に漏れたとしても，海水に希釈されて，海洋生物
や海水を通じて健康被害が広がる可能性はほぼない。

内外の専門家は，汚染水について核物質を除去し人体
に影響がなければ海に流すべきと，勧告している。今の
技術では核物質のトリチウムを水から分離できない。こ
れは人体への有害性も少ない。しかし，それが残るとし
ても，政府・東電は海への放出に慎重だ。そして東電は
タンクを作り続けている。汚染水が海に流失する問題で
周辺住民や漁民が警戒することは当然だ。しかし政府は
海洋への放出について，そうした関係者への説得と調整
を積極的に行っている形跡がない。

東電の廃炉対策の責任者である増田常務に，処理した
安全な汚染水を海に流したらどうかと質問すると，「当社
だけで決められない」という返事があった。政府が同社
を管理しているためだろう。工事では責任の所在があい
まいだ。配慮と萎縮のために意思決定が遅れているのか
もしれない。そうすると東電の負担だけが増え続ける。

国の支援には，ちぐはぐな面がある。汚染水を止める

凍土壁は，国の支援 470 億円を受けてつくられる。しか
しそれは国会の精査の必要のない 13 年度予算の「予備
費」から支出される。13 年秋に東京オリンピック招致が
行われていた時に汚染水問題が関心を集めた。内外の懸
念を払拭するために，IOC（国際オリンピック委員会）総
会や国内で安倍晋三首相は「原発事故対策で国が前面に
出る」と発言を繰り返した。これを受けて政治主導で，
汚染水対策の支出が決まった。

ところが原発事故の収束作業は，民間企業である東電
の事業である。民間の土木工事に税金は出せない。その
ために予備費は「研究開発支援」という名目が使われ，例
外的に財務省が支出を認めた。その中で高度な技術であ
る遮水壁が採用された経緯がある。それなのに，タンク
づくり，雨を防ぐ舗装などの必要とされているのに

「ローテク」な取り組みに税金は出せない。
福島原発事故の技術研究をまとめる組織，国際廃炉研

究開発機構（IRID）が，13 年に国の主導で東電等の企業
が支援して，つくられた。その中に，さまざまな国の廃
炉，原発事故対策の専門家を集めて，事故収束作業に助
言する国際アドバイザリーチームをつくった。その専門
家の一人に取材した。その人は福島原発事故の作業は総
じて適切に行われていると高く評価した。

しかし「計画を複数持ち，うまく行かない場合に代替
策を使うなど，柔軟に対応すること。そしてコストと効
果を慎重に見極めることが必要だ」と指摘した。「東電に
そこが足りないのか」と質問したところ，「そうではな
い」と返事をしていたが，筆者と同じように，工事の優
先順位の付け方に疑問を持ったのかもしれない。

しかし東電だけを責めるのは酷であろう。政府の責任
が大きい。東電は国の支援を受けて出資，そして国の支
援機構の援助を受けて運営されている。政府は原発事故
の処理について，世論に配慮をしすぎて，専門家の提言
よりも過剰な安全策を選択し続けてきた。

福島の除染，放射性物質の管理，食品衛生などで，そ
うした政策が行われ，多くの弊害を産んでいる。事故の
収束，廃炉作業についても同じだ。東電の対策について
は，行政が仲介して，ステークホルダー（利害関係者）の
懸念を払拭しながら，取り組みのコストを見極める「線

第 3図　 巨大な多核種除去装置「ALPS（アルプス）」 
今回の取材で。（写真提供・Noriyuki Inoue / WEDGE）
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引き」が必要だ。
コストは無限にかけてはならない。どこかで誰か何を

優先すべきか。何をしないで処理コストを最小化する
か。決めていく必要がある。東電は電力事業を続けてい
る。東電の負担は関東圏の人々の電力料金に跳ね返り，
また東電を税金で支援する国，そして国民全体の負担に
なる。

Ⅶ．働く人の士気への懸念

地獄の罰として，石を積み上げると鬼に崩され，また
積む苦役があるという「賽の河原の石積み」の仏教説話が
ある。原発事故の収束工事で，目的の明確でない作業を
続けることは働く人々の士気にも響いてくるだろう。

一連の工事は東電が関連企業との協力で行っている。
東電は，契約を長期にして関連企業の人々が熟練できる
ようにする工夫や，作業員が働きやすいように休憩所を
つくる方針だ。働く内容によって違うが，作業員は日給
数万円と，かなり実入りはよい。

しかし当事者の東電社員には厳しい状況が続いてい
た。福島で東電社員と話すと誰もが，原子力事故の反省
を述べ，そして福島の復興を誓っていた。同社の福島復
興本社の代表である石崎芳行副社長は次のように話し
た。「事故という大変なことをしてしまった。会社とし
てその責任に向き合うし，私は個人として福島の復興に
生涯を捧げる」。廃炉責任者の増田尚宏常務は明言した。

「協力会社の皆さんと長い良好な関係を続け，事故を収
束させて福島の皆さんを安心させたい。」

こうした責任感に筆者は敬意を持つが，同時に痛々し
さを感じた。ある会社が起こした問題の責任を，そこで
働く社員一人ひとりが背負い続けられるだろうか。事故
から 3 年目の今なら，責任を感じられる人がいるだろ
う。しかし，それが何十年も組織全体，そしてそこで働
く人が持ち続けられるとは思えない。

国と東電は廃炉の作業工程で「中長期ロードマップ」を
示している。その終わりの形を「廃炉」とするだけで，定
義をしていない。そして，その完了を事故から 30 ～ 40
年と想定している。そんな先まで，働く人が責任を負い
続けられるのだろうか。

福島の人々の東電への感情は複雑だ。東電に対して，
当然怒りの感情はあるという。しかし，それよりも，

「日々の生活が大変で他人の悪口など言っていられない」
（地元 NPO の女性リーダー）という。

国の指定した地域からの避難者は，精神的苦痛の対価
として，東電から毎月 1 人 10 万円支払われる。また現
地は建設業を中心に，事故前は原発関係，事故後は事故
収束関係で，仕事が発生し，東電と取引を持つ人も多
い。東電は現地社会の重要なメンバーでもある。

「東電の人たちの住んでいる場所を取材しなさいよ。
気の毒だから」。その NPO の女性に言われた。J ビレッ
ジのサッカーグランドだった場所に東電の社員寮があっ
た。ここに工事現場事務所のようなプレハブの建物が並
び，さまざまな世代の社員約 1,000 人が住んでいる。

そこに四畳程度のしきりを設け，人々が寝起きしてい
た。朝夕は社員食堂，昼は弁当という食事を重ねる人も
多いそうだ。事故を起こした企業に対する社会の厳しい
視線があるために宿舎を最低限の設備にしたのだろう
が，過酷な生活環境だ。このように東電社員は負担とプ
レッシャーの中で，事故収束作業に取り組んでいる。

Ⅷ．コスト最小化の配慮が必要

福島原発事故の対応について，政府は民主党政権時代
に，東電に責任を負わせ，同時に東電を存続させるとい
う矛盾のある決定をした。これは事故直後の東電への強
い批判の中で，仕方のない面があったかもしれない。し
かし，この処理策のプラスとマイナスの双方を見極める
べき時になっている。

事故処理で今必要なことは，金銭，労力の面からの処
理コストの最小化だ。しかし，現場から見ると工事の巨
大さが目立ち，その効果の精査が行われているようには
見えない。資金，そして作業の負担と責任を，東電と社
会が許容可能な範囲に限定しなければ，いずれこの巨大
工事は行き詰まる可能性がある。

そして，目標が見つからないことがいつまでも続け
ば，今存在している原子力をめぐる国民の不信と不安
は，そのままになるだろう。それは日本における原子力
の未来にも，悪影響を与え続けるはずだ。

原発事故をめぐっては，その直後から恐怖とデマによ
る混乱が社会に渦巻き，決断の必要なさまざまな問題
で，冷静な判断を妨げた。もはや事故から 3 年が経過し
た。事故処理においても，私たちは福島原発の現状を知
り，合理的な判断をしなければならない。

そしてそれができるのは東電ではない。政府が中心に
なって，「線引き」をする必要がある。具体的に実行でき
るのは，安倍晋三首相と自民党政権だ。さらに決断をう
ながすのは，私たち国民一人ひとりの声だ。

石井孝明（いしい・たかあき）
1971 年生まれ。慶大経卒。時事通信など
を経て現在フリーランスとして，エネル
ギーや経済問題の執筆を続ける。アゴラ
研究所のエネルギー問題を分析するサイ
ト GEPR（http://www.gepr.org/ja/）の編
集を担当。
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Ⅰ．まえがき

日本原子力学会は，2007 年に地震起因の確率論的実
施基準（2007 年版）を公開した 1）。同基準公開後，国内
外において，多くの地震を経験し教訓を得た。特に，
2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（東北地震）に
よる福島第一原子力発電所（F1-NPP）の過酷事故からの
新たな教訓及び知見は重要である 2）。2007 年 7 月 17 日
に柏崎刈羽原子力発電所（KK-NPP）近傍で発生した新潟
県中越沖地震（中越沖地震）からの教訓も重要である 3）。

2007 年版地震ハザード評価は，地震動とその超過頻
度との関係として定義された。同評価手順は，次の 7 つ
の節からなる。⑴地震ハザード評価手順，⑵上下動及び
不確実さの取り扱い，⑶震源モデルの設定，⑷地震動伝
播モデルの設定，⑸ロジックツリーの取り扱い，⑹地震
ハザード評価，⑺建屋・機器のフラジリティ評価用地震
動の設定

ハザード評価作業会における 2007 年版の 2014 年の改
定では，上記国内外の地震からの教訓を分析・検討し，
評価手順改定の基本方針を作成すると共に，同方針に基
づく追加項目を整理し，次の内容を追加した 4）。地震ハ
ザードの定義を地震動ハザードと定義し直すとともに，
断層変位とその超過頻度との関係等も加えた。これらに

地震PRA実施基準の改定─3.11 の教訓の反映
　第 2回　地震ハザード評価改定の要点

標準委員会・リスク専門部会・地震PRA分科会・地震ハザード作業会

蛯沢 勝三，釜江 克宏，安中　正

地震ハザード評価の改定では，2007 年以降の国内外の東北太平洋沖地震，中越沖地震，イタ
リア・ラクイラ地震等からの教訓・知見を分析・検討し，改定基本方針を作成した。同方針に
基づき上記教訓・知見を反映し追加項目の内容を示した。特徴は，従来の地震ハザードを地震
動ハザードとした上で，断層変位・地殻変動ハザード，地震・津波重畳ハザード等を加えた。

伴い，断層変位，地殻変動，地震・津波のような複合ハ
ザード，複数プラントでのハザード評価等の項目が追加
され，後述第 1 図に示すように 10 の節に拡張された。

本報は，評価改定の基本方針，同方針に基づく追加項
目の内容について述べる。

Ⅱ．地震ハザード評価改定方針と追加
項目

1. 地震ハザード評価改定の基本方針
地震ハザード評価作業会での評価改定の基本方針は，

次の通りである。
⑴ 　2006 年実施基準以降に発生した国内外の地震か

らの知見を分析・検討し，重要項目を委員合意の上
で整理し，基準に全て取り入れる。

⑵ 　中越沖地震，東北地震，イタリア・ラクイラ地震
等からの知見については，詳細な分析・検討を行
う。

⑶ 　東北地震を踏まえた原子力規制からのニーズも考
慮する。

⑷ 　2006 年実施基準が実運用された事例については，
詳細に記述する。

⑸ 　津波ハザード評価における技術との整合を図る。

2. 基本方針に基づく分析・検討と追加項目の整理
評価改定の基本方針に基づき，追加項目を分析・検討

し，次の通り整理した。
⑴　2006 年版以降の国内外地震からの知見の把握
① 国内：中越沖地震（2007 年），岩手・宮城内陸地震
（2008 年），駿河湾地震（2009 年），東北地震（2011
年）

② 国外：四川地震（2008 年 , 中国），ラクイラ地震

Revision of the AESJ Standard for Seismic Probabilistic Risk 
Assessment（PRA）― Updating requirements based on the 
lessons learned from the Fukushima Dai-ichi NPP Accidents 
-（2）: Seismic Hazard Evaluation and Outline of the Updated 
Points：Katsumi EBISAWA, Katsuhiro KAMAE, Tadashi 
ANNAKA.
　（2014 年 6 月 11 日 受理）
■前回タイトル
第 1 回 地震の PRA の全体概要と改訂の要点

解説
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（2009 年 , イタリア），クライストチャーチ地震
（2011 年 , ニュージランド）
⑵　主な地震からの教訓
①中越沖地震からの教訓

・深部地下構造の不規則性による地震動増幅
・ひずみ集中帯
・複数プラントにおけるハザードの取扱い

②東北地震からの教訓
・ M9 級巨大地震とそれに伴う余震・誘発地震・断

層変位・地殻変動
・地震と津波の重畳等複合ハザードの取扱い
・複数プラントにおけるハザードの取扱い

③イタリア・ラクイラ地震からの教訓
・ 地震専門家の行政上の責任
⑶　東北地震を踏まえた原子力規制からのニーズ

・震源極近傍の地震動評価
・断層変位と構造物への影響
・免震構造等への地震動の長周期成分の影響

⑷　2006 年実施基準が実運用された例
・ 柏崎刈羽 NPP 基準地震動バックチェックにおけ

るロジックツリーを用いた地震ハザード評価
・地震ハザード評価の内訳とスクリーニング
・地震ハザードの妥当性
・地震随伴事象 PRA の充実
⑸　津波ハザード評価における技術との整合

・震源モデルと波源モデルとの整合

Ⅲ．地震ハザード評価手順

地震ハザード評価は，本解説第 1 回で記述の実施基準
6 章に示されている。

地震ハザード評価手順は，第 1図に示すように 10 節
からなる。10 節のうち 2 節以降は，地震動ハザード評
価と，断層変位・地殻変動ハザード，複合ハザード及び
地震随伴事象 PRA に用いる地震動ハザード評価に大別
される。前者の追加項目の内容についてはⅣ章で，後者
はⅤ章で述べる。

第 1図　地震ハザード評価手順
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Ⅳ . 地震動ハザード評価での追加項目の
内容

1.   東北地震等巨大地震からの知見反映，不確実
さの取扱い及び地震動ハザードの妥当性確認

⑴　東北地震等巨大地震からの知見反映
東北地震等巨大地震からの知見の反映は，前述Ⅱ

-2. のように整理された。
⑵　地震動ハザード評価の妥当性確認
同確認の仕方が追加された。この仕方としては，任意

の時間を過去に遡って，その時点での地震動ハザードを
評価し，対応する任意期間内に実際に発生した地震によ
る地震動と対応しているか比較する。確認の仕方の留意
事項が記述されるとともに，確認の例も示された 5）。

例の概要は，次の通りである。全国の地震動ハザード
の総量（震度 6 弱以上に見舞われた面積割合）は，予測と
実績で概ね整合する。沈み込むプレートでの地震（固有
地震，震源不特定併せて）の影響の大きな地域では，事
前の超過確率が高い地点ほど震度 6 弱以上を経験した割
合が多く整合的である。
2. 震源モデルの設定
⑴　特定震源モデルのパラメータの設定
巨大地震に係る内容が追加された。
①　巨大地震の発生領域
既往最大にとらわれず，物理現象や物理探査等に基づ

き科学的想像力を働かせる。文部科学省地震調査研究推
進本部の知見等も参考とし，日本列島のプレート構造や
形状等を考慮し，単独で発生する震源域と連動して発生
するものの範囲を設定する。

②　巨大地震の地震規模
断層面積や平均応力降下量に基づき地震モーメントを

設定する。東北地震の平均応力降下量は 3MP 程度であ
り，M8 クラス以下の地震と同程度であったことに留意
する。
⑵　領域震源モデルのパラメータの設定
同設定における次の内容が追加された。
①　ひずみ集中帯に関する知見
中越沖地震の震源周辺では，第 2図に示すように地

震活動の空白域，すなわちひずみ集中帯がみられる 3）。
ひずみ集中帯に関しては，第 3図に示すようにグー

テンベルグ・リヒター（G-R）式 6）における b 値を修正す
る。b 値は，図中に示すように，地震規模と地震の累積
頻度との関係を直線近似した場合の傾きの値であり，対
象領域の地震活動度の程度を表し得る。一般的に，0.7
～ 1.0 の範囲であり，値が大きいほど活動度が高い領域
と見なせる。

図から，修正 b 値が地震規模 6.8 以上において既存値
より高いことが示されている 3）。汎地球測位システムに
よる地表変位の分布から，その領域を示した文献や，領

域震源モデルとして地震動ハザード評価に取り入れた例
が示されている。

②　M9 級巨大地震による余震
2007 年版では M8.6 程度以下の本震による余震の炉心

損傷頻度（CDF: Core Damage Frequency）への影響は
小さいとして，地震動ハザード評価では余震を取り除い
ていた。

しかしながら，東北地震（M9.0）に伴う余震規模は，
第 4図に示すように過去の歴史地震の記録や観測記録
にもなく，最大余震 M7.7 が観測された 2）。余震のモデ
ル化では東北地震での余震の b 値を用いる。

③　M9 級巨大地震による誘発地震
東北地震に伴う誘発地震は，第 5図に示すように長

野，秋田県等で発生した 2）。同地震は，対象サイト周辺
の領域震源の活動度を G-R 式の b 値として高めに設定
する。サイト周辺の活断層（特定震源）がクーロン破壊応

第 2図　ひずみ集中帯の例

第 3図　ひずみ集中帯における修正 b 値の例

第 4図　東北地震の余震分布
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力等で動きやすくなると想定される場合には，発生確率
を高めに設定する等により対応する。
3. 地震動伝播モデルの設定
同設定では，サイト極近傍震源の地震動評価の内容が

追加された。
同設定では，評価地点近傍の強震動生成領域での応力

降下量等の特性に係る最新の科学的・技術的知見を踏ま
える。特に，生成強度に関するパラメータ，生成領域内
の破壊開始時間のずれ，破壊進行パターンの設定等，破
壊シナリオの不確かさを考慮する 7）。

地表変位を伴う地表地震断層から震源断層までの断層
全体を考慮した上で，震源モデルの形状及び位置の妥当
性，敷地及び評価サイトとの位置関係，震源特性パラ
メータの設定の妥当性について詳細に検討する。特に，
サイト近傍の 3 次元深部地下構造モデルを用いる 7）。

サイト極近傍の震源モデルによる短周期及び長周期の
地震動と，永久変位を説明し得ていることを確認する。
4. ロジックツリー（LT: Logic Tree）の作成
⑴　専門家活用水準毎の LT作成手順
LT 作成手順の実審査における運用例としては，柏崎

刈羽 NPP 基準地震動の審査があるので，例が明示され
た。
（2）　LT作成における TI，TFI，専門家の責任の範囲
LT 作成における技術的まとめ役（TI），専門家の意見

統合の世話役（TFI），専門家は，提案した技術的内容に
ついては責任を負う。しかしながら，イタリア・ラクイ
ラ地震の教訓から，地震動ハザード評価結果及びその結
果に基づく原子力発電所の安全性，ならびにリスク評価
結果の活用に関する責任は負わないものとする。
5. 地震動ハザードの評価
同評価では，次の内容が追加された。
⑴ 　地震動ハザードの概略評価及び内訳表示とスク
リーニング

地震動ハザード評価においては，震源モデルの設定に
多くの時間を費やし，地震動伝播モデル設定に迅速に進
まず，効率良いハザード評価とならない傾向にある。こ

れを改善するために次の取扱いに留意する。
まず，概略のハザード評価を行い，ハザードを特定及

び領域の震源に大別し，それぞれに含まれる震源の内訳
も明示する。次いで，これらの内訳を用いて，全震源の
ハザードを支配する震源と，しない震源に大別し，スク
リーニングを行う。支配する震源を対象として，震源モ
デル及び地震動伝播モデルの設定を詳細化する。

上記取扱いでは，理学的観点に基づく震源モデル設定
の検討段階において，検討震源が地震動ハザードに影響
を及ぼすかどうかの工学的観点を，理学的観点に提供
し，効率良いハザード評価とする。
⑵　M9級巨大地震の余震の地震動ハザード評価
M9 級巨大地震による余震ハザード評価に係る次の留

意事項が追加された。
M9 級巨大地震による余震ハザードを評価し，CDF

への影響を評価するが，本震の地震動ハザード評価とは
独立に行う。余震のハザード評価では，第 6図に示す
東北地震の M9 が地震規模と断層面積との関係式に従う
ことを活用する。評価手順の例を第 7図に示す 2）。
6. フラジリティ評価用地震動の作成
同作成における追加内容は次の通りである。
⑴　機器免震及び 排気筒
機器免震では，水平，上下，両用免震が想定される。

第 5図　誘発地震（図中の○）の分布の例

第 6図　 断層面積と地震規模の関係式における東北地震の地震
規模との関係

第 7図　余震による地震ハザード評価手順
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上下免震は，設定周期が約 1 秒前後と範囲が限られてい
る。1 秒以上では加速度低減効果が少なく，それ以下で
は自重支持が維持できない。従って，上下免震において
は，入力動の周期特性の免震効果への影響に留意する。

排気筒は，やや長周期地震動の影響を受けやすい。制
振ダンパーを設置する等，応答の低減に留意する。
⑵　スロッシング
スロッシングは，長周期地震動により発生しやすい。

スロッシングが発生しないよう間仕切りを設ける等に留
意する。
⑶ 　M9級巨大地震の余震の地震動ハザードに基づく
フラジリティ評価，事故シーケンス評価及びCDF
への影響確認

Ⅳ-5 ⑵で述べた余震の地震動ハザードを用いた CDF
への影響評価では，第 7 図 Fig.D 中の余震ハザードの地
震動に対応するフラジリティ評価を行う。同評価では，
本震で損傷している状態に，余震による損傷を重畳す
る。

これらのフラジリティ，イベントツリー，フォールト
ツリー及び余震ハザードを用いて，事故シーケンス評価
を行い，余震による CDF を求める。そして，本震によ
る CDF と比較し，余震の CDF への影響をみる。
7. 複数プラントでのハザード評価の留意事項
複数プラントでのハザード評価が追加され，次の留意

事項が示された。
複数プラントでのハザード評価では，第 8図の例に

示すように，全ての対象建物・構築物に対して同一の距
離減衰式を用いる場合，観測記録から対象建物・構築物
の地震動が同程度であることを確認する。観測記録が不
十分等の理由から確認できない場合や，地点により揺れ
が異なる場合には，認識論的不確実さとして考慮する。
観測記録により対象地点の地震動に明確な違いが認めら
れる場合には，違いが認められる地点ごとに異なる距離
減衰式を用いる。

フラジリティ評価において複数の建物・構築物を評価
する場合には，観測記録から揺れの相関性を確認する。
地震動の相関は，震源特性，伝播特性，サイト増幅特性
それぞれにおける不確実さの分離，地点間距離による相
関の定量化などに留意する。

Ⅴ．断層変位・地殻変動ハザード， 
複合ハザードと地震随伴事象PRA
に用いる地震動ハザードでの追加
項目の内容

1. 断層変位・地殻変動ハザード評価
⑴　断層変位ハザード評価
同評価の次の手順が追加された。断層変位の年超過頻

度は，第 9図に示す地表面での主断層及び副断層それ
ぞれによる断層変位の頻度の和として評価する。手順
は，主断層が評価点を通る場合と，とらない場合に分け
て表される。第 10図に評価結果の例を示す 8）。
（2）　地殻変動のハザード評価
同評価の次の基本方針が追加された。地殻変動のハ

ザードの評価方法は，現状で提案されていない。そこ
で，地殻変動のハザード評価は，基本として，津波ハ
ザード評価における波源モデルを参照として評価する。

具体的には，海域の震源断層による海底地形面の隆
起・沈降に伴う海面の変形が，初期水位分布となるの
で，断層モデルを設定する。巨大地震による地震動評価
と津波評価においては，広域な震源の地殻変動や断層変
位との整合性を確保する。
2.   複合ハザード評価及び地震随伴事象 PRA に
用いる地震動ハザード

⑴　複合ハザード評価（地震と津波ハザードとの重畳）
同評価での次の手順が追加された。
地震動ハザードは，第 11図に示す地震基盤での地震

動とその超過頻度との関係として，一方，津波ハザード
は，海岸地形の影響を受けない地点での津波水位とその

第 8図　複数プラントにおけるハザード評価

第 9図　断層変位ハザードのモデル

第 10図　断層変位ハザードの評価例
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超過頻度との関係として定義される 2）。
両ハザードを評価する地震は全て共通とし，地震毎に

地震動と津波高さの中央値とばらつきを評価する。地震
動と津波のばらつきに相関がないと仮定すれば，地震毎
に特定の地震動が生じる場合の津波高さの分布が得られ
る。そこで，全地震に対して，全頻度を足し合わせ，地
震動が生じる場合の津波高さの分布を得る。

⑵　 地震随伴事象 PRAに用いるフラジリティ評価用
地震動ハザード

①　 地震起因の周辺斜面崩壊による建屋・構造物・機
器のフラジリティ評価用地震動ハザード

サイト周辺斜面は地震動によって崩壊し，屋外の構造
物・機器や建屋の損傷に影響を及ぼす。これらのフラジ
リティ評価では，Ⅳ-6 節での地震動を用いる。

②　 地震起因の火災源のフラジリティ評価用地震動ハ
ザード

建屋内外の構造物・機器（電気機器，変圧器内絶縁油，
ケーブル等）は，地震動下において火災源となる。火災
源の発火確率は，地震動で損傷する確率と，損傷した場
合に発火するかどうかの条件付き確率を求め，両者を掛
け合わせて求まる。地震動による火災源のフラジリティ
評価では，Ⅳ-6 節での地震動を用いる。

③　 地震起因の内部溢水による構造物・機器のフラジ
リティ評価用地震動ハザード

建屋内の構造物・機器（BC クラスの配管，タンク等）
は，地震動下において内部溢水源となる。これらのフラ
ジリティ評価では，Ⅳ .6 章での地震動を用いる。
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第 11図　地震及び津波の重畳を考慮したハザードの概念
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Ⅰ．はじめに

2013 年 5 月，原子力規制委員会（以下，NRA）は，日
本原子力発電㈱（以下，原電）敦賀発電所 2 号機原子炉建
屋直下を通る D-1 破砕帯（第 1図）が「耐震設計上考慮す
る活断層ⅰである」とする有識者会合の評価書「日本原子
力発電株式会社 敦賀発電所の敷地内破砕帯の評価につ
いて」1）（以下，NRA 評価書）を了承した。これに対し，
原電は，同年 6 月末までの調査結果に基づき「敦賀発電
所 敷地の地質・地質構造 調査報告書」2）（以下，原電報
告書）を同年 7 月，NRA に提出した。

NRA は，同年 12 月，原電報告書等で新たに示された
データを踏まえ NRA 評価書見直しの要否を議論するこ
ととし，翌 2014 年 1 月，有識者会合による現地追加調
査を行った。そして同年 4 月，有識者会合 追加調査評
価会合（第 1 回）において現地調査を踏まえた有識者のコ
メントが示され，同年 6 月の追加調査評価会合（第 2 回）
で原電はそれらコメントに対する見解を提示した。

次章以降では，まずⅡ章で NRA 評価書の論旨および
それに対する原電報告書における見解について概略を説
明する。なお，詳細については，本誌 2013 年 6 月号 3）

および 12 月号 4）を参照されたい。
Ⅲ章では 2013 年 12 月以降 2014 年 6 月の追加調査評

価会合（第 2 回）までの NRA 評価書見直し要否に係る議
論の主な論点について，原電の調査データに基づき解説
する。

敦賀発電所D-1 破砕帯調査の現況
 原子力規制委員会有識者会合との論点

日本原子力発電（株）　星野 知彦

2013 年 5 月，原子力規制員会は日本原子力発電（株）敦賀発電所敷地内の D-1 破砕帯が活断
層であると取りまとめられた有識者会合の評価書を了承した。同年 7 月，日本原子力発電は同
年 6 月末までの調査結果を取りまとめ，原子力規制委員会に提出した。原子力規制委員会は評
価書を見直すかどうか検討を行うこととし，2014 年 1 月には有識者会合による現地調査が行わ
れた。同年 4 月 14 日には評価会合が開かれ，現地調査等を踏まえた有識者会合のコメントが示
された。本稿では，現時点における日本原子力発電と有識者会合との論点について解説する。

Ⅱ．原電とNRAの見解の経緯

1．NRA評価書（2013 年 5月）の論旨
D-1 破砕帯の評価に関して，NRA 評価書は，「現在ま

で得られたデータ等をもとに敦賀発電所 2 号炉原子炉建
屋直下を通る D-1 破砕帯については，後期更新世以降

（約 12 万～ 13 万年前以降）の活動が否定できないもので
あり，したがって耐震指針における耐震設計上考慮する
活断層である旨判断できる」とした。

その理由は以下の通りである。
・K 断層は後期更新世以降の活動が否定できない。

- ⑤層下部のテフラ（火山灰）は検出頻度が少なく，
また，年代特定のための引用論文の信頼性が低いた
め 12 万年前のものとは認められない。
- ⑤層の堆積時期は上部で検出されたテフラからせ
いぜい 9.5 万年前である。
- ③層中の礫は⑤層下部と同様，比較的新鮮である
ことから，両者の堆積時期に大きな差がない。
- したがって，K 断層が変位・変形を与えている③
層も⑤層と同様に，後期更新世以降に堆積した可能
性は否定できない。

・ K 断層および G 断層と D-1 破砕帯は一連の構造で
ある可能性が高い。
- K 断層は D-1 トレンチ南方（2 号機原子炉建屋の
方向）へ延びる可能性が高い。これらの断層・破砕
帯は近接しており，また，一般的に断層は屈曲，分
岐，並走したりする。
- 薄片観察による変位センス（ずれの向き）の認定にCurrent Status of the Geological Survey of the D-1 Shatter 

Zone at Tsuruga Power Station：Tomohiko HOSHINO.
　（2014 年 7 月 4 日 受理）

解説

ⅰ 「耐震設計上考慮する活断層」は，新規制基準の「将来活動する
可能性のある断層等」の意。
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は限界があること等から最新活動面の変位センスを
認定していない可能性があり，K 断層，G 断層，
D-1 破砕帯を変位センスで区別することはできな
い。

・ K 断層が耐震設計上考慮する活断層であること，か
つ，K 断層/G 断層/D-1 破砕帯が一連の構造である
可能性が高いことから，2 号機原子炉建屋直下を通
る D-1 破砕帯も耐震設計上考慮する活断層である。
2．原電報告書（2013 年 7月）の見解
NRA 評価書の論拠に対する原電報告書における見解

は以下の通りである。
（１）　K断層，G断層およびD-1 破砕帯の活動時期
NRA 評価書で指摘された⑤層下部のテフラの年代の

認定および③層の堆積年代について，原電は以下の通り
データを補強し，K 断層，G 断層および D-1 破砕帯は
いずれも後期更新世以降活動していないことを示した。

・ 試料採取数を増やして⑤層下部のテフラが広範囲に
分布していること，および他の年代が特定できてい
るテフラと年代に矛盾のない順番で堆積しているこ
とを確認した。これは⑤層下部のテフラは火山の降
灰により堆積したことの証拠である。

・ 琵琶湖湖底など堆積状態が長期間安定して保存され
ている場所の調査論文なども引用した結果，⑤層下
部のテフラは約 12.7 万年前に降灰した美浜テフラ
と特定できた。

・ ⑤層下部から産出した花粉を分析した結果，温暖期
のものであることがわかり，美浜テフラの降灰時期
と整合している。

・ ③層からもテフラが検出され，敦賀湾での海底ボー
リングコア中のテフラと対比したところ，後期更新
世よりも古い中期更新世以前（約 13 万年前以前）の
地層のテフラであることが確認できた。（第 2図）

・ したがって，⑤層下部は 12 万～ 13 万年前に堆積し
た地層で，③層は 13 万年前以前に堆積した地層で
ある。K 断層は⑤層下部に変位・変形を与えていな
いことから後期更新世以降活動しておらず，耐震設
計上考慮すべき活断層ではないことが確認された。

・ K 断層よりも古い時代でしか活動が認められない G
断層（D-1 破砕帯）も耐震設計上考慮すべき活断層で
はない。

（２）　K断層，G断層およびD-1 破砕帯の連続性
NRA 評価書の「K 断層，G 断層，D-1 破砕帯は一連の

構造である可能性が高い」との指摘について，原電は以
下の通り「G 断層と D-1 破砕帯は一連の構造であるが，
K 断層はこれらとは異なる」ことをデータにより示した。

・ K 断層の D-1 トレンチ南方への延長の可能性を確
認するため，K 断層を南方へ掘削して追跡した。そ
の結果，K 断層は D-1 トレンチを出たところで消
滅し，2 号機原子炉建屋の方向に延びていないこと
が確認できた。

・ 薄片観察による変位センスについて有識者会合の指
摘通りの方法で調べるとともに，変位センス，走
向・傾斜に加え新たに破砕部の成分，色調，粒子形
状などその他の性状についても比較した。その結

第 1図　敦賀発電所敷地内破砕帯調査状況概要図

第 2図　D-1 トレンチ内および敦賀湾海底の堆積状態
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果，G 断層と D-1 破砕帯は一連の構造であるが，K
断層はこれらとは異なることを確認した。

Ⅲ．有識者会合現地追加調査以降の論点

2014 年 6 月に開かれた追加調査評価会合（第 2 回）で，
NRA から 1 月の現地追加調査を踏まえた有識者会合の
コメントリスト（以下，コメントリスト）が示された 5）。
コメントは大きく 3 つの論点，すなわち，「地層の堆積
年代」，「K 断層の活動性」および「K 断層の連続性」に区
分され整理されている。

本章では，これら 3 つの論点のうち「地層の堆積年代」
および「K 断層の活動性」について原電の調査結果に基づ
く見解を解説する。「K 断層の連続性」，すなわち，K 断
層と D-1 破砕帯が一連かどうかについては，NRA 評価
書における「活断層である K 断層と D-1 破砕帯が一連で
あるので D-1 破砕帯も活断層である」との論拠の一つで
ある。しかし，既報 4）の通り，両者の性状（走向・傾斜，
色調，ガウジⅱの微細構造，変位センス，X 線回析分析
など）は明らかに異なっており，D-1 破砕帯は K 断層と
は一連ではないことは明白であることから本稿では説明
を割愛する。

なお，根拠となる詳細データは原電ホームページにて
公開されている 6）。
1．地層の堆積年代
（１）　⑤層下部テフラの降灰層準の認定
コメントリストには「⑤層下部テフラの混入率は低く

美浜テフラ以外のものが混在している可能性があり，降

灰層準の認定には疑問がある」旨の指摘がある。これに
対する原電の⑤層下部テフラの降灰層準を認定した根拠
は以下の通りである。（第 3図）

【根拠 1】　⑤層下部テフラについて，テフラの通常分
析，濃集分析を行った結果，降灰を示すピーク（普通
角閃石）が認められる。

【根拠 2】　⑤層下部テフラの降灰のピークは全てのテフ
ラ分析測線で確認されている。D-1 トレンチ全体に広
がりをもって分布している。

【根拠 3】　⑤層下部テフラ降灰層準は，年代が既知のテ
フラと層位関係が逆転していない。

【根拠 4】　⑤層は成層構造を有する地層であり，⑤層下
部テフラのピークは同一層準（礫混じりシルト質砂中）
に認められる。

【根拠 5】　⑤層下部テフラの降灰のピークより上位に
は，美浜テフラ以外のものが，ごく僅かに降灰してい
る可能性がある。この降灰しているテフラは，海上
ボーリングコアとの対比から美浜テフラの上位に位置
する明神沖テフラ（MIS5e）ⅲであることが確認された。

【根拠 6】全てのテフラ分析測線において，⑤層最下部に
はテフラ起源の鉱物が一切含まれない範囲が認められ
る。すなわち，⑤層最下部は少なくとも美浜テフラが

第 3図　⑤層下部/③層の堆積年代

ⅱ 断層運動に伴い，岩石が粉砕されて出来る細粒な物質で断層
粘土とも呼ばれる。

ⅲ  MIS（Marine Isotope Stage）：海洋酸素同位体ステージのこ
と。氷期と間氷期の周期的な繰り返しに数字をつけて整理し
たもので，新しいものから順に氷期に偶数番号，間氷期に奇
数番号を付与している。
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降灰以前に堆積したことを示している。
これらの根拠のほとんどは原電報告書にすでに示され

ているものであるが，【根拠 5，6】については，原電が
継続的に実施してきた分析，考察により得られた新たな
知見であり，これまでの原電の見解を補強するものであ
る。
（２）　③層の堆積年代
コメントリストには「堆積物の風化の程度から③層の

堆積年代は⑤層と大差はなく，後期更新世の地層である
可能性を否定できない」旨の指摘がある。これに対して
原電は以下の事実関係に基づき③層の堆積年代を中期更
新世以前と判断している。（第 3 図）

【⑤層と③層の関係】
・ ③層には見掛けおおむね水平方向の層理面が認めら

れるのに対して，⑤層下部には見掛け南東方向に傾
斜した層理面が認められることから両者は不整合関
係で接している。

・ ③層最上部には，長期間地表に暴露されたことから
風化が進み土壌化した地層が認められ，⑤層下部は
その一部が削り込まれたところに堆積し，両者は不
整合関係で接している。

・ 2 つの層が不整合関係で接しているということは，
③層が堆積してから⑤層が堆積するまでの間に大き
な環境変化（堆積環境から浸食環境に変化し，さら
にその後再度堆積環境に変化）があり，大きな時間
間隔があったことを示している。

【テフラ分析】
・ ③層には，⑤層下部テフラである美浜テフラ（約

12.7 万年前）が含まれない。
・ ③層のテフラは，海上ボーリングの MIS6（中期更

新世）の地層のテフラに対比される。
【土壌分析】

・ ③層の最上部には土壌化した地層が認められ，当該
箇所の遊離酸化鉄の分析結果から，高位段丘堆積物
相当と判断できる。

【花粉分析】
・ ③層からは花粉は検出されていないが，⑤層下部お

よび②層から温暖な気候を示す花粉が確認された。
以上より，③層の堆積年代は，⑤層との関係やテフラ

分析の結果などに基づき，MIS6 以前（中期更新世以前）
であると判断される。また，③層最上部の土壌化した地
層の遊離酸化鉄の分析結果から，「③層最上部は高位段
丘堆積物相当である」と判断できることは，MIS6 以前

（中期更新世以前）とした評価と矛盾していない。
なお，⑤層下部および②層から比較的温暖な気候を示

す花粉が確認されたことは，⑤層下部を MIS5e，③層
を MIS6 以前とする評価と矛盾していない。
2．K断層の活動性
コメントリストには「D-1トレンチ北西面のK断層は，

一見すると③層上部に覆われているようであるが，断層
変位のせん滅等の可能性も否定できない。」旨の指摘があ
る。これは，K 断層は⑤層が堆積した後に活動したが，
上方，すなわち③層から⑤層に向かって変位がせん滅し
たため⑤層にその痕跡が残らない可能性を否定できない
ことから，K 断層が⑤層下部に確実に覆われているとは
言えないということを意味している。これに対して原電
は以下の通り，調査データ等をもとに「K 断層による変
位・変形は③層上部には及んでいない」ことを示した。

具体的には，D-1 トレンチ北西法面の K 断層周辺の
地層について，改めて詳細な観察と計測を行った。K 断
層による鉛直変位量が上方に向かって減少する傾向があ
るか否かについて定量的・客観的に確認するため，「K
断層による影響を受けたと判断した地層」と「K 断層によ
る影響を受けていないと判断した地層」の走向・傾斜に
ついて計測して比較した。計測は層理面または層相境界
を対象とした。その結果は以下の通り。（第 4図）

・ K 断層から離れた「K 断層による影響を受けていな
いと判断した地層」は，E-W 走向のものが多く，
数°～ 20°未満で南側傾斜である。

・ 一方，K 断層に近接した「K 断層による影響を受け
たと判断した地層」は，当該箇所の K 断層の走向と
同様 NNE-SSW 走向のものが多く，10 数°～ 40°程
度で東側傾斜である。

ⅳ シュミットネット下半球法線投影：地層面のような「面」は東
西南北の向きと水平面からの傾きという 2 つの属性がある。
地球儀の中心を通るように対象とする面を置き，中心点から
伸ばした面の法線を下半球面に投影することにより，その面
の属性を球面上に表すことができる。

第 4図　 変形した③層と非変形の③層の対比 
（シュミットネット下半球法線投影ⅳ）
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・ すなわち，「K 断層による影響を受けたと判断した
地層」は，その周辺の地層の走向・傾斜とは傾向が
異なっている。

・ K 断層による影響範囲（幅）は上方に向かって広がる
傾向が認められる。

・ なお，K 断層が③層上部に変位・変形を与えていな
いことは，D-1 トレンチ南側の原電道路ピット内で
も確認されている。

これらの事実から，明らかに K 断層の近辺の地層は，
K 断層の活動に伴う影響を受け，地層が傾斜する撓曲変
形を受けていると判断される。

また，K 断層の変位・変形量については，鉛直変位量
（ここでは「変位量および変形量を合わせて鉛直面に投影
した量」と定義）として統一的に再整理した。その結果， 
D-1 トレンチ北西法面における K 断層の鉛直変位量は，
約 80㎝～約 90㎝であり，上方に向かって減少する傾向
は認められない。下方では変位が主体，上方では変形が
主体となっている。

なお，上記の調査結果は，逆断層運動を模擬した断層
模型実験 7）に基づく「変位・変形は，上方に向かって断
層沿いのずれ変位主体から撓曲などの連続的変形主体に
変化する傾向が認められる」との知見とも一致している。

以上のことから，「上方に向かって変位がせん滅する
状況」は認められず，K 断層は③層上部の地層（k 層）に
確実に覆われていることが確認できた。

Ⅳ．おわりに

敦賀発電所敷地内破砕帯について，2014 年 6 月時点
における原子力規制委員会有識者会合との間の論点に焦
点をおき，主要なコメントに対する原電の見解について
調査データをもとに解説した。

自然を相手にしているため，調査に係る不確実さは必
ず存在する。それを適切に取り扱うためには，一つの
データで判断するのではなく，様々なデータを収集，分
析，検討し，総合的に判断することが重要である。ま
た，データは客観的な判断に寄与するため数値化，定量
化を図ることも重要である。さらに，これらのデータを
もとに幅広い専門家と議論を行うことで，信頼性は向上
する。

今回の調査においては，まさにこれらを重視して進め
てきた。様々な視点からの膨大なデータが矛盾なく一つ
の結論に導かれ，筆者はこの結論には科学的に高い信頼
性があると考えている。逆に，例えば，「③層が後期更
新世の地層である」というようにデータの解釈を一つ変
えると途端にデータ相互に矛盾が生じ，合理的に説明し
うる仮説の成立が困難になる。

この調査にあたっては，変動地形学，地質学（テフラ
年代分析，構造地質学），岩盤力学など多くの国内外の
専門家のご助言をいただいている。ここに感謝を申し上
げる。
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Ⅰ．協定交渉を振り返って

日米原子力協定は，協定交渉開始以降発効まで 6 年間
近くもかかり，本件交渉のそもそもの出発点ともいうべ
き東海再処理交渉から数えれば 10 年にもなる長い交渉
であった（文末〔付表〕参照）。途中，交渉は紆余曲折，二
転三転し，しばしば両国の最高首脳をまきこんだ難しい
交渉であった。特に，最終段階の米議会の審議では，協
定のゆくえに絶望的になったこともあった。

この協定交渉及び協定を如何に評価すべきか，日米原
子力協力の将来について如何なる教訓が得られるか。以
下に，これまで述べて来た交渉の歴史を振り返っての気
付き点を，順不同に書きとめて置きたい。

⑴　この協定は，結果的に日米双方にとって満足すべ
きものであったと思う。その何よりの証拠に，その後，
日米双方において何人も協定を問題にしたことがなく，
協定は空気の如き存在になっている。これは本協定の下
で，日米原子力協力がスムーズに進んでいるからである。

まず，日本にとって，この協定交渉のねらいは二つ
あった。一つは，英仏からの返還プルトニウムの輸送問
題であり，今一つは，日本の核燃料サイクルを長期的に

日米原子力協定（1988 年）の歴史と今後の課題
 第 3回（最終回） 協定交渉の評価と今後の課題

元原子力委員会委員長代理　遠藤 哲也

長く厳しい交渉および議会審議の末，やっと発効にこぎつけた日米原子力協定だが，その成
功の原因はどの辺にあったのか。一つは，日本が自ら核不拡散体制を遵守したばかりでなく，
世界の核不拡散体制の強化に貢献したことで，そしてそれを米国が認めたことがあげられよ
う。しかし，一番の決め手は日米間の信頼関係でこれによってレーガン大統領が行政府部内の
異論を押え，議会の強硬派の反対を乗り切ったのであった。

その協定も遠からず満期を迎えるがその後どうなるのか。日本としては，原子力政策の中核
である核燃料サイクルのためには，現行協定で認められた包括同意制度を維持することが不可
欠だが，何をすべきか。今回の交渉過程からいかなる教訓を“学ぶか”などについて考えてゆき
たい。

安定した基盤にのせること，つまり核燃料サイクルのプ
ロセスについて一定の枠組みの中であれば米側より事前
に包括同意を得ることであった。この二点とも，日本側
にとっては満足すべき結果を得たといってよいであろ
う。他方，米側にとっても満足すべきものではなかった
かと思われる。核不拡散体制強化のために施行された核
不拡散法（NNPA）による条件を日本側に受け入れさせた
こと，カーター政権の原子力政策によって傷つけられた
日米原子力関係，ひいては日米関係を修復させたことな
どがあげられる。

⑵　波乱万丈の日米交渉であったが，結果的に成功裡
にまとまったが，その背景は何であったか。一つには，
日本の保障措置遵守を含め世界の核不拡散体制に対する
真摯な行動が認められたことによると思われる。それは
日本自身が保障措置を厳格に受け入れてきたばかりでな
く，世界の保障措置体制，不拡散体制の維持，強化に貢
献して来たことが認められたことによると思われる。今
一つは，そしてこれがおそらく最も重要な点と思われる
が，日米間の信頼関係が基礎になっていたと思われる。
1980 年代の米ソ冷戦たけなわの頃，日米間には多くの経
済摩擦が存在したが，安全保障面では日米間の信頼関係
は強固であった。当時の中曽根―レーガンの個人的な関
係は，日米関係をいっそう堅固にしたと言ってもよい。

国家安全保障会議（NSC）はレーガン政権時代に，何
度か省庁間の意見の食い違いの解決のために招集された
由だが，そのうち最も重要だったものの一つは，日米原
子力協定を議会に提出することに対して，ワインバー
ガー国防長官が反対していたが，NSC がこの反対を覆

Historical Analysis of Japan-US Nuclear Cooperation 
Agreement（1988）and Issues toward Future（3）; Assessment 
of Negotiations and Pending Issues：Tetsuya ENDO.

 （2014 年 6 月 17 日 受理）
■前回タイトル
第 2 回   交渉の開始と交渉上の主要な論点 

―協定の実質合意から発効まで―

解説
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したことであった。NSC が大統領の意を体していたこ
とは言うまでもない。レーガン大統領は日本の，なかん
ずく中曽根総理の力強い味方であった。

⑶　日本側がオール・ジャパンの体制で交渉に臨んだ
ことも成功の一因としてあげられよう。

日本側の交渉の主要な参加者，いわゆるアクターは，
政府側では，外務省，通産省，科学技術庁（傘下の動燃
事業団を含む），原子力委員会であった。それぞれの省
庁の交渉に臨む態度には当然のことながら小異は存在し
たものの，いずれも交渉代表であり，かつまとめ役の外
務省をしっかり支持してくれた。交渉団には，一騎当千
の優秀な人を派遣してくれたし，前線の在米日本大使館
には超一流のアタッシェが派遣されていた。

民間側のアクターとしては，電力，原子炉メーカー，
それらの連合体としての電気事業連合会（電事連），原子
力産業会議（原産），電工会等であったが，政府と民間と
の連携は非常に良く二人三脚で交渉にあたった。電力の
役員が政府の交渉団に専門員として出向したり，米議会
の有力議員や議会スタッフを日本へ招聘したり，ハイレ
ベルの電力ミッションの米国への派遣なども民間として
の活動の一例である。また，米国の関係先の電力やメー
カーに対して米議会への働きかけを要請したり，米国コ
ンサルタントを活用して情報収集や説明なども行った。
米国のウラン業界との関係強化のため，新規のウラン購
入契約の締結なども行った。

⑷　米側にあっては，交渉国の代表にリチャード・ケ
ネディ大使という人物を得たことは，実質的に交渉をま
とめ，米議会の荒波を乗り越えた大きな要因のひとつで
あった。ケネディ大使は，原子力問題に造詣が深く，原
子力界はもちろんのこと議会筋にも顔が広く，また関係
各省庁にもにらみのきく，又とない得難い人物であっ
た。国防省や NRC の協定反対を押え込んだのもケネ
ディ大使の手腕によるところが少なくない。しかも，協
定交渉の全過程を通じて一貫して代表を務め（日本側は
三代にわたった），日本側の手の内まで知り尽していた
ので交渉相手としては甚だ手強かったが，総合すればプ
ラスのほうがはるかに多かったと思う。なお，交渉が実
質合意をみてからは，この協定を速やかに議会を通過さ
せ発効成立させることが日米代表団双方にとって共通の
目的となり，日本代表団と米国務省，エネルギー省の関
係者との間には一種の「戦友」のような連帯感が生れたよ
うな感じがした。一緒になって米議会筋に根回しを行っ
たことさえあった。

⑸　次に強調しておきたいのは，米国政治における議
会の力の強さである。この協定が難産であったのも，結
局は議会の力の故であった。ベトナム戦争，ウォーター
ゲート事件後の議会の行政府に対する不信等から，議会
の行政府への監視機能や政策の策定過程への関与が強ま
り，対外政策についても 1970 年代後半頃から活動が活

発になってきたことが指摘できる。米議会には核不拡散
問題について強硬な意見を持つ議員が少なくなく，共和
党にもいないことはないが，伝統的に民主党に多く，し
かも有力な議員も少なくない。多くの議員は原子力問題
に詳しいわけでなく，その態度は有力な不拡散派の議員
の意見に左右されることが多いし，米議会では党議拘束
がかかっておらず，したがって cross voting（法案，決
議案などに対して，党の方針に関わらず票を投ずるこ
と）が行われるのでよけいに事態がややこしくなる。本
協定が議会の審議過程で二転三転したのもこのような事
情による。ただ，本文中で説明したように，アラスカ州
選出のマコウスキー上院議員（共和党）が，プルトニウム
の輸送問題が一応解決した後は，協定に対する態度を
180 度変え賛成にまわったことで，議会の雰囲気に大き
く影響し，協定の帰すう決定に貢献した。

なお，本件協定に関する上下両院のそれぞれの審議に
ついて一言触れると，上院の核不拡散強硬派がイニシア
ティブをとり上院の対応が全体の流れを決めていったと
みられる。つまり主戦場は上院であった。下院にも核不
拡散派議員は結構存在し，活発に反対論を展開したが，
下院は何分にも任期が 2 年であり，この協定のように審
議が長丁場に及ぶと継続して対応することが難しくな
る。いずれにせよ，本協定では下院は上院をフォローし
たという感じがした。

いずれにせよ，この協定の成否は，極言すれば議会の
核不拡散派との闘いであったとさえ言えようか。

⑹　米国では，議会及び行政府とハーバード，MIT な
どの一流大学，外交評議会，ブルキングス研究所 CSIS
などの有力シンクタンクとの関係が非常に強いことが注
目された。大学，シンクタンクと議員スタッフ，行政府
との人の交流は茶飯事であるし，大学やシンクタンクの
提言が政策の企画，立案に大きな影響を与える。日米原
子力協定についてもこの関係が少なからずみられた。

⑺　最後に一点だけ筆者の印象を付け加えると，この
協定の是非に対する米側，特に米政府の判断基準が安全
保障（核不拡散はその一側面である）であったのに対し，
日本側のそれは原子力エネルギー問題であったことであ
る。図式的に言えば，安全保障対エネルギー確保とでも
言うか，関心の方向がずれているように感じられた。

Ⅱ．協定の満期を控えた今後の問題点
（対策）

1．満期後の選択肢
協定の有効期間は 30 年である。協定が発効したのが

1988 年 7 月 17 日であるから，2018 年 7 月 16 日で期限
が一旦終了する。その後どうなるかについては，次の 4
つが考えられる。

① 現行協定第 16 条（自動延長条項）に従い，自動延長
させる。但し，日米はいずれか一方が 6 か月前に文書に
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よって通告することによって，協定を終了させることが
できる。

② 現行協定をそのまま相当期間（例えば 20 年から 30
年位）延長させる条約手続きをとる。これには，日米両
国の議会による承認を必要とする。米国については，原
子力法（1954 年）第 123 条による協定案上程後，90 日議
会日以内に不承認決議が行われないことが要件である。

③ 現行協定を大幅に改定し，新協定を締結する。例
えば，現行協定の包括事前同意制度を個別同意制度に変
える新協定を締結する。この選択肢は上記②と内容を大
きく異にするが，法律的，条約的に手続は同じである。

④ 新協定が結ばれないまま無協定状態になる（現行協
定第 16 条；文末の［参考］参照）。

各選択肢のそれぞれについて問題点は，例えば次のと
おりである。

① については，これは最も平易な方法かもしれない
が，状況次第でいつ協定が終了されるかわからず，日米
の原子力協力関係が不安定な状況に置かれるおそれがあ
る。

② については，これは，日本の核燃料サイクルを安
定した基盤に置くためには適切なオプションと思われ
る。しかし，このためには米側について言えば，行政府
と議会のポジティブな態度が不可欠である。

③ については，現行協定は，日本にとって満足すべ
きものなので，日本から根本的な変更を求める必要はな
いが，日本としても現行協定より有利な点があれば，追
加を主張すべきであろう。他方，米側の主張により再処
理などに対し個別同意権が再び導入されたりすると，大
規模な商用再処理施設の運用は困難となる。

④ については，緊密な原子力協力関係を持つ日米間
で，その枠組みである原子力協力協定がなくなり無協定
状態になることは望ましいことではない。もっとも，仮
に協定が終了しても，現行協定のいくつかの規制は引き
続き残るので，日米間の法的関係が全くなくなってしま
うわけではない。

2．  2018 年以降，如何に包括事前同意制度を 
維持するか

核燃料サイクル路線は，日本の原子力開発の黎明期か
ら原子力政策の中核であった。核燃料サイクルを順調に
進めてゆくには包括事前同意制度は不可欠であった。
従って，現行協定のこの制度を 2018 年以降もぜひとも
維持してゆきたいが，そのためには何が必要かを現行協
定成立の経緯を参考にしつつ考えてゆきたい。
（１）　日米の信頼関係の強化
現行協定は，米国行政府内の一部の反対，議会の核不

拡散強硬派の抵抗にあって，悪戦苦闘の交渉の結果成立
したものだが，その成功の理由はどこにあったのだろう

か。すでに述べたことであるが，取りまとめると，その
一つは，日本が原子力の開発，利用を厳格に平和目的に
限り，その証として保障措置を誠実に実施してきたこ
と，また世界の核不拡散体制の強化に貢献してきたこと
が認められたからであると思われる。今一つは，―この
理由の方がより重要ではなかったかと思われるが―日米
間の信頼関係であったのではないか。交渉の行われた 
1980 年代は，日米間で貿易・経済摩擦が激しく燃え上
がった時期であったが，米ソ冷戦下で安全保障面での日
米関係は極めて良好であった。原子力協定は，日本の目
からはエネルギー協定だが，米国の目からは基本的に安
全保障（核不拡散はこの一面である）であり，当時はこの
点が最も重要であった。レーガン・中曽根関係はこの点
を象徴したものであった。

2018 年以降も核燃料サイクルに包括事前同意制度を
維持していくには，何よりも日米の信頼関係が必要不可
欠である。日米関係においては安全保障の面が引き続い
て大切だが，グローバル化の進む現在では，それに止ま
らず広範な面での信頼関係，協力関係が求められよう。
（２）　日本の原子力政策の説明の重要性
日本の原子力政策の透明化，核燃料サイクルの必要性

についての対外説明，プルトニウム・バランスの維持に
ついて説明を強化することが要点であろう。

日米協定の今後の在り方などについては，協定満期の
2018 年までまだ時間があることもあって，米国の関係
筋で問題になっていないが，日本のプルトニウム・バラ
ンス問題は頻繁に取り上げられている。日米協定とプル
トニウム・バランスの問題はやがて結び付けられる恐れ
がある。

日本は，余剰プルトニウム，すなわち利用目的のない
プルトニウムは持たないとの方針を内外に表明している

（2003 年 8 月原子力委員会決定；文末の［参考］参照）。
しかし高速炉の見通しがはっきりしない現在，当面のプ
ルトニウム利用はプルサーマルが本命となっている。当
初，2010 年頃までに 16 ～ 18 基の軽水炉でプルサーマ
ルを実施する計画であったが，福島事故の影響もあり計
画は順調に進んでいない。

保有するプルトニウムを如何に消費するか。遠からず
技術的には稼働が可能となる六ヶ所村の再処理工場の操
業を如何にするか，プルトニウム・バランスの維持につ
いて，実施可能な計画を提案する必要がある。米国は，
韓国，イラン等，第三国に対して核燃料サイクルに厳し
い態度をとっているので，日本だけをそのままにしてお
くことは，言い訳がたたなくなってきているからである。

なお，プルトニウム・バランス問題に関して，その背
景として日本の原子力政策，とくに核燃料サイクル政策

（高速炉の見通し，第二再処理工場の見通し，使用済燃
料の中間貯蔵などを含む）について，明らかにしてゆく
ことが必要である。
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3．核セキュリティ
米国は，テロリストが核兵器を入手する脅威への措置

強化を最重要課題の一つに位置づけ，各国と協力して
「核セキュリティサミット」や「核テロリズムに対抗する
ためのグローバル・イニシアティブ」など様々なメカニ
ズムを推進してきた。我が国については，従来から，安
全・核セキュリティに関する規制組織の独立性，内部脅
威対策について懸念が示されており，多量の分離プルト
ニウム， MOX 燃料を保有するために，今後さらなる核
セキュリティの強化が求められてくるものと思われる。

規制組織の独立性の重要性については，奇しくも福島
事故により強く認識され，独立規制組織の設立につなが
り脆弱性の改善に貢献することになった。

一方，内部脅威対策については，IAEA INFCIRC225 
Rev5 を取り入れた関連法令改訂により一部改善は見ら
れたものの，特に個人の信頼性確認に関してはいまだに
諸外国に後れを取っている。核セキュリティに関する 
NGO である NTI（Nuclear Threat Initiative）が 2014 年 
1 月に発表した核セキュリティ状況の国別ランキングに
よると，個人の信頼性調査に係る評価項目（Personnel 
Vetting）において，我が国は 25 ヵ国（1kg 以上の高濃縮
ウラン，分離プルトニウム，MOX 新燃料保有国）中ウ
ズベキスタンと並び最下位とされている 2）。

また，我が国は核兵器保有国を除けば世界で唯一，一
連の核燃料サイクル施設保有が認められた国であり，多
量の分離プルトニウム， MOX 燃料を保有している。特
に米国の専門家からは，一層の物理的防護，核セキュリ
ティの強化の必要性が指摘されている。すでに述べたよ
うに米国では我が国の今後のプルトニウム・バランスに
ついての懸念が高まりつつあり，先の見通しのないまま
のプルトニウム蓄積量の増加は核セキュリティ上でも一
層問題になってくる恐れがある。我が国は核セキュリ
ティの面で，目に見える対策を早急に打ち出していく必
要がある。

4．日米原子力協力の推進
米国は使用済燃料のワンススルー方式の政策を進めつ

つも，リサイクルシステム（クローズドサイクル）の技術
の保持，育成を国際協力を活用しながら研究機関におい
て続けてきた。特に，核燃料サイクル関係では，我が国
は「もんじゅ」，「常陽」はじめ燃料関係のホット研究施設
も所有しており，これらを利用して米国との研究協力が
続けられている。

具体的には，「もんじゅ」を用いた高速炉プラントの保
障措置技術に関し米国との共同研究等を進めてきた。今
後「もんじゅ」において，日米仏でマイナーアクチニドの
燃焼の共同研究も計画されている。更には，これまで原
子力産業界間のメーカベースの技術力連携が図られてい
るが，今後福島事故の溶融燃料処埋等の協力も進められ

ていく。溶融燃料処理技術はもとより，保障措置，核セ
キュリティの研究開発の協力も進展が期待できる。

これらにより未来志向の連携をより一層強め，日米の
原子力活動でのパイプを太くして，日米の原子力協力を
推進していくことが重要である。

Ⅲ．米国二国間原子力協定の動向

米国の提供する資機材や核物質を利用しての平和目的
の活動に対する包括事前同意が付与されているのは，米
国が諸外国と結んでいる原子力協定のうち，NPT の非
核兵器国では日本との協定のみである。他方で，アラブ
首長国連邦（UAE）との協定では，核不拡散・核セキュ
リティを重視する立場から，濃縮・再処理の権利の放棄
を盛り込んでおり，米国政府はこの UAE との協定を

「ゴールド・スタンダード」として他国との協定のひな形
としようともくろんでいた。

実際には，各国との固有の事情が絡み，濃縮・再処理
の権利の放棄を 123 協定に盛り込むことは難しい状況が
見られる。サウジアラビアやベトナムとの交渉でもこの
点をめぐって米国と両国との間に見解の相違が存在す
る。また，韓国との関係においてもその点に留意する必
要がある。

原子力大国であり，米国と協力関係の深い韓国が核燃
料サイクル，再処理について日本と同等の制度を導入す
べく，最高首脳レベルまで上げて目下米国と必死の交渉
を行っている。現行の米韓協定が有効期限は 2014 年ま
でであり，自動延長事項がないので，とりあえず 2 年
間単純延長し，2016 年 3 月で満期となる。その間に交
渉を取りまとめることが期待されている。

韓国側は，包括同意を認めるように米国側に要求する
が，米国は核不拡散，核セキュリティの観点から例外が
設けられないとの厳しい態度で終始している。米韓の交
渉の早期妥結が望まれるところであるが，韓国の求める
パイロプロセッシング（乾式再処理）について一種の「妥
協的」な解決策を模索中のようである。

筆者としては，何らかの形で米韓交渉がまとまること
を期待するが，同じような時期に協定の満期を迎える可
能性があるので，米国としては，日韓両国とも北東アジ
アの大事な同盟国であるがゆえにデリケートな立場に置
かれかねない。それだけに，日本としては自らの核燃料
サイクルの存在理由をしっかりと対外発信し，これまで
に指摘したような問題に前向きに対処していくことが必
要である。

Ⅳ．中期的課題としての核燃料サイク
ルに関する多国間管理構想の検討

濃縮，再処理等のバックエンド，高速炉の国際的な
シェアリングなど核燃料サイクルについて地域的（例え
ば東アジア）な多国間管理構想を中期的な視野で検討し
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てゆくには，アジアでの第一番の原子力先進国である日
本がイニシアティブをとることが望ましい。「韓国問題」
を解決する一つの方法かもしれないし，また，国際管理
問題についても議論を進めてゆくこと自体地域の信頼醸
成の観点からも意味がある。

Ⅴ．第 3回の締めくくり

現行の日米原子力協定満期後（2018 年 7 月）も，引き
続いて包括事前同意制度を維持してゆくには，日本とし
て何をすべきか。現行協定の交渉からの教訓などを踏ま
えて次のような施策を提案したい。

⑴日米の信頼関係の強化，⑵日本の原子力政策の透明
化，核燃料サイクルの必要性についての説明，プルトニ
ウム・バランスの維持，⑶核セキュリティの強化，⑷日
米原子力技術協力の推進

［参考］　 2003 年 8月 5日の日本原子力委員会 
の決定

「電気事業者は，プルトニウムの利用者，保有量，及
び利用目的を記載した利用計画を毎年度プルトニウムを
分離する前に公表することとする。利用目的は，利用
量，利用場所，利用開始時期，及び利用に要する時期の
見直しを含むものとする。ただし，透明性を確保する観
点から，進捗に従って順次利用目的の内容をより詳細な
ものとして示すものとする。」

［参考］　現行協定 第 16条
「1　この協定は両当事国政府が，この協定の効力発生

のために必要なそれぞれの国内法上の手続きを完了した
旨を相互に通告する外交上の公文を交換した日の後三十
日目の日に効力を生ずる。この協定は，三十年間効力を
有するものとし，その後は，2 の規定に従って終了する
時まで効力を存続する。

2　いずれの一方の当事国政府も，六箇月前に他方の
当事国政府に対して文書による通告を与えることによ
り，最初の三十年間の期間の終わりに又はその後いつで
もこの協定を終了させることができる。

3　いかなる理由によるこの協定又はその下での協力
の停止又は終了の後においても，第一条，第二条 4，第
三条から第九条まで，第十一条，第十二条及び第十四条
の規定は，適用可能な限り引き続き効力を有する。

4　両当事国政府は，いずれかの一方の当事国政府の
要請に基づき，この協定を改正するかしないか又はこの
協定に代わる新たな協定を締結するかしないかについ
て，相互に協議する。」

－　参 考 資 料　－
1） 本解説の記述は，「日米原子力協定（1988 年）の成立経緯と今

後の問題点（改訂版），平成26年1月，公益財団法人日本国際
問題研究所」をもとに手を加えたものである。

2） Nuclear Threat Initiative, NTI Nuclear Materials Security 
Index, January 2014.

遠藤哲也（えんどう・てつや）
　　本誌，56［8］.p.32（2014）参照 .

著 者 紹 介  
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［付 表］　日米原子力協定交渉 年表

1953 年 12月 Atoms for Peace（アイゼンハワー大統領国連演説）

1954 年 米国原子力法成立

1955 年 11月 日米原子力「研究」協定　調印　（研究協定）

1958 年 6月 日米原子力協定　調印　（一般協定）

1968 年 2月 日米原子力協定（包括的な最初の協定）

1970 年 3月 ＮＰＴ発効

1971 年 東海再処理工場建設開始

1973 年 3月 1968 年日米原子力協定の一部改定

1974 年 5月 インド地下核実験

1974 年 6月 米国原子力委員会，供給能力を超えるとの理由でウラン濃縮長期契約を一時停止

1974 年 8月 米国原子力委員長，濃縮ウランの供給が追いつかないのでプルトニウムを濃縮ウランの代用に
使うことを義務付ける

1976 年 6月 日本がＮＰＴを批准

1976 年 10月 フォード大統領声明

1977 年 3月 フォード・マイターレポート（力ー夕ーの核不拡散政策の理論的な裏付け）

1977 年 4月 力ー夕ー大統領新原子力政策を発表

1977 年 4月～ 8月 日米再処理交渉（東海再処理問題）

1977 年 9月 日米原子力協定第八条（C）に基づく共同決定

1977 年 10月～ 1980 年 2月 国際核燃料サイクル評価（ＩＮＦＣＥ）

1978 年 1月 ロンドン・ガイドライン発足

1978 年 3月 米国新核不拡散法（ＮＮＰＡ）成立

1980 年 9月 日加原子力協定改定

1981 年 5月 鈴木・レーガン首脳会談

　 （「日米両国政府は両国間の原子力関係の諸懸案につき，できる限り早期に恒久的解決をはかる
ための協議を速やかに開始する」との共同声明）

1981 年 6月 イスラエルによるイラクのオシラク原子力施設爆撃

1981 年 7月 レーガン大統領新核不拡散政策発表

1981 年 10月 新日米共同決定調印及び共同声明発表

1982 年 6月 米国対外原子力協力方針決定（日本とユーラトムに対し包括事前同意を詰める方針）

1982 年 6月 中川一郎科技庁長官日米原子力協定交渉開始について合意

1982 年 8月 日豪原子力協定（包括同意方式）

1982 年 8月～ 1984 年 9月 日米原子力協定交渉フェーズⅠ　10回（日本側は行政取極での解決を求める）

1983 年 4月 日加実施取極により包括事前同意方式導入に合意（協定に追加）

1984 年 11月 輸送船「晴新丸」が粉末プルトニウムを積んでシェルブール－パナマ－東京港に到着

1985 年 5月～ 1987 年 1月 日米原子力協定交渉フェーズⅡ　5回（新協定をまとめる交渉）

1987 年 1月 日米原子力協定実質合意・仮調印

1987 年 2月 核物質防護条約発効（日本は 1988 年 11月加入）

1987 年 11月 日米原子力協定正式調印

1988 年 7月 17日 日米原子力協定発効

1988 年 10月 プルトニウム海上輸送のガイドラインが作られ，協定付属書五に追加

1992 年 4月 ロンドン・ガイドラインパート２（汎用品が対象）合意

1993 年 1月 輸送船「あかつき丸」（護衛船「しきしま」）が粉末プルトニウムを積んでシェルブール－南太平洋－
東海港へ到着

六ヶ所再処理工場建設着工

1999 年 東電，関電によるＭＯＸ燃料の海上輸送開始

2001 年 使用済燃料の再処理のための第三国移転終了
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Ⅰ．はじめに

2013 年 7 月に施行された「研究開発段階発電用原子炉
及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する
規則」（以下，研究開発段階発電用原子炉基準と呼ぶ）2）

は，高速増殖原型炉「もんじゅ」への適用を念頭に，「実
用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備
の基準に関する規則」（以下，実用発電用軽水炉基準と呼
ぶ）をベースとして，旧原子力安全委員会が定めた「高速
増殖炉の安全性の評価の考え方」3）の要求事項を加える
等により策定されたものである。その策定の過程におい
ては，実用発電用軽水炉基準の場合と同様，パブリック
コメントが実施されているものの，「高速増殖炉固有の
安全性に関する事項については，別途，中長期的に検討
を進める」とされ，施行段階においては，「今後，安全審
査を行うまでに，パブリックコメントによる意見も含め
改めて検討し基準を見直すこととし，今回は修正を行わ
ない。」とされている 4, 5）。このように，「もんじゅ」を対
象とした新基準は，今後，検討・見直しが必要な状況で
あることから，日本原子力学会新型炉部会では，より適
切な基準の検討・見直しに資するため，「研究開発段階
発電用原子炉安全設計方針検討会」を設置し，「もんじゅ」
への適用を念頭に研究開発段階発電用原子炉に対する安
全設計と基準の考え方を整理することとした。

実用発電用軽水炉基準では，東京電力福島第一原子力

研究開発段階発電用原子炉に対する
規制基準に関する論点
　もんじゅの安全確保のための考え方の提案

日本原子力学会 新型炉部会
研究開発段階発電用原子炉安全設計方針検討会

高速増殖原型炉「もんじゅ」に適用される新しい規制基準については，今後安全審査を行うま
でに見直すこととされている。日本原子力学会新型炉部会では，今後の見直し検討に資するこ
とを期待して本検討会を設置して検討を重ね，現行規則を分析して論点を整理するとともに，
論点に対する考え方をまとめた 1）。この中で，ナトリウム冷却高速炉の特徴を踏まえた重大事
故対策の考え方及び現行規則とその解釈の見直し案を示した。本稿では，ナトリウム冷却高速
炉の安全設計上の特徴を軽水炉と比較して示すとともに，本検討会での検討結果を解説する。

発電所事故の教訓を踏まえて，共通要因故障をもたらす
自然現象等に係る想定の大幅な引き上げとそれに対する
防護対策の強化や，深層防護を徹底して設計基準を超え
るシビアアクシデント（以下，重大事故）対策を求めてい
る点などが大きな特徴となっている 6）。研究開発段階発
電用原子炉基準を実効的かつ合理的なものとして具体化
していくためには，ナトリウム冷却高速炉（SFR）である

「もんじゅ」が有する，実用発電用軽水炉と異なる設計上
の特徴を十分考慮する必要がある。

本検討会では，現状の研究開発段階発電用原子炉基準
について，パブリックコメントへの対応状況も含めて分
析を行い，今後，具体化を進めるにあたっての論点を，
第 1表に示すように整理するとともに，論点に対する
考え方を示した。この中で，SFR の特徴を踏まえた重
大事故対策の考え方及び現行規則とその解釈の見直し案
を示した。

The Point at Issue about the Regulatory Standards for 
Prototype Nuclear Power Plants：Working group on safety 
design guideline for prototype nuclear power plants.
　（2014 年 6 月 25 日 受理）

解説

第1表　本検討会における論点の整理結果
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ⅰ ナトリウム-コンクリート反応は，両者の化学反応であるのに
対し，燃料デブリ-コンクリート相互作用は，前者の崩壊熱に
よる後者の熱分解である。

Ⅱ．ナトリウム冷却高速炉の安全設計
上の特徴

1．原子炉施設の特徴
第 2表に SFR の設計上の特徴を軽水炉と比較して示

す。SFR の炉心は，核分裂によって発生する中性子の
減速を必要としない高速中性子による核分裂反応を主体
とした増殖可能な炉心であって，出力密度及び燃焼度が
高い。炉心の余剰反応度及び燃焼に伴う反応度変化は小
さいが，ナトリウムボイド反応度が炉心中心領域で正と
なりうることに配慮した設計が必要である。原子炉冷却
材として使用されるナトリウムは沸点が高く，そのため
低圧で沸点までの温度余裕が大きい冷却系の設計が可能
であり，熱伝達特性が優れているが，ナトリウムが化学
的に活性であるためナトリウム火災対策が必要である。
蒸気発生器伝熱管破損時のナトリウム-水反応が原子炉
冷却系に影響を及ぼさないように，原子炉冷却系と蒸気
系の間にナトリウムを冷却材とする中間冷却系を有して
いる。また，ナトリウム液面上には不活性化等を考慮し
たカバーガス系を有している。原子炉冷却系を構成する
機器は高温ナトリウム下で使用されることから，これら
の設計にあたっては耐震性とともに構造材料のクリープ
特性に対する考慮が必要である。また，炉心構成要素
は，高速中性子環境にさらされるため，耐照射性を考慮
した設計が必要である。
2．重大事故に関する特徴
新しい規制基準では，新たに重大事故対策に対する基

準が追加されており，それらの具体化が重要となってい
る。このため，ここでは SFR の重大事故に関する特徴
について解説する。
（１）　炉心反応度特性に関する特徴
軽水炉は，冷却材の沸騰や喪失による反応度フィード

バックは負であり，原子炉停止系不作動時の過渡挙動は
比較的緩慢である。このため，炉停止失敗事象に対して
は，代替制御棒挿入等の炉停止手段を確保することで対
応している。

SFR は，負のドップラー反応度を主体とした固有の

反応度抑制効果を有しているものの，第 2 表に示す炉心
の特性から，冷却材が炉心中心領域で沸騰した場合，正
のボイド反応度が投入されるため，原子炉停止系不作動
時には短時間で炉心損傷に至りうる。このため，急速炉
停止機能の強化が重要である。原子炉停止失敗から炉心
損傷した場合，冷却材沸騰や溶融した燃料の集中化によ
る反応度投入が着目対象となるが，これまでの「もん
じゅ」に対する安全審査における評価では，保守的に即
発臨界によるエネルギー発生を評価した上で，損傷炉心
の原子炉容器内での保持・冷却が可能との結果を示して
いる。7）

（２）　原子炉冷却系に関する特徴
高圧系である軽水炉では，冷却材喪失事故が代表的な

設計基準事故となっており，原子炉冷却材バウンダリー
破損時の減圧沸騰による冷却材喪失，除熱異常に対処す
るための減圧・注水・熱除去設備を備えている。原子炉
格納容器内に流出し，蒸発した冷却材を凝縮・冷却する
ための原子炉格納容器スプレイ系等を備えており，基本
的に原子炉格納容器内で冷却材を保持し，炉心を注水冷
却するシステムとなっている。重大事故時には，ジルコ
ニウム-水反応等によって発生する水素の蓄積と燃焼，
溶融燃料と水の接触に伴う水蒸気爆発，燃料デブリとコ
ンクリートの相互作用等が問題となるため，これらの発
生を防止あるいは影響を緩和するための対策が必要と
なっている。

低圧系である SFR では，原子炉冷却材バウンダリー
破損に対しても冷却材の相変化がなく，原子炉容器を覆
うガードベッセル等の静的機器で冷却材の液位確保が可
能である。除熱異常時にも減圧・冷却材注入は不要であ
り，炉心を冷却材で覆い，冷却材をヒートシンクとの間
で循環させることで炉心冷却が可能である。また，原子
炉停止後の主要な冷却設備となる崩壊熱除去系（「もん
じゅ」の補助冷却設備に該当）は，大気をヒートシンクと
し，動力源を必要としない自然循環による運転ができる
ように設計される。一方，原子炉冷却材バウンダリー外
へナトリウムや溶融燃料が放出される原子炉格納容器内
事象を想定すると，ナトリウム燃焼やナトリウム-コン
クリート反応，燃料デブリ-コンクリート相互作用ⅰが
発生する。これらを防止する観点から，原子炉容器の溶
融貫通を防止して原子炉容器内で事象終息させることが
重要である。

Ⅲ．論点に対する考え方

1．発電用原子炉に共通する考え方
（１）　研究開発段階炉であることについて
研究開発段階炉であっても安全性に関する基本的要件

第 2表　SFR と軽水炉の特徴比較

649



解説（研究開発段階発電用原子炉安全設計方針検討会）

（ 36 ） 日本原子力学会誌，Vol.56，No.10（2014）

は実用炉と同じである。「もんじゅ」のこれまでの安全審
査では，運転経験の僅少さから「技術的には起こるとは
考えられない事象」として設計基準外事象の評価が行わ
れている 7）。これは新規制基準における重大事故関連基
準の考え方を先取りして，研究開発段階炉に対して特段
の配慮を求めたものと考えることができる。研究開発段
階発電用原子炉基準においては，実用発電用軽水炉基準
と同様に，重大事故対策が要件として加えられたことか
ら，研究開発段階炉であることを理由に，これらに付加
的な要件を加える合理性はなく，要件に対する適合性に
ついて，専門家の意見を考慮して十分検討することが妥
当である。

実用軽水炉と同様に，確率論的リスク評価の結果を参
照して重大事故シーケンス，格納容器破損モードを同定
して対策を検討する必要がある。その検討にあたっては

「もんじゅ」の SFR としての特徴を考慮して対象とする
事象と対策の有効性を十分吟味する必要がある。これら
の評価によって重大事故の防止と影響緩和が的確になさ
れるとともに，十分なリスク抑制がなされていることを
確認する必要がある。
（２）　重大事故対策に着目した深層防護の考え方
深層防護は，目的を達成するための概念であり，全体

として有効な防護となっていることが重要である。その
有効性はリスクによって判断する。

深層防護の考え方は IAEA のものに準拠し 7），設計基
準を超えた事象に対する炉心損傷の発生防止と影響の緩
和に相当する第 4 層に配置する対策としては，設備対策
と事故管理方策のハードとソフトを適切に組み合わせ
て，最も信頼性が高いものを指向すべきである。特に，
既設炉においては，現有設備も有効に活用して，リスク
低減の観点から合理的な方策を見出すことが重要であ
る。

それぞれの事故シーケンスに対して発生可能性や影
響，対策の有効性等との関連において現実的で有効な防
護対策を講ずることができれば，必ずしも全てのシーケ
ンスで炉心損傷状態を想定した対策を実施する必要はな
い。また，全てのシーケンスに画一的に炉心損傷状態を
想定した対策を用意することは，全体としての有効な防
護を達成する観点から必ずしも適切ではない。
2．SFRの特徴を踏まえた重大事故対策の考え方
（１）　SFRの炉心損傷事故の特徴
第 1図に SFR の代表的な炉心損傷に至りうる事象の

分類を示す。この分類における炉停止失敗系事象と除熱
失敗系事象の特徴を第 2図に示す。炉停止失敗系事象
では，出力が上昇して短時間で炉心損傷に至る恐れがあ
るため，炉心損傷の防止と損傷後の炉心の保持冷却対策
を十分講じる必要がある。

また，除熱失敗系事象では，事象進展は緩慢で時間的
余裕が大きい。そのため，この時間的余裕を活用して多

種・多様な対策を講じて炉心損傷を防止することが重要
である。また，冷却材沸騰に至るまでの温度余裕が大き
いので，炉心から冷却材が失われる事象は極めて発生し
にくい。一方で，液位が失われる場合には炉心溶融は不
可避となるが，ガードベッセル等の受動的（静的）対策に
より炉心を覆うナトリウム液位を確保してナトリウムを
循環させることで除熱できる。
（２）　SFRの炉心損傷事故の防止対策
原子炉の緊急停止：運転時の異常な過渡変化時に緊急

炉停止に失敗すると短時間で炉心損傷に至りうるため，
重大事故に至るおそれがある事故の対策として代替の緊
急炉停止機能が必要となる。

原子炉液位確保：原子炉冷却材漏えいに対して原子炉
液位を確保するため，1 次冷却系配管を高所引き回しと
するとともにガードベッセルを備える。1 次冷却系の 2
か所からの漏えい等で循環に必要な液位が失われる可能
性があるが，炉心が露出するわけではなく，流出を抑制
するため，サイフォンブレークⅱ等の方策をとりうる。
そのような対策を具体化して，有効性を十分評価する必
要がある。

除熱確保：補助冷却設備の強制循環に失敗した場合で
も自然循環で除熱可能である。また，強制循環機能を含
む補助冷却設備の機能喪失要因を同定し，機能喪失を回

第 1図　炉心損傷事象の分類

第 2図　炉停止失敗系事象と除熱失敗系事象の特徴

ⅱ 配管の低所部での漏えいが生じた場合に，サイフォンの原理
によって冷却材がくみ出されるのを防止するために，配管高
所部にガスを流入させてナトリウムの流れを途絶させる操作。
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避するか，または機能回復させるための方策（バルブ切
り替え手動操作，ダンパ手動操作等）をとりうる。
（３）　SFRの原子炉格納容器破損要因と防止対策
原子炉格納容器破損要因としては，ナトリウム噴出燃

焼，ナトリウム-コンクリート反応及びデブリ-コンク
リート相互作用による水素発生と蓄積・燃焼，漏えいし
た高温ナトリウムの燃焼，燃料デブリ発熱による過熱，
燃料デブリによる基礎コンクリート浸食貫通等の事象に
よる影響が考えられる。これらが発生しうる事故シーケ
ンスにおいて事象発生防止方策と事象発生時の影響緩和
方策を組み合わせて対策する。ここで，前述のこれまで
の「もんじゅ」に対する安全審査における評価結果によれ
ば，炉停止失敗系事象では，炉心が損傷したとしても原
子炉容器内での事象終息が可能であり，これによって格
納容器への負荷を軽減できる。また，除熱失敗系事象で
は，炉心損傷までの時間的余裕があることから，その余
裕を活用して，炉心損傷防止のための手段とは独立した
手段によって，原子炉容器内で炉心をナトリウムから露
出させることなく保持・冷却することが望ましい。
3．  SFR の重大事故等対処施設に関する基準の
見直し案

SFR の重大事故等対処施設としては，「もんじゅ」の
設備を念頭におくものの，具体的な対策は申請者の判断
に依存するため，より一般化した構成としておき，申請
者側の提案に応じて具体化していく運用とするべきと考
え，研究開発段階発電用原子炉基準とその解釈の見直し
案を検討した。
第 3表に示すとおり，原子炉停止，炉心冷却及び格

納に関する第 44 条～第 52 条は，軽水炉の設備構成を念

第 3表　重大事故等対策設備に関する条文の構成案

頭においた記述となっているため，その趣旨と SFR の
特徴を踏まえて，「発電用原子炉を緊急停止するための
設備」，「発電用原子炉を冷却するための設備」，「原子炉
格納容器の損傷を防止するための設備」に集約した。ま
た，「第 56 条：原子炉停止系統失敗時に炉心の著しい損
傷及び格納容器破損を防止するための設備」は，研究開
発段階炉であることを考慮して，結果が厳しくなると予
想される炉心損傷事象に対して，格納機能を確保するこ
とを求めていると解釈されるが，全般的に SFR の特徴
に応じた基準とその解釈に見直すことにより不要とでき
ると考えた。その趣旨は「第 37 条：重大事故等の防止
等」に含める。

Ⅳ．おわりに

本年 4 月に閣議決定されたエネルギー基本計画では，
核燃料サイクル政策については，中長期的な対応の柔軟
性を持たせるとしている。また，プルサーマルの推進等
によりプルトニウムの適切な管理と利用を行うととも
に，米国やフランス等と国際協力を進めつつ，高速炉等
の研究開発に取り組むこととされており，「もんじゅ」に
ついては高速炉の研究開発の中核としての活用が期待さ
れる。このため「もんじゅ」に適用される新しい安全規制
基準の見直し・具体化にあたって，本検討会の検討結果
が役立てられれば幸いである。

（執筆担当：日本原子力発電（株）・久保重信）
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Ⅰ．はじめに

先の解説のシミュレーション結果により，途上国にお
いて，長期的には先進国同等あるいはそれ以上の低炭素
化と多元化が必要となることが示された 1）。その実現す
べき対策と地域を検討する。

長期のエネルギー構成の中で，再生可能エネルギーと
ともに原子力も重要な役割を果たすことは，シミュレー
ションにより明らかである 1）。しかし，福島第一原発事
故を受け，原子力エネルギーに対する懐疑論があるのも
事実である。また，今後のエネルギー需要の伸びを考え
れば化石燃料が必要であるので，地球温暖化を防止する
うえで炭素回収隔離（CCS）もまた必須の技術となる。こ
れもまた隔離技術の信頼性と隔離ポテンシャルに疑問が
呈されている。そこで，本解説では，原子力フェーズア
ウトと CCS なしの世界を考えたパラメータサーベイを
実施し，電源構成，CO2 排出量，システムコストなどを
Z650 排出制約シナリオと比較する 2）。

地球温暖化防止のための長期エネルギービジョン
第2回 途上国の課題と原子力・炭素回収隔離の役割

キヤノングローバル戦略研究所　氏田 博士，段 烽 軍，湯原 哲夫

途上国，特に中国，インドとアセアン諸国において，エネルギー構成の低炭素化と多元化プ
ロセスが先進国より数十年遅れるが，人口と経済の成長に伴いエネルギー消費が大幅に増加す
るため，長期的には省エネだけでなく化石燃料への炭素回収隔離（CCS）や発電技術の燃料転換
など，先進国同等あるいはそれ以上の低炭素化と多元化が必要となることが分かる。

長期のエネルギー構成の中で，再生可能エネルギーとともに原子力も重要な役割を果たすこ
とを明らかにした。しかし，福島第一原発事故を受け，原子力エネルギーに対する懐疑論があ
るのも事実である。また，今後のエネルギー需要の伸びを考えれば化石燃料が必要であるの
で，地球温暖化を防止するうえで CCS もまた必須の技術となることも示した。これもまた隔離
技術の信頼性と隔離ポテンシャルに疑問が呈されている。そこで，原子力フェーズアウトと
CCS なしの世界を考えたパラメータサーベイを実施し，いずれがなくなってもエネルギーシス
テムコストは 4 割増加することが分かった。

Ⅱ．先進国と途上国で必要なエネルギー
起源CO2 削減

グローバルで衡平性を持つ CO2 排出経路の実現方策，
すなわち現在のエネルギーと環境の政策を継続する
BAU から地球温暖化を抑制できる Z650 を実現するた
めには，どこでどのようにエネルギー起源の CO2 排出
を削減しなければならないかを検討する。シナリオ解析
の結果をまず地域別で見ると，第 1図に示すように，
これから経済が大きく成長していく途上国における貢献
が期待されている。特に中国，インドとアセアン諸国に
おける削減量が，2050 年にそれぞれ削減総量の 31%，
13%，8% と半分以上を占める。すなわち，エネルギー
消費が大幅に増加していく国の低炭素化が，温暖化抑制
のカギを握っている。先進国では，米国の削減量が一番
多く，2050 年に削減総量の 14% を占める一方，日本に
おける削減量は 2050 年まで削減総量の 1% 台で推移し
ている。これは，先進国間においても，人口推移と経済
成長によるエネルギー消費の伸び率やエネルギー構成と
エネルギー効率の相違などにより削減ポテンシャルが異
なることを示している。

また，先の解説の第6図の技術別の削減量から見ると1），
省エネ効果の割合が一貫して大きく，2030 年と 2050 年
においてそれぞれ削減総量の 42% と 32% を占める。
CCS は，2030 年以後に大きく貢献し，2050 年に削減総
量の 27% を超え，省エネに続いて貢献度が二番目とな

Examination of a Globally Sharable Mid- to Long-Term 
Vision for a New Climate Regime（2）；Developing Country 
Problems and Nuclear Role：Hiroshi UJITA, Fengjun DUAN, 
Tetsuo YUHARA.
　（2014 年 7 月 4 日受理）
■前回タイトル
第 1 回 長期ビジョンに基づくエネルギーシステム構成

解説シリーズ
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る。次に重要なのは発電技術の燃料転換であり，2030
年と 2050 年においてそれぞれ削減総量の 25% と 27%
を占める。再生可能エネルギーの役割が中心であるが，
後半になると，原子力の貢献度も高くなる。運輸部門と
産業民生部門における燃料転換による削減は，資源と技
術の制約があるため，貢献度が低い。

以上まとめると，2050 年までにおいては，Z650 を実
現するために，途上国の火力発電所効率向上，また産業
の高効率化や運輸の燃費向上などの省エネの推進が最も
重要であるが，世界全体で，特にエネルギー需要の伸び
が著しい途上国を中心に，再生可能エネルギーと原子力
の大規模利用と同時に CCS の展開も必要である。

Ⅲ．原子力フェーズアウト及びCCSなし
のケースの代替技術

2020 年から原子力プラントの新設なしで 50 年寿命と
する原子力フェーズアウト NPO と，火力プラントへの
CCS 設置をなくす NoCCS のケースを，Z650 と比較す
る。

1．2050 年の姿
第 2図に 2050 年の電源構成を，NPO 及び NoCCS に

ついて示す。いずれのケースでも，再生可能エネルギー
が大幅導入される。

原子力フェーズアウトとなればその電力量は大幅に減
少するが，2050 年において，先進国では既設炉の寄与
が若干残るのに対し，途上国ではほぼなくなる。原子力
の代替は，先進国では再生可能エネルギーの中でもバイ
オマスと太陽光の伸びが大きい。途上国においては，火
力と再生可能エネルギーがほぼ同程度であり，その中で
太陽光発電の伸びが大きい。

CCS の設置をなくした場合，火力発電の寄与は大幅
に低下する。その代替は先進国では，主に原子力，バイ
オマス，太陽光によって行われる。それに対し途上国で
は，原子力と太陽光によって代替されている。

内訳の分析により，下記のことが分かる。
⑴ 　太陽光は他技術に比べ割高であり，Z650 の CO2

制約の条件でさえもほとんど利用されないが，
NPO や NoCCS といった厳しい条件に対しては伸
び代が最も大きい

⑵ 　特に途上国においては，原子力，風力，バイオマ
スとも Z650 条件の時点でほぼ導入量の上限に達し
ており，太陽光が唯一の選択肢となる。

⑶ 　先進国は原子力やバイオマスにやや余裕があるた
め，比較的バランスよく代替が行われ，コストへの
影響は小さい。

第 3図に部門別の CO2 排出量を示す。発電部門は，
Z650 の排出制約のために低炭素化が実現していたが，
この 2 つの脱炭素化技術をなくすケースでは逆に CO2

排出が増加する。定置（産業と民生の熱利用）はもともと
低炭素化が進んでいないが，NPO では産業 CCS の利用
促進により，ネット排出は 5％減少する。運輸では 2
ケースとも，電気自動車，燃料電池車の普及，バイオ燃
料により，低炭素化が促進され約 2 割減少する。
第 4図に示すように，標準（Z650）に比べて，NPO，

NoCCS のエネルギーコストは，1,000B$ ～ 100 兆円（総
額より 1 割増加）の増加となっており，主に転換部門（再
生可能エネルギー導入の影響など）と車両が寄与してい
る。なお，NPO や NoCCS のコストへの影響は途上国
の方がやや大きい。

2．2100 年の姿
第 5 図に 2100 年までの電源構成を示す。NPO や

NoCCS では燃料電池（FC）の寄与が有意に増加する。原
子力ではウラン資源量の制約，火力では CCS の貯留ポ
テンシャルの限界，また再生可能エネルギーでは出力変
動対策による上限，のためである。

NPO では，2050 年頃までは主に CCS 付きの天然ガ
ス火力で代替するが，2080 年以降は火力の寄与が急減
し，燃料電池（FC）の大規模導入が進展する。

2100 年においては，発電と運輸はほぼゼロエミッ
ションを達成し，定置（＝産業，民生の熱源）が主要な排
出源となる。定置における主要な CO2 排出削減策は，
産業 CCS（25% 上限），バイオ燃料（標準の時点でほぼ上
限），水素直接燃焼，水素燃料電池（FC）の 4 つである。
第 6 図に示すように，標準（Z650）と比べた NPO，

NoCCS のエネルギーコストの増加分は，2050 年の
1,000B$，～ 100 兆円（総額より 1 割増加）に比べ，10 倍
の 10,000B$，～ 1,000 兆円（4 割増加）である。特に転換
部門の影響が大きい（水素関連設備，太陽光など）。

Ⅳ .　考 察

1．エネルギービジョン
Z650 は 2030 年までの CO2 制約がやや緩やかなシナ

リオではあるが，それでもその実現に当たっては，原子
力と CCS の大規模導入を想定している。これらのいず
れかが停滞した場合，解がなくなることはないが，太陽
光など寄与が増加することで，経済性は明らかに悪くな
る。特に CCS をなくした場合の影響が大きい。また，
技術的対策の余地は僅少となり有効な技術の不確定性は
増大する。例えば，コスト評価では将来的に太陽光のコ
ストが着実に低減していくことを想定しているが，これ
が停滞するとコスト負担はさらに大きくなる。

2．原子力ビジョン
国際エネルギー機関（IEA）は，中国，インド，ロシア

などが将来エネルギー需要の伸びが大きく，各種エネル
ギープライスは上昇する。福島原発事故では死者はなく
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事故としては大きくないが，社会的影響は大きい。ドイ
ツなど一部で止める動きはあるが，エネルギーセキュリ
ティ上必要であり，途上国の原子力開発の支援は重要で
あると述べている 3）。また世界原子力協会（WNA）は，
エネルギー政策は，地球温暖化と政治的・経済的判断と
セキュリティの問題とのバランスで決まるが，地球温暖
化を考えると，原子力を代替するエネルギーは少なく，
原子力なしはコスト高。特に，米国とインドは原子力が
必要。結局は，エネルギーミックスとして，再生可能と原
子力の開発が並行して行われるだろうと述べている 4）。
どちらも我々の予測や考察と同趣旨である。

原子力が今後どうあるべきかは，それぞれの国家が判

断すべきことではあるが，少なくとも福島原発事故を起
こした当事国としての日本がどうするかは，明確に説明
すべきであろう，特に原子力発電を止める場合はなぜ止
めるのかをはっきりと宣言しなければならないと考え
る。もしどこかで事故が起これば世界的なフェーズアウ
トになるのは必然であり，統一的で合理的な安全基準

（体制・規制・設計・運用）を世界的に作っていくべきで
ある。国際原子力機関（IAEA）主導で様々な議論がされ
ているが，その中で日本はこの事故の分析と検証を精力
的に実施し，安全問題に対するリーダーシップを取るべ
きではないか。

原子力は，持続的発展のために，また将来の世代が豊

第 1図　地域別エネルギー起源 CO2 排出削減量（2050 年）

第 4図　 標準（Z650），原子力フェーズアウト（NPO），CCS なし
（NoCCS）のエネルギーコスト（2050 年）

第 5図　 標準（Z650），原子力フェーズアウト（NPO），CCS なし
（NoCCS）の電源構成（2100 年）

第 6図　 標準（Z650），原子力フェーズアウト（NPO），CCS なし
（NoCCS）のエネルギーコスト（2100 年）

第 2図　 標準（Z650），原子力フェーズアウト（NPO），CCS なし
（NoCCS）の電源構成（2050 年）

第 3図　 標準（Z650），原子力フェーズアウト（NPO），CCS なし
（NoCCS）の部門毎 CO2 排出（2050 年）
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かな生活を楽しめるために，なくてはならないものであ
る。原子力は，エネルギーポテンシャルが大きい分，ポ
テンシャルハザードも大きい。この影響の大きさを十分
に抑え込み，そしてそのポテンシャルを有効活用するの
が，我々技術者の使命であると考える。今回の事故のよ
うに大地震と巨大津波の連成のような事態も想定し，そ
の問題点を世界の専門家で十分に分析し，安全思想を再
構築すべきである。

Ⅴ .　ま と め

途上国，特に中国，インドとアセアン諸国において，
エネルギー構成の低炭素化と多元化プロセスが先進国よ
り数十年遅れるが，人口と経済の成長に伴いエネルギー
消費が大幅に増加するため，長期的には省エネだけでな
く化石燃料への炭素回収隔離（CCS）や発電技術の燃料転
換など，先進国同等あるいはそれ以上の低炭素化と多元
化が必要となることが分かる。

エネルギーシステムコスト最適化のシミュレーション
結果によれば，BAU から Z650 まで CO2 排出量を削減
するためには，省エネルギー，それと発電における再生
可能と原子力，それから化石に対する炭素の回収隔離，
この 4 つの技術が重要になる。さらに，原子力フェーズ
アウトと CCS なしの世界を考えたパラメータサーベイ
を実施し，いずれがなくなってもシステムコストは 4 割
増加する。CO2 排出量を削減するためには，全ての技術
を総動員する必要があり，そのうちの一つに原子力があ
るという位置付けである。

原子力システムはもともと安全性を十分に考慮したシ
ステムであり，また今は安全思想の再構築について
IAEA を中心に各国で考えられて安全性向上が図られつ
つある。それに加え，安全性向上，利便性向上など新た

な原子炉概念，また核変換技術などの革新的な研究開発
が進められている。これももちろんさらなる安全性向上
に寄与してゆくものと考えられる。地球温暖化とエネル
ギーセキュリティを考えれば，やはり原子力は必須なエ
ネルギー源である。CO2 削減するということは，2100
年，2200 年，2300 年と将来の世代のためにあるわけで，
そのためには省エネルギー，原子力，再生可能エネル
ギー，化石エネルギーの炭素回収隔離，全ての技術開発
を今から同時に精力的に進めなければならない。
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Ⅰ．はじめに

本連載講座第 2 回では , 放射性廃棄物の主な発生箇所
として原子力発電所と再処理工場（六ヶ所および東海再
処理工場，ならびに英仏の再処理工場）を取り上げ，低
レベル放射性廃棄物と高レベル放射性廃棄物の発生と具
体的な管理状況について解説する。

一般に，「放射性廃棄物管理」という用語は，国際会議
名などによく見られる“Waste Management”の意味で
用いられることが多く，放射性廃棄物の発生から処分ま
でが含まれる。本稿でいう「管理」とは，本連載講座第 1
回 1）で概説した「処分前管理」（以下，「管理」という）に相
当する。放射性廃棄物の管理段階では本連載講座第 1 回
1）で概説されているように，貯蔵や輸送段階での放射性
廃棄物の取り扱いを容易にし，かつ作業者および公衆の
被ばくを最小化することを目的とした減容，固化，表面
除染処理など，処分に至るまでの各段階で適切な管理が
行われる，または計画されている。そのうち，廃棄物の
減容や固化などの処理の詳細については，本連載講座第
4 回に預け，本稿では，放射性廃棄物の主要な発生箇
所，ならびに，それらの貯蔵施設における管理状況，輸
送の際の検査などの状況を中心に述べる。また ,「核原
料物質，核燃料物質および原子炉の規制に関する法律」

（以下，「炉規法」という），「放射性同位元素等による放
射線障害の防止に関する法律」（以下，「障防法」という）
ほかに基づく施設などから発生する放射性廃棄物の管理
についても簡単に触れる。

Ⅰ．

放射性廃棄物概論
施設の運転および廃止措置により
発生する放射性廃棄物の対策

第2回　放射性廃棄物の管理

日本原子力研究開発機構　秋山 和樹，他

Ⅱ．原子力発電所で発生する放射性廃棄物

原子力発電所の運転に伴って，核分裂生成物や原子炉
内で中性子の照射により放射化された腐食生成物による
放射能を含む廃棄物（以下，「放射性廃棄物」という）が発
生し，それらには，気体状のもの，液体状のもの，紙・
布・金属などの固体状のものがある。それらの放射性廃
棄物は，気体・液体・固体の性状に応じて処理される

（第 1図 2））。

1．気体状の放射性廃棄物
実用発電用の沸騰水型および加圧水型原子力発電所

（以下，それぞれ「BWR」，「PWR」という）の運転に伴っ
て発生する気体状の放射性廃棄物（以下，気体廃棄物と
いう）の主な発生源は次のとおりである。

・復水器空気抽出器排ガス（BWR）
・ 体積制御タンクのパージガスおよびベントガス
（PWR）

・各建屋の換気空調系からの排気
気体廃棄物は，活性炭式希ガスホールドアップ装置や

減衰タンクにより含まれる放射性物質を減衰させ，フィ
ルタで放射性物質をできるだけ取り除いた後，放射性物
質の濃度が安全であることを監視しながら大気中に放出
している。

排気筒から大気中に放出される気体廃棄物中の希ガス
の放射能濃度は，排気筒モニタにより連続的に測定し，
あらかじめ設定した警報値を超えると現場および中央操
作室にて警報音が発せられ，当直長は運転手順書に基づ
き必要な措置をとる。ヨウ素については連続的に測定用
のヨウ素フィルタに捕集し，定期的にフィルタを交換・
測定し，放出放射能量，放出放射能濃度を測定している。

2．液体状の放射性廃棄物
原子炉の冷却に水を使用しているため，原子力発電所

の運転に伴って，液体状の放射性廃棄物（以下，「液体廃
棄物」という）が発生する。液体廃棄物の主な発生源は次

Ⅱ．

Introduction to Radioactive Waste―Management of 
Radioactive Waste from Operation and Decommissioning of 
Nuclear and Other Facilities（2）；Perspective of Radioactive 
Waste  Management：Kazuki  AKIYAMA, Masanor i 
TAKAHASHI, Masaki TSUKAMOTO, Yoshihiro MIYAUCHI, 
Hiroshi WADA.
　（2014 年 4 月 30 日 受理）
■前回タイトル
第 1 回 放射性廃棄物対策の概要

連載
講座
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のとおりである。
・ 機器ドレン廃液（BWR，PWR）：原子炉水や復水な

どを取り扱うポンプ，バルブなどの機器からの微小
な漏洩水

・ 1 次冷却抽出水（PWR）：PWR の 1 次系冷却水のホ
ウ素濃度，pH などの水質調整のためのサンプリン
グ水

・ 床ドレン廃液（BWR，PWR）：設備の検査，保守工
事などで機器などを洗浄した廃液，建屋内の汚染拡
大を防止するため床・壁の水洗い清掃で発生した洗
浄廃液，換気設備（冷房機器）の運転に伴い発生する
凝縮水など

・ 洗濯廃液（BWR，PWR）：汚染管理区域内で装着す
る衣服などの専用洗濯設備から発生する廃液，身体
除染時のシャワー・手洗い水など

これらの液体廃棄物は，ろ過装置，脱塩装置，蒸発濃
縮装置などで処理された後，原則として循環再使用され
るが，放射能の含有量が十分に低いことが確認されたも
のについては，一部を直接放流している。

廃液を蒸発濃縮処理した後に残る放射能が濃縮された
液体はセメントなどによる固化処理後，固体状の放射性
廃棄物として，放射性廃棄物貯蔵庫で保管している。

なお，炉規制法に基づき，原子力発電所も含めた原子
力施設ごとの放射線管理状況に関する報告書 3）が規制機関
に提出されている。本報告書に，原子力発電所から放出さ
れた放射性気体廃棄物および液体廃棄物の年度ごとの総
放出量と原子炉基数の年度別推移がまとめられている。

3．固体状の放射性廃棄物
発電所で使用した水などの浄化に使用されたフィル

タ，金属，プラスチック，保温材などが相当する。ま
た，定期検査などでの機器の取替工事や修繕工事に伴い
発生する，可燃性のウェスなども含まれる。これらの固
体状の放射性廃棄物（以下，「固体廃棄物」という）のう
ち，可燃性の紙や布は焼却や圧縮，不燃性・難燃性のガ
ラスや金属などは，必要に応じて切断・圧縮・溶融処理
などを行い，容積を減らしてから専用の容器（ドラム缶
など）に封入し，セメント系充てん材で，ドラム缶と一
体となるように固型化する。封入や固型化により安定な
状態にある廃棄物（以下，「廃棄体」という）は，放射性廃
棄物貯蔵庫にて保管した後，発電所内で放射能濃度，重
量，表面汚染密度，線量率などの検査に合格したものに
ついて，青森県六ヶ所村にある日本原燃の「低レベル放
射性廃棄物埋設センター」（以下，「埋設センター」とい
う）へ輸送される。

なお，固体廃棄物については先述の放射線管理状況に
関する報告書に廃棄物発生量と累積保管量の年度推移が
まとめられている 3）。

4．廃棄体確認
埋設事業者である日本原燃によって埋設される廃棄体

は，技術上の基準を満足する形で，原子力発電所で製作
され，日本原燃は，電気事業者が原子力発電所で行う検
査と検査記録と製作記録の確認を行っている。さらに，
原子力規制委員会が，原子力発電所と埋設センターそれ
ぞれで検査を実施し，技術上の基準（第 2図 4））に適合す
ることを確認している。

第 1図　原子力発電所の廃棄物処理方法 2）
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・電気事業者による検査
電気事業者は，埋設しようとする廃棄体が技術基準を

満足していることを確認するために廃棄体の発生元であ
る原子力発電所で検査を行う。この検査に合格した廃棄

体が廃棄確認申請の対象廃棄体となる。
なお，電気事業者が適切な検査を行えるよう，日本原

燃が指導・助言するとともに，廃棄体が技術基準などに
適合していることを日本原燃も自主的に確認している。

・廃棄確認申請
電気事業者による検査において，測定された廃棄体の

データが法令上および事業許可申請書上における廃棄体
の技術基準などを満足していることの確認を行った後，
日本原燃は法令に従い指定廃棄確認機関に対し当該廃棄
体データに基づき廃棄確認申請を行う。

・指定廃棄確認機関による確認
指定廃棄確認機関は，廃棄確認申請書に記載されてい

る内容について，埋設しようとする廃棄体が法令，技術
基準および事業許可申請書上の要求事項を満足している
こと，ならびに申請書のデータが正しいものであること
を，廃棄体の発生元である原子力発電所にて確認する。

廃棄体は原子力発電所での検査を受けた後，専用運搬
船により日本原燃の原子燃料サイクル施設に隣接する

「むつ小川原港」まで海上輸送され，専用道路を通って埋
設センターの低レベル廃棄物管理建屋へ搬入される。埋
設センターでは受け入れた廃棄体に対して以下のような
最終検査が行われる。

①外観検査（輸送中の破損の有無の確認）
② 整理番号の確認（原子力発電所から送られてきた廃

棄体と受け入れた廃棄体が同一であることの確認）
③  RI マークの確認（RI マークが貼付されていること

の確認）
検査の後には，専用のトラックで埋設施設に運ばれ，

次の手順で埋設される。
①定置： 埋設設備に廃棄体を定置する。
② 充てん：廃棄体と廃棄体の間にセメント系充てん材
（モルタル）を注入する。

③ 覆い：埋設設備の上部を鉄筋コンクリートで覆い，
一つの岩石のように仕上げる。

④ 覆土：埋設設備に点検路を取り付け，上面及び側面
は水を通しにくいベントナイト（粘土の一種）混合土
で覆い，その上部に土砂などを被せ，植生を施す。

Ⅲ．再処理工場で発生する放射性廃棄物

1．東海再処理工場の放射性廃棄物管理
再処理に伴い発生する放射性廃棄物は，原子力発電所

から発生する廃棄物と同様，性状により，気体廃棄物，
液体廃棄物，固体廃棄物に大別され，液体廃棄物及び固
体廃棄物は，さらに高放射性廃棄物と低放射性廃棄物に
それぞれ分類される。「核種組成」，「放射能濃度」，「物

Ⅲ．

第2図　 低レベル放射性廃棄物の廃棄体に係る技術基準 4）

（左図：廃棄体外部の特徴，右図：廃棄体内部の特徴。
参考資料 4）をもとに作成）
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理的性状」，「化学的性状」などの観点から多種多様の特
性を有していることが特徴である。

日本原子力研究開発機構（以下，JAEA という）東海再
処理工場では，使用済燃料の溶解槽や廃液貯槽などの槽
類換気系および建屋などの換気系から排気される気体廃
棄物は，高性能フィルタやヨウ素フィルタにより放射性
物質を除去したのち，排気筒から排出している。

液体廃棄物のうち，高放射性液体廃棄物は，ガラス固
化技術開発施設（TVF）にてガラス固化し，製作したガ
ラス固化体（120l 容器）は施設内で保管している。低放
射性液体廃棄物は，主に蒸発濃縮し，放射性物質が取り
除かれた凝縮液は，中和処理，油分除去処理を行ったの
ち，海洋に放出している。濃縮液は，アスファルト固化
処理施設（ASP）での火災・爆発事故（1997 年）が発生す
るまでは，アスファルトで固化し，このアスファルト固
化体（200l 容器）は，アスファルト固化体貯蔵施設（AS1，
AS2）で保管している。事故後は，濃縮液は処理される
ことなく，貯槽に液体の状態で保管している。現在，ア
スファルト固化の代替方法として，セメントを用いた固
化技術の開発を進めており，低放射性廃棄物処理技術開
発施設（LWTF）での処理を計画している。

また，抽出分離工程からの使用済抽出溶媒（廃溶媒）
は，廃溶媒処理技術開発施設（ST）にてプラスチック固
化体（100l 容器）にし，さらにドラム缶（200l 容器）に封
入してアスファルト固化体貯蔵施設（AS1，AS2）で保管
している。

一方，使用済燃料の溶解時に発生する燃料被覆管のせ
ん断片（ハルと称する）などの高放射性固体廃棄物は，ハ
ル缶（350l 容器）に封入し，高放射性固体廃棄物貯蔵施
設（HASWS，2HASWS）で保管している。

低放射性固体廃棄物のうち，β（γ）系の可燃性の固体
廃棄物は，焼却減容し，その他の不燃性などの固体廃棄
物は，ドラム缶（200l 容器）などに封入し，低放射性固
体廃棄物貯蔵場（1LASWS，2LASWS）で保管している。
2．六ヶ所再処理工場の放射性廃棄物管理
青森県六ヶ所村に建設中である再処理工場は，2014

年 10 月にしゅん工を予定しており，再処理工場の操業
以降は，各工程から運転に伴う放射性廃棄物が発生する
予定である。既に，放射性物質を用いたアクティブ試験
が実施され，放射性廃棄物としては試験的に製造された
ガラス固化体が発生している。想定される放射性廃棄物
は東海再処理工場からのものと一部異なるが，高レベル
放射性廃棄物以外は「TRU 廃棄物」として，その種類や
量，放射能に関して再処理工場の設計・建設段階から検
討されており，発生箇所や主成分とともにまとめられて
いる 5）。

なお，原子燃料サイクルの円滑な推進のためには，再
処理工場から発生する放射性廃棄物を「処理」，「貯蔵管
理」し，合理的に「最終処分」に結び付けていくことが重

要な課題である。そのため，六ヶ所再処理工場では将来
の最終処分を念頭に「処理」および「貯蔵管理」においては
以下を基本方針としている。

○ 再処理工場で使用する化学薬品（硝酸，リン酸トリ
ブチル（TBP）など）は可能な限りの再利用

○ 放射性核種（発生場所），放射能量，物理的性状，化
学的性状などによる放射性廃棄物の「分別」管理

○ 「分別」管理に基づく，合理的な処理方式を組み合わ
せた廃棄物処理の実施

○ 将来の処分に柔軟に対応するための中間貯蔵体の
「貯蔵管理」
3．返還廃棄物の管理
電気事業者（9 電力会社および日本原子力発電）は，原

子力発電所から発生する使用済燃料の一部を，フランス
および英国の再処理工場に委託して再処理している。分
離されたウランやプルトニウムは，原子燃料として再利
用するため電気事業者に返還され，同時に再処理に伴い
発生した放射性廃棄物も返還される。このうち高レベル
放射性廃液中の放射性物質は，溶融ガラスと混ぜ合わせ
て容器に封入・固化され，高レベル放射性ガラス固化体

（以下，返還ガラス固化体という。うち，フランスで製
造されたものは CSD-V と称する）として輸送容器（キャ
スク）に収納され，海上輸送により返還される。

六ヶ所村にある日本原燃の高レベル放射性廃棄物貯蔵
管理センターは，両国からの返還ガラス固化体を最終処
分するまでの間，冷却のために貯蔵する施設である。返
還ガラス固化体は，同センター内で安全な貯蔵管理が可
能であることを確認するための検査・測定が行われ，最
終的な処分に向けて搬出されるまでの 30 ～ 50 年間，冷
却・貯蔵される。検査室や貯蔵区域は，放射線遮へいの
目的で，約 1.5 ～ 2m 厚の鉄筋コンクリート壁で囲まれ
ている。

なお，返還ガラス固化体の輸送は，1995 年 4 月から
開始され，2007 年 3 月末までに 1,310 本がフランスより
返還され，2010 年 3 月からは英国からの返還が開始さ
れている。また，フランスからはハルや，燃料集合体内
の燃料棒を支えるエンドピースなどを圧縮してキャニス
タ内に封入した廃棄体（CSD-C と称する），および再処
理施設（UP2-400）の廃止措置に伴い発生する洗浄廃液を
ホウケイ酸ガラス固化した低レベル放射性ガラス固化体

（CSD-B と称する）が返還される予定である。

Ⅳ．その他の放射性廃棄物

炉規法，障防法，他関係法令に基づく施設，医療関連
機関などからも種々の放射性廃棄物が発生している。そ
の放射性核種は多種多様にわたるが，基本的には前述の
施設と同様に，気体廃棄物と液体廃棄物は法律に基づく
排出基準に適合していることを確認後，環境に排出され

Ⅳ．
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ている。一方，固体廃棄物は埋設処分場が整備されるま
で，保管管理されている。
1．  炉規法に基づく施設から発生する放射性 
廃棄物

ウランを取り扱う濃縮施設や燃料加工施設，核燃料物
質の使用施設，核燃料を装荷する試験研究炉などから発
生する放射性廃棄物がある。

操業時に発生する気体廃棄物はフィルタなどにより，
液体廃棄物は凝集沈殿や蒸発濃縮などにより放射性物質
を除去し，法律に基づく排出基準に適合していることを
確認後，環境に排出している 6）。機材や廃液処理および
排気処理などに伴う放射性廃棄物は各発生事業者により
安全に保管管理されている。廃液を凝集沈殿した残渣
物，イオン交換などの処理により発生するスラッジや可
燃性固体廃棄物の焼却灰はドラム缶などに封入され，各
事業所内の貯蔵庫に貯蔵されている 7）。また，施設解体
時に発生する廃棄物の物量低減化を図るために金属を対
象としたクリアランス化が進められている。

ウランを含むフィルタやスラッジ，焼却灰や種々の固
体廃棄物はウラン廃棄物に分類され，その処理処分につ
いては，平成 12 年に原子力委員会から「ウラン廃棄物処
理処分の基本的考え方について」8）が示されている。
2．その他の低レベル放射性廃棄物
上記以外にも JAEA やその他の研究機関，大学など

の原子力施設，放射性同位元素の使用施設（放射線発生
施設を含む），さらには医療関連機関から低レベル放射
性廃棄物が発生している。これらの低レベル放射性廃棄
物は，主にこれらの施設の操業や試験に伴い発生するゴ
ム手袋や紙ウェス，実験器具，放射性廃液などに加え
て，施設の解体から発生する廃棄物である。そのうち，
液体廃棄物は蒸発などによる濃縮ののち，安定に固化さ
れる。また，固体廃棄物は不燃物と可燃物に分別され，
焼却や除染，圧縮，溶融による減容処理ののちドラム缶
に封入され，貯蔵される。これらの廃棄物は，各発生事
業所で貯蔵されているが，放射性同位元素の使用施設や
医療関連機関から発生する廃棄物については，日本アイ
ソトープ協会が集荷・処理，貯蔵を集中的に実施してい
る 9～11）。なお，平成20年の原子力機構法の改正により，
研究施設等廃棄物の埋設事業の実施主体は，JAEA と位
置づけられており，このような低レベル放射性廃棄物も
対象とした埋設事業の展開が図られようとしている。

Ⅴ．おわりに

本稿では，原子力発電所 , 六ヶ所および東海再処理工
場，高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター，低レベル
放射性廃棄物埋設センターを中心に，各施設における放
射性廃棄物の管理についてわかりやすく解説した。放射
性廃棄物に馴染みの薄い読者に対して，いくらかでも現

Ⅴ．

場での具体的な放射性廃棄物管理の状況が伝われば幸い
である。詳細なデータや情報は参考文献などを参照され
たい。

－　参 考 資 料　－
1） 長尾誠也 , 山本正史 , 連載講座「放射性廃棄物概論第 1 回」, 日

本原子力学会誌 56（9）, pp.593-597（2014）.
2） 電気事業連合会，「原子力・エネルギー図面集」, p. 8-1-3． 

http://fepc-dp.jp/pdf/07_zumenshu_j.pdf
3） 原子力規制庁，「原子力施設に係る平成 24 年度放射線管理等

報告について」，別添 1，平成 25 年 10 月 9 日．
4） 原子力環境整備促進・資金管理センター「低レベル放射性廃

棄物の廃棄体に要求される技術基準」，原環センターライブ
ラリ　ポケットブック．
http://www.rwmc.or.jp/library/pocket/post_2.html5）

5） 電気事業連合会・核燃料サイクル開発機構，「TRU 廃棄物処
分技術検討書－第 2 次 TRU 廃棄物処分研究開発取りまとめ
－」，第 2 章，平成 17 年 9 月．

6） 日本原子力研究開発機構 ,「低レベル放射性廃棄物管理計画
書」, 平成 23 年 11 月 .

7） 日本原燃，他，「ウラン廃棄物の処分及びクリアランスに関す
る検討書」，平成 18 年 3 月，pp. 2-27 ～ 2-36.

8） 原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，「ウラン廃棄
物処理処分の基本的考え方について」，平成12年12月14日．

9） 原子力安全基盤機構,「平成21年度　放射性廃棄物処分に関す
る調査（研究施設等廃棄物に関する調査）報告書」，平成 22 年
9 月，pp. 9 ～ 13.

10） 「研究施設等廃棄物の埋設事業について」，参考資料，科学
技術・学術審議会研究計画・評価分科会原子力科学技術委
員会 研究施設等廃棄物作業部会（第 11 回）平成 26 年 2 月 17
日．

11） 古川修 ,「研究施設等廃棄物の処理処分」，日本原子力学会水
化学部会，水化学と放射性廃棄物に関する研究会，平成 21
年 7 月 16 日．

秋山和樹（あきやま・かずき）
日本原子力研究開発機構

（専門分野/関心分野）放射性廃棄物の処理／廃止措置技術

高橋正則（たかはし・まさのり）
日本原子力研究開発機構

（専門分野/関心分野）廃止措置技術/放射性廃棄物処理処分
技術

塚本政樹（つかもと・まさき）
電力中央研究所

（専門分野/関心分野）放射化学/放射性廃棄物の処分

和田　弘（わだ・ひろし）
電気事業連合会

（専門分野／関心分野）放射性廃棄物処分/廃止措置技術

宮内善浩（みやうち・よしひろ）
電気事業連合会

（専門分野/関心分野）放射性廃棄物処分/放射性廃棄物埋設
施設の性能評価

著 者 紹 介  

660



より実効性の高い原子力防災対策の構築に向けて

（ 47 ）日本原子力学会誌，Vol.56，No.10（2014）

Ⅰ．はじめに

原子力安全部会では，2012 年に開催した 8 回にわた
る「福島第一原子力発電所事故に関するセミナー」での議
論に基づいて，2013 年 3 月に報告書（副題：何が悪かっ
たのか，今後何をなすべきか）を発刊した 1）。議論の継
続として，日本原子力学会「2014 年春の年会」では，深
層防護の適用における重要な手段の一つである原子力防
災の課題を企画セッションでとり上げた。原子力防災の
目的は，人と環境を放射線から防護するために原子力施
設や放射線源の制御が失われた際に，その影響を最大限
に緩和することにある。この具体的な実施について，諸
機関の専門家による講演と総合討論で議論を深めること
とした。

企画セッションでは，「原子力防災の課題と取り組み 
―より実効性の高い原子力防災対策の構築に向けて―」
と題して，⑴緊急事態への備えと対応 ―国際基準と福
島の教訓―：本間俊充（筆者），⑵今後の原子力防災体制
について：原子力規制庁原子力防災政策課・森下泰課
長，⑶避難計画の現状と課題：島根県防災部原子力安全
対策課避難対策室・島田範明室長の 3 件の講演と日本原
電・新田隆司氏の司会による総合討論が行われた。（1）
報では，⑴の講演内容を解説する。また，（2）報では，
⑵及び⑶の講演内容を紹介する。

より実効性の高い原子力防災対策の構築に向けて
　（1） 緊急事態への備えと対応―国際基準と福島の教訓―

日本原子力研究開発機構　本間 俊充

原子力規制委員会が新たに定めた原子力災害対策指針は，福島第一原子力発電所事故（以下，
「福島第一事故」）の教訓を踏まえ，国際原子力機関（IAEA）を中心とした緊急事態への備えと対
応に関する国際基準に準拠したものとなっている。本稿では，IAEA の安全要件とその基礎と
なっている緊急時対応における防護戦略の基本的な考え方について解説する。

Ⅱ．福島第一事故の教訓と原子力災害
対策指針

原子力安全部会の上記報告書については，シリーズ解
説で既にその要点を紹介している。その第 5 報「原子力
防災等に関する課題」2）では，福島第一事故の経験から緊
急防護措置および長期防護措置の課題，並びに緊急事態
管理と運営の課題に関する以下の 7 つの教訓を導いた。

教訓 1　緊急防護措置の実施：　施設の状態に関して
あらかじめ決められた判断基準に基づいて，あらかじめ
決められた範囲の予防的防護措置が放射性物質の環境へ
の放出以前に迅速に実施できるような準備を確立しなけ
ればならない。

教訓 2　避難と屋内退避：　病院等における要支援者
の安全な避難のための事前準備が必要である。屋内退避
は，避難や移転が安全に実施可能となるまでの短期間の
み実施すべきである。

教訓 3　迅速な飲食物に関する制限：　初期対応の危
機管理段階における飲食物に関する制限には，空間線量
率等の迅速に得られるデータを参照する運用上の介入レ
ベル（OIL）を準備すべきである。

教訓 4　長期的な飲食物に関する制限：　長期的な飲
食物に対する防護措置については，被災地の状況ととも
に国際的な調和も考慮に入れた，現実的な勧告が必要で
ある。

教訓 5　時間推移に応じた防護措置：　緊急防護措置
と長期的防護措置の実施，および通常生活への復帰まで
含めた対応の考え方と判断基準を，緊急事態への準備段
階において確立していなければならない。想定される範
囲の緊急事態の状況と対応する防護措置に対して，放射
線防護の原則を適用するためのガイダンスをあらかじめ
確立していなければならない。

Toward Enhancing Preparedness and Response Arrangements 
and Capabilities for a Nuclear Emergency,（1）；Emergency 
preparedness and response―Concepts in international 
standards and Fukushima experience―：Toshimitsu HOMMA.
　（2014 年 6 月 16 日受理）

解説
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教訓 6　運用上の介入レベル：　緊急時における意思
決定の指針として，運用上の介入レベル（OIL）は非常に
重要である。OIL については，より詳細な国際的なガイ
ダンスが必要である。

教訓 7　複合的緊急事態への対応整備：　緊急事態へ
の対応は，非常に発生確率が小さいと考えられる事象も
含め，すべての範囲の想定事象を考慮し，また，地震等
の緊急事態との組み合わせを考慮した準備を整えておか
ねばならない。

これらを踏まえ，さらに以下に示すようないくつかの
実務上の課題を検討すべきと考えられる：

・ 福島第一の事故では関係機関間，特に，事故の現場
と地方自治体，規制機関あるいは国の間で，重要な
情報が共有されなかった。情報の共有と指揮の調整
のためには，役割分担と指揮命令系統の明確化が必
要である。

・ 国と地方自治体は敷地外，事業者は敷地内という役
割分担は基本としても，迅速で効果的な対応には，
事業者と地方自治体，事業者と国の連携が重要であ
り，相互に境界領域に踏み込んだ検討が必要であ
る。

・ 危機管理のフェーズでは，あらかじめ決められた手
段でまず対処し，その枠を外れた場合も柔軟に対応
できるように，意思決定者を支援する本当の専門家
を育て常時配置する必要がある。

・ 避難等の現場の防護措置は，消防，警察，自衛隊
等，災害対応のプロの舞台となる。原子力災害を特
殊化せず，地方自治体による運営は他の一般災害と
共通の枠組みの中で準備することが効果的であろ
う。

・ 原子力緊急事態にだけ関係者が集まる施設が真に機
能するかは疑問である。一般災害対応の運営拠点と
統合した対応を検討すべきであろう。

さて，福島第一事故から学ぶべき大きな教訓の一つ
は，“シビアアクシデントは起り得ない”として，事業者
も国も自治体もその備えが十分でなかった点にある。原
子力安全委員会の「原子力施設等の防災対策について（以
下，防災指針）」には，「防災対策を重点的に充実すべき
地域の範囲（EPZ）」，緊急防護措置実施の判断のための

「防護対策指標（線量の判断基準）」といった技術指標は示
されていたが，防護措置実施の明確な運営の考え方

（Concept of Operation）や具体的な実施手順は十分示さ
れていなかった。そのため，JCO 事故以降，頻繁に行
われることになった防災訓練においては，ERSS と
SPEEDI という緊急時計算予測システムによる線量予測
結果を線量の判断基準と比較し，避難や屋内退避の実施
範囲を決定するというスキームが定着していた。このよ
うな考え方が，国際社会が共有する防護措置実施の基本
的考え方とは大きく異なっていたにもかかわらず，見直

しを怠ってきてしまっていた。
原子力安全委員会は，事故後直ちに原子力施設等防災

専門部会の下に防災指針検討ワーキンググループを設置
し，防災指針に反映すべき事項について検討を行い，防
災指針見直しに関する考え方をまとめた。見直しに当
たっては，最新の国際動向を踏まえ緊急事態における防
護の基本的考え方を尊重し，かつ福島第一事故から得ら
れる教訓も踏まえて，国民の生命や健康，財産，生活お
よび環境を守るために，極めて発生確率の低い事象も含
め合理的に予測可能なあらゆる事象を考慮に入れて講じ
られるべき防護対策の実施に関する基本的考え方につい
て検討し，2012 年 3 月に「中間とりまとめ」3）とした。

2012 年 9 月に新たに設置された原子力規制委員会は，
防災指針および中間とりまとめの内容を精査し，さらに
福島第一事故後の各事故調査委員会からの報告等を考慮
した上で，2012 年 10 月に原子力災害対策指針 4）を定め
た。本解説では，原子力災害対策指針の策定で考慮され
た国際基準，特に国際原子力機関（IAEA）および国際放
射線防護委員会（ICRP）における緊急事態への備えと対
応の基本的考え方を解説する。

Ⅲ．福島第一事故前後の国際基準の動向

福島第一事故が起こった 2011 年には，原子力防災に
関連して，IAEA から 2 つの重要な文書が刊行されてい
る。放射線防護に関する安全要件である BSS（基本安全
基準 , 1996）の改訂版（GSR Part3 Interim, 2011）5）と安全
指針「原子力又は放射線の緊急事態への準備と対応に用
いる判断基準」（GSG-2, 2011）6）である。これらは，2007
年に ICRP が示した新勧告（ICRP Pub.103）7）の考え方を
反映したものである。放射線防護の考え方が，行為と介
入というプロセスに基づくアプローチから，計画被ば
く・緊急時被ばく・現存被ばくという 3 つの被ばく状況
の特性に基づくアプローチへと発展し，特に，緊急時被
ばくと現存被ばくについては，それぞれ対応のためのガ
イダンス（ICRP Pub.1098）及び ICRP Pub.1119））が 2009 
年に示されている。2011 年はこうした放射線防護上の
新しい考え方への移行時期であり，福島第一事故の時点
では国内はおろか国際的にも緊急時計画の中に，ICRP
の緊急時や事故後の被ばく状況に対する防護の考え方を
取り入れているところはなかったといってよい。

しかし，福島第一事故以前にIAEAでは，米国スリー
マイル島（TMI）や旧ソ連チェルノブイリにおける原子
炉事故，ブラジル・ゴイアニアにおける放射線源事故
10），JCO の臨界事故等の過去の経験を踏まえ，安全要件

「原子力または放射線緊急事態の準備と対応」（GS-R-2, 
2002）11）が策定されており，緊急時対応の基本的考え方
として多くの国で尊重されてきていた。現在，IAEA で
は GS-R-2 の改訂作業が進んでおり，遠からず GSR 
Part7 として刊行される予定である。福島第一事故の経
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験と新しい放射線防護の考え方が反映されているが，こ
れまでの議論で緊急時対応の基本的考え方の骨子に大き
な変更はない。

Ⅳ．国際基準における緊急時対応の 
基本的考え方

1. 緊急事態管理の時間的推移
緊急事態においては，住民の健康，生活基盤および環

境への影響を適宜，効果的な方法で緩和し，影響を受け
た地域ができる限り通常の社会的・経済的な活動に復帰
できるようにするため，事業者，地方自治体および国に
様々な活動が要求される。緊急事態への対応では，関係
機関が緊急事態の時間的推移に対して一貫した共通の意
思決定のスキームを確立しておくことが重要である。緊
急事態の時間的推移に従った各段階における緊急事態管
理の考え方を第 1図に示す 12）。第 1 図の中で，実線は
情報量またはステークホルダーの関与，点線は不確かさ
を示す。緊急事態は，準備，対応および復旧の 3 つの段
階に大別でき，対応段階はさらに初期における初期対応
と危機管理，中期における影響管理と復旧への移行に区
分できる。

初期の対応段階では，緊急事態発生の検知とともに対
応が開始され，事故進展への緩和策，放出源の制御とと
もに，危機管理の観点から緊急防護措置が講じられる。
危機管理の段階では得られる情報も少なく不確かさが大
きいので，重篤な確定的影響を回避し，確率的影響を合
理的に達成可能な限り低く保つ放射線防護の目標を達成
するためには，事態の確実な情報が得られる前に極めて
迅速な対応が必要となる。そのため，準備段階で検討さ
れたシナリオに応じて計画された手順に従って，緊急防
護措置を講じることになる。ステークホルダーとの調整
は事前の準備段階に済ませておく必要がある。時間の経
過とともに情報量も増してくるが，影響管理や復旧への
移行期ではステークホルダーとの調整がより重要な要素
となる。

中期対応の段階は，線源の一定の制御が回復し主要な
放出は終了し，すでに環境中に生じてしまった汚染の影
響管理の段階である。この段階では，環境モニタリング

や解析による放射線状況の十分な把握に基づいて，初期
段階で実施された防護措置の変更，解除，農業関連対策
や除染対策などの新たな長期防護措置の検討などが，ス
テークホルダーとの十分な対話の中で実施される必要が
ある。さらに，復旧への移行段階では，被災した地域の
長期的な復旧策を開始するための特定の計画が策定され，
また通常の社会的・経済的活動への復帰が支援される。

ICRP2007 年勧告で示された緊急時被ばく状況の考え
方は初期および中期の対応段階に適用し，現存被ばく状
況の考え方は晩期に当たる復旧段階に適用できる。
ICRP の考え方については，以下のⅣ-5 節で触れる。

2. 緊急時対応の目標
IAEA の安全要件（GS-R-2）では，緊急時対応におけ

る実質的な目標を確実に達成できるよう，最も効率的か
つ効果的な方法による防災システムを作成するという管
理的アプローチが採用されている。このアプローチで
は，以下に示す目標をまず定める：

⑴　事態の制御を回復すること
⑵　現場での影響を防止または緩和すること
⑶　作業者及び公衆の確定的影響の発生を防止すること
⑷　応急処置を施し，放射線障害の処置を行うこと
⑸ 　集団における確率的影響の発生を出来る限り防止

すること
⑹ 　個人及び集団における放射線以外の影響の発生を

出来る限り防止すること
⑺　財産及び環境を出来る限り保護すること
⑻　通常の社会経済活動の再開に出来る限り備えること
次に，対策の正当化・最適化の原則と同時に，過去

の緊急事態や防災訓練の経験，緊急事態の詳細な分析
や理解，そして国際法から導かれた原則に基づく対応
の戦略を検討し，そこから備えと対応（preparedness と
response）の詳細な要件を導く。

ここでは緊急事態への“単なる対応”ではなく，目標を
達成するために効果的な対応を行う“備え”の重要性が強
調されている。緊急時には様々な不確かさが存在する
が，その不確かさが大きく低減される前に，事態の分析
に基づいて防護措置を決定せざるを得ない状況になる。

そのため，害より益が大きい防護措置
の決定が効果的な時期に実施できるよ
うに“不確かさを考慮した防護措置戦
略”の重要性が指摘されている。

3. 早期防護措置戦略
TMI やチェルノブイリでの事故等の

過去の経験や，シビアアクシデントや
PSA に係わる研究の結果は，緊急事態
の最中に事故の現状把握及び進展予測
を行うことがきわめて困難であること第 1図　緊急事態の時間的推移に対応した管理
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を示している。放射性物質の施設内での放出・移行挙動
やその結果としての環境への放出源情報（ソースター
ム），環境中での拡散及び沈着とそれに基づく線量の推
定はさらに不確かさが大きくなるので，緊急防護措置に
関する決定を行う根拠として用いられるほどに，迅速か
つ高精度でソースタームを予測することはほとんど不可
能である。このような観点から IAEA は，緊急時にお
ける不確かさを考慮すると，重篤な確定的影響を防止す
るためには，施設の過酷な状態が検知された時に，事前
に設定された距離の全方位に対して予防的な緊急防護措
置を実施することは，たとえ被ばくが起こる状況になら
なかったとしても正当とされ得るとしている。IAEA の
このような早期防護戦略の考え方は，主に米国原子力規
制委員会（NRC）の考え方に基づいている。事故の第一
責任は事業者にあり，事故の詳細を最も知り得る事業者
が敷地外の防護措置に関する勧告（PAR: Protective 
Action Recommendation）を行うことが義務づけられて
いる米国の考え方がベースにある。もちろん，防護措置
の判断，決定の責任は地方政府である州にあり，NRC
は事業者の勧告をレビューし適切な助言を行うという役
割がある。以下では，IAEA の早期防護戦略の考え方に
ついて，国際シンポジウムで発表された「早期段階にお
ける緊急事態管理」13）と題する論文に沿って，その概要
を示す。

⑴　原子力発電所におけるシビアアクシデントの様相
①　炉心損傷による放出量・放出時間の不確かさ
原子炉施設でトラブルが発生した際，運転員は事故の

影響を緩和するため，原子炉を停止して核分裂反応を停
止させることや炉心を冷却して崩壊熱を除去することな
ど，炉心を保護する措置を取る。しかし，炉心を保護す
るための安全系が故障していれば，燃料が過熱して燃料
被覆管は数分～数時間で損傷する（この時，燃料の温度
は一様でないこと，また，温度上昇率は，利用可能な冷
却系や，蒸気－ジルカロイ反応のレベルに依存する）。
さらに，炉心が露出する時間は大雑把にしか分からない
であろうから，炉心から放出される放射性核種の時間変
化や放出停止時間は精度をもって予測することは，ほぼ
不可能といってよい。

運転員は，燃料被覆管の損傷が迫っていることを示す
直接の指標（例えば，炉水レベルの低下や温度の上昇），
さらに，被覆管の損傷に伴う放射線レベルの上昇によ
り，燃料のいっそう深刻な損傷を予測，あるいは少なく
とも検知することは可能であるが，原子炉から格納容器
への放射性物質の放出量を推定することは極めて不確か
である。

②　格納容器破損に伴う環境への放出の不確かさ
シビアアクシデント時には，原子炉冷却系内で様々な

シーケンスで事故進展し得，また，様々なモードで格納

容器が破損し得る。どのような事故シーケンス，格納容
器破損モードがどれほどの確率で起きそうかは，PSA
によって評価される。例えば，NRC による米国プラン
トの広範な研究で，全交流電源喪失や冷却材喪失等の早
期格納容器破損の確率が推定されている（NRC, 1990）
14）。格納容器の破損モードについては，高圧もしくは高
温による破損をはじめ，原子炉圧力が高圧のまま溶融炉
心が原子炉容器底部鏡板を溶融貫通するときに起こり得
る格納容器直接過熱による破損，初めから格納容器内を
隔離するための弁の閉め忘れなどが取り扱われている。

ただ，PSA ではこのような取り扱いがなされている
ものの，実際には，運転員は，格納容器が破損するかど
うか，いつ破損するか，そして，破損した場合にどれほ
どの放射性物質が漏えいするかについて精度よく予測す
ることはほとんどできない。また，格納容器からの放射
性核種の放出を低減させるため，通常，スプレイ，フィ
ルタ，プール，アイスコンデンサーのような安全系が存
在するが，不確かで極端な状況下では，低減される規模
を予測することも困難である。さらに，これらの系統自
体の失敗や放出の格納容器バイパスも考えられる。

NRC によるリスク研究では，炉心損傷があり，早期
の格納容器破損があった場合，ヨウ素の放出量は炉心蓄
積量の 1 ～ 20% と推定されており，他の主要な核種に
関しては，その幅はもっと大きい。この不確かさは非常
に重要である。なぜなら，ヨウ素の 1% 放出以下では敷
地外で重篤な確定的影響には至らないかもしれないが，
その 20% が短期間に放出され，仮に防護措置がとられ
ないとしたら，死亡に至る可能性があることになるから
である。

大放出に至る典型的な事故シーケンスは，1）システム
の失敗または操作員の過誤，2）燃料保護のために設計さ
れた安全系の失敗，3）炉心の露出，4）燃料の過熱と損
傷，5）燃料から格納容器や他の領域への放出，6）格納容
器破損またはバイパスによる大気中への放出，7）事故緩
和措置の実施と放出の抑制，停止，プラントの制御，が
考えられる。制御室の計器では，このシーケンスの第 5
段階までの事象の検知が可能であるが，放出のタイミン
グと大きさに対して大きな影響を与える第 6 段階の事象
を正確に予測することはできない。大放出は，格納容器
破損のように，ほとんどの場合，検知されない場所で起
こり，そして，いつ，どの程度の放出が起こるかは，制
御室では多分測定できないからである。

③　環境への放出による影響の不確かさ
近年，広域の大気拡散予測の精度は，かなり改善され

ているが，狭域または中領域の予測は，その領域の大気
パラメータに関する知識の限界のため，依然として不確
かなものである。また，放出率，放出位置が不確かで，
気象パラメータも連続的に変化し，放出物の初期の輸送
はその地域の局所的な地形及び気象条件に左右されるこ
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とを考慮すると，環境測定が行われていない状況下で放
射性核種濃度を予測することは極めて困難と言わざるを
得ない。モニタリングで放出が一旦起こったと分かれ
ば，近傍の地域住民への到達時間を推定することは可能
かもしれないが，それが致命的な放出で大量被ばくをも
たらすならば，重篤な確定的影響を避けるために取らな
ければならない防護措置を放出後に決定していては遅す
ぎる。

シビアアクシデントのほとんどの事故シーケンスで重
篤な確定的影響に寄与する被ばく経路は，地表沈着から
の外部被ばくである。従って，降雨の生起とその規模に
大きく依存することになる。さらに，チェルノブイリ事
故の評価によれば，放射性物質の沈着パターンは極端に
非一様で距離が数百 m 違っただけで，1 桁以上違うこ
ともある。このような変動を予測することは不可能であ
る。欧州委員会（EC）と NRC の支援で実施された研究 15）

では，事故時の線量推定に関連する主要な因子の不確か
さ推定が行われた。仮にソースタームが正確に分かって
いたとしても，環境におけるこれらの不確かさを考慮す
ると，事故初期の予測線量は最善でも正確な値のファク
ター 10 ～ 100 の範囲となる。

⑵　確定的影響の防止
シビアアクシデント解析 14）によれば，敷地外で重篤

な確定的影響が生じるような放出条件は，重大な燃料損
傷と早期の格納容器破損の場合である。早期の防護措置
が実効的であるためには，被ばくがもたらされる前に対
策を迅速に行う必要がある。実際，対策の実施には，緊
急支援部隊の立ち上げと組織化が必要なため，いつでも
いくらかの遅延があり，プラント状態に基づく警告が非
常に重要であることは明らかである。運転員は炉心を保
護するために必要な系統の失敗を検知した時に通報を行
えば，放出される何時間か前に敷地外の関係機関に警告
することが可能である。

前述したように，炉心損傷は観察可能な条件によって
ある程度予測できるが，格納容器破損ははるかに予測困
難である。放出量や敷地外の線量も意思決定が必要な時
に正確に予測することは，不確かさが非常に大きいた
め，ほとんど不可能である。炉心損傷後，環境測定に
よって放出の規模が示されるまでは，不確かさの大きさ
に変化はない。そのため，意思決定の遅れや意思決定の
質を改善することにならない情報を待つことは，貴重な
時間の浪費となる。住民防護のための迅速な対応には，
炉心損傷の予測あるいはその事実に基づいて活動を開始
するキーとなる明確な基準が必要である。

この考え方は，多くの国で用いられている緊急事態区
分スキームの基礎を与えており，GS-R-2 にも反映され
ている。GS-R-2 の緊急事態区分は，Ⅳ-4 節に示すよう
に 4 つに分かれている。区分に分ける判断基準は，あら

かじめ決められた緊急時活動レベル（EAL：Emergency 
Action Level）であり，施設の異常な状態，保安関連事
項，放射性物質の放出，環境測定，その他の観測可能な
指標に関連する。このスキームは，通報要件の基礎を与
えると共に，緊急事態の異なる区分に対して，対応機関
の権限と責務を規定するので，宣言された区分に基づい
て，全ての対応機関が迅速に活動を開始することが可能
となる。

⑶　確率的影響及び放射線以外の影響の最小化
緊急時対応における放射線防護のもう一つの目標は確

率的影響の低減である。確率的影響を低減するための防
護措置を実施することによって，逆に財政的，社会経済
的，心理的影響などの相反した影響が生じる事態もあ
る。放射線及び放射線以外の双方の影響をもたらす重大
事故の損害は長期にわたり，事故後の復旧の速度は様々
な要因に依存する。その中には，公衆の信頼の回復と維
持，確定的影響の発生及び確率的影響の増加の兆候，健
康サーベイランスを受ける人の数，緊急時における政府
の活動に対する認識や国際基準との整合等の問題が関係
する。

IAEA では，チェルノブイリ事故等の経験から，①食
物摂取制限，②安定ヨウ素剤の配布，③健康サーベイラ
ンス，④防護活動の計画作成，⑤運用上の介入レベル，
⑥住民への助言，について提言を行っている。紙面の都
合で詳細には触れないが，興味のある方は文献 13）を参
照願いたい。

⑷　防護措置の戦略
以上の検討から，IAEA ではシビアアクシデントによ

る健康影響を実質的に低減させるために，以下のアプ
ローチを提言した。

⒜ 　発電所近傍の住民（3 ～ 5km）は，主要な放出の前
または直後に避難するか，屋内退避すべきである。
さらに，サイト近傍で屋内退避した住民に対して，
主要な放出の前または直後に安定ヨウ素剤を与える
べきである。これらの決定は，施設の状態に基づき
実施されるべきで，放出を待ってはならない。

⒝ 　300 km あるいはそれを超える範囲内では，汚染
された可能性のある食物を摂取することを回避する
ための警告が，主要な放出の前または直後に発せら
れるべきである。

⒞ 　沈着による高線量率（ホットスポット）を回避する
ため，直ちに避難を実施した地域の周辺に対して，
放出後，迅速なモニタリングを実施すべきである。
モニタリングに基づく防護措置の決定は，あらかじ
め決められた OIL を用いて，迅速に実施されるべ
きである。
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4. GS-R-2 における基本的要件
早期防護措置戦略をベースに，IAEA では GS-R-2 の

中で緊急事態への備えと対応の基本要件を定めている。
緊急事態の計画段階及び対応段階の手順は，第 2図の
ように整理できる。これは，米国における緊急事態への
備えと対応の基本的な考え方を踏襲していると言える。
これによれば，計画段階においては以下の緊急事態への
準備を行う。

⑴　ハザード評価
事業者は，ハザード区分に従って放射線源や施設の種

類，規模に応じたハザード評価を行う。ハザードの潜在
的な大きさと性質に対応した段階的アプローチ（graded 
approach）で備えと対応の適切な整備・維持を行うため
に，ハザード区分が用いられる。区分の詳細はここで述
べないが，最もハザードの大きな原子力発電所から，
様々な危険線源まで 5 つの分類を設けている。

ハザード評価では，施設の設計段階で行う安全解析の
知見を利用して緊急事態に至る事故シーケンスを検討で
きるが，合理的に予想可能なすべての仮想事象を考慮す
る必要がある。また，ハザード評価では，緊急事態に
よって以下の措置が必要となる施設や線源，その範囲を
確認しなければならない：

a. どんな状況でも線量を一定以下に保つことにより重
篤な確定的影響を避けるための予防的緊急防護措
置。

b. 国際的な基準に従って，線量を回避することにより
確率的影響を防止するための緊急防護措置。

c. 国際基準に従った食物摂取対策，農業関連対策や長
期防護措置。

d. 国際基準に従った作業者の防護。

⑵　緊急事態区分に対する判断基準の設定

事業者は，緊急事態の区分を判断するための基準を整
備する。IAEA は緊急事態区分として，敷地外で緊急防
護措置を必要とする「全面緊急事態」，敷地内での措置及
び必要であれば敷地近傍で準備を必要とする「敷地内緊
急事態」，敷地内の人の防護のための「施設緊急事態」，
防護のレベルが非常に低いか不確かで，防護措置の準備
を行う「警報」の 4 区分を採用している。各区分に対して
権限と責務を規定することで，すべての対応機関が宣言
された区分に従って，迅速に活動を開始することが可能
となる。区分を決定する判断基準は，EAL である。

⑶　緊急時計画範囲の整備
原子力発電所のようなハザード区分の高い施設に対し

ては，敷地外の迅速な措置を効果的に実施するために事
前の整備を行う計画範囲を定めておく。

a. 予防措置範囲（PAZ）：　重篤な確定的影響のリス
クを実質的に低減するため，施設の状態に基づいて
放射性物質の放出前か直後に予防的緊急防護措置を
講ずることを目標とした整備を行う。

b. 緊急措置計画範囲（UPZ）：　国際基準に従って線量
を回避するために，迅速に緊急防護措置を講ずるこ
とを目標とした整備を行う。

このように計画段階で整備された緊急事態への準備に
対し，実際の事故時には第 2 図に示すように，以下のよ
うな対応がなされる。

・EAL に基づき，緊急事態区分を決定する。
・ 全面緊急事態に分類された場合，PAZ に対しあら

かじめ準備された緊急防護措置を実施する。
・ UPZ に対しては，OIL を基に，モニタリングから

得られる測定結果から適切な緊急防護措置を実施す
る。

・ 防護措置の解除についても同様に，モニタリングか

第 2図　IAEA 安全要件における緊急事態への備えと対応の基本的考え方
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ら得られる測定結果と判断基準との比較から解除措
置の判断を行う。

5. 緊急事態における放射線防護の考え方
ここで，ICRP 2007年勧告における緊急時被ばく状況

における放射線防護の基本的考え方に触れておく。詳し
くは，連載講座「ICRP 新勧告―放射線防護の考え方と
基準」第 6 回緊急時被ばく状況 16）を参照願いたい。
ICRP2007 年勧告では，緊急時被ばく状況における防護
戦略の正当化と最適化の重要性が強調されている。防護
措置を計画し，最適な防護レベルを確立するために，参
考レベルを用いた最適化プロセスが適用されている。参
考レベルを用いた最適化では，すべての被ばく経路とす
べての関連する防護選択肢を同時に考慮することによっ
て，これまでより包括的な防護が可能になり，より柔軟
な対応が可能になる。また，計画段階では，個々の防護
措置が互いにどう影響するかの考察の助けとなる枠組み
を提供し，資源の効果的配分にも通じると考えられる。

参考レベルを用いた最適化では，防護戦略が実施され
た後に結果として生じる残存線量のレベルに着目する。
そこが，これまでの ICRP1990 年勧告における回避線量
に基づく単一の防護措置の最適化と大きく異なる。第 3
図に示すように，これまでの単一の防護措置の最適化で
は，例えば，何も措置を講じないと避難の介入レベル

（回避実効線量で 50mSv）を上回るような予測線量
（project dose）が予想される場合に避難を計画する。参
考レベルを用いた最適化では，すべての被ばく経路とす
べての関連する防護選択肢を検討し，計画段階では残存
線量が参考レベルを下回る防護選択肢を選択する。緊急
時被ばく状況がいったん発生した場合の対応段階では，
予想残存線量が評価され，防護戦略の効果及び防護措置
の修正あるいは追加の措置の必要性が参考レベルを基準
として検討されることになる。このアプローチは，実務
上多少複雑になるが，緊急時被ばく状況に取り組むため
の最適な防護を計画する際には，単一の防護措置よりむ
しろ，防護対策に含まれるすべての防護措置を複合させ
た効果に重点を置くことによって，柔軟性が増大する。

防護戦略による残存線量に対する参考レベルとして，

ICRP2007 年勧告では緊急時被ばく状況では実効線量で
20 ～ 100mSv の間に設定すべきと勧告している。
100mSv よりも高い線量では，確定的影響とがんの有意
なリスクの可能性が高くなるので，参考レベルの最大値
は急性または年間で受ける 100mSv としている。また，
重篤な確定的影響のしきい値を超える可能性がある状況
では，あらゆる実行可能な防護措置が講じられるべきと
勧告している。計画段階では，参考レベルは防護戦略の
適否を判断するために用いることができ，対応段階で
は，防護戦略の効果及び個々の防護措置の修正あるいは
追加措置の必要性は参考レベルを基準として検討され
る。

6. 防護措置実施の判断基準
Ⅳ章で述べたように，GS-R-2 では重篤な確定的影響

を回避するために，施設の状態，すなわち EAL と緊急
事態区分によって予防的防護措置が講じられ，一方，放
射性物質の環境放出後には主に確率的影響の発生を低減
するために，これまで線量で表されてきた判断基準に代
え，線量率や環境媒体中の放射性物質の濃度など，環境
において計測可能な判断基準である OIL に基づき緊急
防護措置を講じる意思決定手順が示されている。これら
緊急時対応に用いる判断基準については，安全指針
GSG-2 に決定のスキームと具体例が示されている 6）。

GSG-2 の主要な目的は，運用上の判断基準である
EAL あるいは OIL を策定するための根拠を構成する整
合 の と れ た 一 連 の 包 括 的 判 断 基 準（GC：Generic 
Criteria）を示すことにあった。重篤な確定的影響を防止
する目的で予防的な緊急防護措置を実施するための GC
をまず定めること。残存線量として ICRP が表した参考
レベルを用いた防護の最適化の方針に基づいて，20 ～
100 mSv の範囲内での参考レベルと矛盾しない防護方
針で使用される GC を定めること。一連の GC が策定さ
れたら，防護措置開始のトリガーとして EAL や OIL の
初期設定値を定めること。緊急時被ばく状況下におい
て，その時々の変化する条件を考慮して初期設定値を改
訂する手順をあらかじめ考えておくことを推奨した。

具体的には，BSS の改訂版である GSR Part 35）におい
て，重篤な確定的影響を防止するあるいは最小化するた
め状況のいかんによらず防護措置およびその他の対応措
置が取られることが期待される急性被ばく線量について
の包括的判断基準が Schedule IV の TABLE IV-1 とし
て，また，確率的影響のリスクを低減するための防護措
置およびその他の対応措置に対する包括的判断基準が
Annex TABLE A-1 に示された。それぞれ確定的影響
防止のための GC を第 1表に，確率的影響の低減のため
の GC を第 2表に示す。これらは，参照すべき臓器線量
あるいは実効線量で示されている。

また，「EAL の策定と軽水炉での EAL の事例」及び第 3図　介入と緊急時被ばく状況における最適化

667



解説（本間）

（ 54 ） 日本原子力学会誌，Vol.56，No.10（2014）

「沈着，個人汚染，並びに食物，ミルク及び水の汚染に
対する初期設定のOILの事例」がGSG-2の付属書となっ
ているので，興味のある方は参照願いたい。

V. おわりに

本稿では，原子力緊急事態への備えと対応について福
島第一事故の教訓を振り返るとともに，原子力規制委員
会の原子力災害対策指針が参考とした国際基準，主に
IAEA の安全要件（GS-R-2）とその基礎となっている緊
急時対応における防護戦略の基本的な考え方について解
説した。緊急時対応には多くの組織が関与するので，そ
れが実効的であるためには十分な調整が必要である。そ
の前提となるのは，ここで示した放射線防護と安全に係
わる確立された原則，基本的考え方に基づいた計画の策
定である。その上で，すべての組織間で明確な責任分

第 1表　確定的影響防止のための包括的判断基準

第 2表　確率的影響低減のための包括的判断基準

担，十分に明確にされた合意と統合化された対応を調整
するための取り決めがなされ，それが実効的に機能する
ように訓練によって絶えず見直しを行っていかなければ
ならない。
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Ⅰ．国における取組み

まず国における取組みについて，原子力規制庁原子力
防災政策課長の森下泰氏から，「今後の原子力防災対策
について」1）と題して講演を頂いた。その概要は以下の
とおりである。

福島第一原子力発電所事故時の国の対応に対して，政
府・国会各事故調査委員会は，緊急時の危機管理体制や
オンサイト対応（敷地内における事故収束対応）及びオフ
サイト対応（敷地外における住民の放射線防護措置や被
災者支援）など様々な問題点を指摘した。これら指摘を
踏まえ，国は，原子力災害対策の制度枠組みや危機管理
組織の見直しを含む原子力防災体制の見直しを進めてき
た。具体的には，原子力規制委員会（以下「原規委」とい
う。）の設置 2），「災害対策基本法」に基づく「防災基本計
画」の原子力災害対策編の見直し 3），「災害対策基本法」
の特別法である「原子力災害対策特別措置法」（以下「原災
法」という。）の見直し 4），「原災法」に基づく「原子力災害
対策指針」の制定・改定 5）など，新たな原子力災害対策
の枠組みを構築してきた。また，順次改定した指針を踏
まえ，立地自治体が行う原子力防災対策の支援など原子
力防災対策の更なる充実・強化を図っている。

より実効性の高い原子力防災対策の構築に向けて
　（2） 国と地方自治体における取組みと今後への提言

日本原子力発電㈱　新田 隆司

東京電力福島第一原子力発電所事故の経験と教訓を踏まえ，国は原子力防災体制の見直しを
進めてきた。具体的には，原子力規制委員会の設置，「災害対策基本法」に基づく「防災基本計
画」の見直し，「災害対策基本法」の特別法である「原子力災害対策特別措置法」の見直し，「原子
力災害対策特別措置法」に基づく「原子力災害対策指針」の制定など，新たな原子力防災対策の
枠組みが構築された。またこれらを踏まえ，原子力発電所からおおむね 30km 圏内の地方自治
体は，「地域防災計画（原子力災害対策編）」と「避難計画」の策定を進めている。

本稿では，これら国及び地方自治体の取り組みについて，日本原子力学会「2014 年春の年会」
原子力安全部会セッションで行われた講演の内容について紹介する。

1．  東京電力福島第一原子力発電所事故の対応
への指摘

福島第一原子力発電所事故時の国の対応に対し，政
府・国会各事故調査委員会は以下のような問題 6, 7）を指
摘している。

⑴　緊急時の危機管理体制
中央（官邸・保安院）の情報伝達・意思決定の系統が錯

綜し，現地の指揮・調整機能に混乱が生じた。また，関
係機関間の情報共有不足や ERSS・SPEEDI・オフサイ
トセンターの機能不全といった問題があった。

⑵　オンサイト対応（敷地内における事故収束対応）
オフサイトセンターの機能不全もあってコミュニケー

ションのチャンネルが活用できなかったなど，事故対応
体制の不足や緊急事態において対応にあたる責任者や関
係機関に対して専門知識に基づく助言・指導ができる専
門能力の不足などの問題が挙げられている。また，シビ
アアクシデントを想定した訓練が不足していたとの指摘
もある。

⑶ 　オフサイト対応（敷地外における住民の放射線防
護や被災者支援）

避難区域が何度も変更され，多くの住民が複数回の避
難を強いられ，被災地が広域化していったという問題が
あった。また，病院や老人介護施設などでは，避難手段
や避難先の確保に時間がかかったという住民防護・被災
者支援の準備不足という問題があった。さらに，環境汚
染や放射線影響についての住民の不安に対応する事後対
策の長期化という問題も指摘されている。

Toward Enhancing Preparedness and Response Arrangement 
and Capabilities for a Nuclear Emergency（2）； ‒ National 
and local government activities and proposal to the future ： 
Takashi NITTA.
　（2014 年 5 月 30 日 受理）

解説
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2．指摘を踏まえた原子力防災体制の見直し
前項の指摘を踏まえ，国は以下のような原子力防災体

制の見直しを行ってきた。
⑴　原子力災害対策の制度枠組み
国は「災害対策基本法」に基づく「防災基本計画」の原子

力災害対策編を改定し，この中で国の危機管理体制を強
化し，住民防護や被災者支援の整備を行うと共に防災イ
ンフラの充実を図ることした。また，「原災法」では「原
規委」は「原子力災害対策指針」を策定することとしてお
り，本指針の中で原子力防災対策に係る専門的・技術的
内容を定めている。これら「防災基本計画」の原子力災害
対策編の改定や「原子力災害対策指針」の制定・改定を受
け，原子力災害時の各主体の行動計画を定めた，国によ
る原子力災害対策マニュアルや防災業務計画，地方自治
体による地域防災計画，事業者による原子力事業者防災
業務計画も改定されている。

⑵　危機管理組織の見直し
内閣に内閣総理大臣を議長とする「原子力防災会議」を

常時設置し，「原子力災害対策指針」に基づく対策の実施
の推進の役割を担うなど，緊急時に備えて平時から政府
全体で原子力防災対策を推進する体制を整備した。緊急
時には，内閣総理大臣を本部長とする原子力災害対策本
部を設置し，原子力緊急事態に係る緊急事態応急対策と
原子力災害事後対策の総合調整の役割を担うこととして
いる。「原規委」は，平時には原子力の安全規制と原子力
災害対策指針の策定・改定などを行い，緊急時には原子
力施設における事業者への事故収束活動の指導・監督を
行うこととしている。

⑶　「防災基本計画」の原子力災害対策編の修正
・政府の原子力災害への対応強化
官邸の意思決定及び情報発信機能の強化，オンサイ

ト・オフサイト対応の役割の明確化，複合災害やシビア
アクシデントなどを想定した実践的な訓練の実施，複合
災害が発生し対策本部が複数設置された場合の相互連携
を図ることとした。

・オンサイト対応（敷地内における事故収束対応）
緊急時対策所，後方支援拠点，原子力レスキュー部隊

（高線量下での応急対策に必要な防災資機材を集中管理
し，これを運用する常設の部隊）の整備などの原子力事
業者の防災体制を強化することとした。また，平時から
の訓練などを通じ，実動組織も含めた連携と体制を強化
することした。

・ オフサイト対応（敷地外における住民の放射線防護
や被災者支援）

区域ごとにあらかじめ避難手順を定めておく計画の準
備の導入，SPEEDI の予測結果の公表手順の明確化を含
む緊急時モニタリングの体制整備などによる住民防護措
置の強化，原子力被災者生活支援チームの設置により，
避難住民の受け入れ先確保，一時立ち入りなど緊密な支

援を行う体制を構築することとした。
・防災インフラ・防災資機材の充実
官邸，原子力規制庁，原子力事業者，自治体を繋ぐ

TV 会議などの通信網の整備，複合災害時にも途絶しな
い通信網を確保するための衛星回線等による経路の多重
化，非常用電源の確保，オフサイトセンターの設備基盤
の強化など防災インフラ・防災資機材の充実を図ること
とした。

・事後対策
緊急事態解除宣言後も，政府が健康相談や除染等に責

任を持つ体制を明記した。
⑷　「原子力災害対策指針」の制定・改定
・緊急事態の区分
緊急事態を原子力施設の状況に応じて警戒事態，施設

敷地緊急事態，全面緊急事態と 3 つに区分し，この区分
に応じて，住民防護措置や緊急モニタリングなど実施す
べき措置を規定した。

・ 緊 急 時 活 動 レ ベ ル（ Emergency Action Level： 
EAL）の導入

上記緊急事態の区分を判断するための基準として，原
子力施設における深層防護を構成する各層設備の状態や
放射性物質の閉じ込め機能の状態などに基づく EAL を
設定し，EAL に応じて避難や屋内退避を行うこととし
た。

・ 運用上の介入レベル（ Operational Intervention 
Level：OIL）の導入

空間線量率などに基づく OIL を設定し，OIL に応じ
て避難計画，一時移転，食物・飲料水の摂取制限などの
緊急事態応急対策を実施することとした。

・新しい防災対策の重点区域
避難の反省に基づき，予防的防護措置を準備する区域

（Precautionary Action Zone：PAZ）や緊急防護措置を
準 備 す る 区 域（Urgent Protection Action Planning 
Zone：UPZ）をあらかじめ設定しておき，EAL や OIL
に応じて，避難準備，屋内退避，避難，一時移転などの
防護措置を実施することとした。

・緊急時モニタリング体制の見直し
国，地方公共団体，原子力事業者などが連携した緊急

時モニタリングセンターを立ち上げ，国が緊急時モニタ
リングを指揮すると共に，緊急時においても組織が円滑
に機能するように，関係機関は平時から連絡会や訓練を
通じ意思疎通を深めることとした。

・安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備
安定ヨウ素剤の緊急時の服用に係る体制や事前配布等

の必要な措置を整備した。
⑸　地域防災計画の見直し
地域防災計画は，地方自治体にとって原子力災害対応

の基本的対応文書であり，避難所，被ばく医療機関，避
難道路，モニタリング地点，人口分布，防災資機材，安
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定ヨウ素剤等の配備状況など，防災対策に重要な各種
データなどを整理し記載した。

⑹　事業者防災業務計画の見直し
事業者防災業務計画には，事業者の原子力防災の組織

編制や原子力防災資機材，訓練，応急対応などが記載さ
れている。今回，その内容は以下のとおり大幅に拡充さ
れている。また，本防災業務計画を作成又は修正しよう
とする時の協議先が，原子力発電所から 30km の区域の
全部または一部をその区域に含み，地域防災計画（原子
力災害対策編）を定めている都道府県の知事まで拡大さ
れた。

・ 原子力事業所の緊急時対策所，災害対策支援拠点，
原子力施設事態即応センター，原子力事業所内情報
など伝送設備の整備運用

・ 各拠点における非常用通信機器及びテレビ会議シス
テムの整備運用

・ 原子力レスキュー部隊（遠隔操作が可能な装置その
他の資機材及びこれらを管理するための組織）の整
備運用

・ 各拠点，センター，システムの非常用電源の整備，
自然災害が発生した時の機能維持

・原子力事業者の訓練の評価に関すること
・ 総理大臣官邸，原子力規制庁などを接続する情報通

信ネットワークと緊急時対策所におけるテレビ会議
システム等との接続の確保

4．政府の初動対応
政府の初動対応を要する事象と状況の進展に応じた政

府の対応は以下のとおりである。
⑴　まず政府が初動対応を要する事象は次の 3 事象で

ある。
① 警戒事象
・立地道府県における震度 6 弱以上の地震の発生
・立地道府県における大津波警報発令
・ 原子炉施設の重大な故障など（例：原子炉冷却用水

の漏えい，配管の破断による蒸気の漏えい）
② 原災法 10 条事象（施設敷地緊急事態）
・原子炉冷却材の漏えい
・全ての交流電源喪失（5 分以上継続）
・原子炉停止中に全ての原子炉冷却機能喪失など
③ 原災法 15 条事象（全面緊急事態）
・全ての非常用直流電源喪失（5 分以上継続）
・非常停止の必要時に全ての原子炉停止機能喪失
・ 敷地境界の空間線量率が 5μSv/h（10 分以上継続）

など
⑵　次に原規委が事業者から原災法 10 条事象の通報

を受けた場合，原子力災害対策本部が設置されるまでの
動きは以下のとおりである。

① 環境大臣，原子力規制委員長，原子力規制庁長官

は内閣総理大臣に状況報告する。
② 原災法 15 条事象に至った場合，原子力規制委員長

は，環境大臣，原子力規制庁長官とともに緊急事態宣言
案及び避難指示案について内閣総理大臣へ上申する。

③ 内閣総理大臣より原子力緊急事態宣言を発出，そ
の後，原子力災害対策本部設置の閣議決定がなされ，内
閣総理大臣が原子力災害対策本部長となる。

⑶　緊急事態が宣言され，原子力災害対策本部が設置
された後の動きは以下のとおりである。

① 原子力災害対策本部が開催され，避難区域の設定
や安定ヨウ素剤の配布等応急対策の対処方針が決定され
る。

② 原子力災害対策本部長より関係省庁・自治体等へ
住民避難・屋内退避や安定ヨウ素剤の予防服用，飲食物
の摂取制限など，住民の放射線防護措置（オフサイト対
策）の指示がなされる。

③ 原子力災害対策本部長より関係省庁・関係機関へ，
事業者のニーズに応じたプラントの事故収束に必要な応
急措置（オンサイト対策）の指示がなされる。

講演の後，以下のような質疑応答があった。
Q 　原子力施設に対して PAZ および UPZ を設定する
とのことだが，福島第一及び福島第二に対してはど
のように設定するのか？

A 　福島第一は他の施設と同じ，福島第二も 5，6 号
機があるため他の施設と同じく PAZ は 5km，UPZ
は 30km を設定しているが，福島第一については現
在見直しを行っている。

Q 　現在進行している再稼働へ向けての審査におい
て，「防災計画」に関する審査は，米国 NRC の審査
とは異なるようだが，どのようになっているのか？

A 　米国では避難計画が NRC での設置許可時の対象
となっている。日本は米国と異なり，法律上，各自
治体が防災計画・避難計画の策定を行うこととなっ
ている。国としては，発電所のある各エリアでの自
治体の計画策定を支援し，進捗状況を確認してい
る。なお，フランスは日本と同様である。

Q 　福島事故を受けて，原子力防災体制の見直しなど
のご報告があったが，事故前と何が変わったのかよ
くわからない。体制の整理が進んでいるようだが，
リンクのどこかが切れた場合への対応は大丈夫なの
か？

A 　基本的には事故前と変わらないと認識している
が，「オンサイト対応」は一義的に事業者の責任，官
邸は現場の支援等，規制委員会は総理への技術的な
助言を行うなど，責務と役割を明確にした。訓練が
重要と考えており，訓練を行って今後も改善してい
きたい。
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Ⅱ．地方自治体における取組み

次に，地方自治体における取組みについて，島根県防
災部原子力安全対策課避難対策室長の島田範明氏から

「島根県における避難対策の取組と課題」8）と題して，講
演をいただいた。その概要は以下のとおりである。

島根県では，福島第一原子力発電所事故後，原子力業
務に係る組織の充実と地域防災業務に関する取組みを強
化してきた。具体的な島根県広域避難計画の策定におい
ては，避難車両の確保，要援護者を支援する医療，介護
従事者の確保，避難時および避難先での必要な物資，資
機材の確保，避難が長期化した場合の 2 次避難先の確
保，大量の避難者に対応できるスクリーニング体制の整
備，緊急モニタリング結果に基づく避難範囲の決定方法
の具体化など，さまざまな実務上の課題のほか，福島第
一原子力発電所事故で課題となった安定ヨウ素剤の配布
方法などの課題解決にも取り組んでいる。

1．  福島第一原子力発電所事故後の島根県の 
組織体制と取組み

島根原子力発電所は，全国で唯一県庁所在地の松江市
に立地する原子力発電所で，30km 圏内の市町村は 6 市

（松江市，出雲市，安来市，雲南市，米子市，境港市），
このうち島根県内の 4 市（松江市，出雲市，安来市，雲
南市）の人口は平成 24 年 12 月現在，約 39 万 8 千人であ
る。

⑴　島根県の組織体制
福島第一原子力発電所事故以前，島根県では総務部消

防防災課原子力安全対策室が原子力に関する業務を担当
していたが，事故後，組織を充実強化してきた。平成
23 年 8 月に原子力安全対策課を設置し，翌年 4 月には
課内に原子力防災対策グループ，原子力安全対策グルー
プ，避難対策室，原子力環境センターを設置，平成 25
年 4 月には防災部となり，次長（原子力安全担当）を配置
した。

⑵　これまでの取組み
このような組織の充実強化を図るとともに，以下のよ

うな取組みを行ってきた。
・平成 23 年 5 月
鳥取，島根両県及び 30km 圏内の 6 市とともに「原子
力防災連絡会議」を設置し，『福島の原子力災害を踏ま
えた課題整理とその対応の方向性を取りまとめるこ
と』を決定した。
・平成 23 年 9 月
喫緊に取り組む課題を中間報告として取りまとめた。
その概要は以下のとおりである。
①   連絡体制の確立や通信機器の多重化など，初動体

制の整備
②   住民避難体制（一般）の整備

③ 災害時要援護者の避難体制の整備
④   測定機器の増設など緊急時モニタリング体制の拡

充整備
・平成 23 年 10 月
中国地方知事会で広域避難受入れの協力要請をした。
・平成 24 年 11 月

「島根県広域避難計画」を策定した。本広域避難計画策
定に当たっての基本的な方針は以下のとおりである。
①   住民や防災関係者などへの情報伝達が確実に行え

るよう体制を整えるとともに，避難先及び避難
ルートをあらかじめ明示すること。

②   段階的避難指示などがなされるものと想定し，大
量の放射性物質放出前の避難完了を目指すこと。

③   災害時要援護者（在宅要援護者，社会福祉施設入所
者，病院入院患者など）の安全かつ迅速な避難を図
ること。

2．  島根県広域避難計画の概要と避難などに 
関する課題

島根県の 4 市の避難先地域は，島根県内，広島県，岡
山県に放射状に分散させ，これら避難先への避難ルート
が交叉しないよう工夫した。また，鳥取県内にも予備の
避難所を確保した。一般住民の避難にあたっては，自宅
から徒歩で一時集結所に移動し，そこからバスで一旦避
難経由所に集まり（または自宅から自家用車で直接一旦
避難経由所に集まり）そこから徒歩，又はバスなどで避
難所に移動することとしている。災害時要援護者避難の
考え方については，社会福祉施設入所者及び在宅要援護
者は，広域福祉避難所へ避難を行い，病院など入院患者
は，直接病院へ避難を行うこととしている。ここで，広
域福祉避難所とは災害時要援護者が 1 次的に避難する施
設で，一般住民の避難先と基本的に同じ地域内にあらか
じめ定める要援護者用の避難所であるが，介護などを要
する者が避難するため，一般の避難所と比較して，冷暖
房設備や多目的トイレなど生活環境が整った避難所であ
る。災害時要援護者の避難については，避難に伴うリス
クを軽減するため十分な準備が必要であり，早い段階か
ら避難準備を行い，迅速な避難を実施する。なお，避難
準備が整うまでは屋内退避を行う。

⑴　住民避難に係る課題
一般住民の避難については，①避難手段，運転手の確

保，②避難所で必要となる物資の確保が課題である。バ
ス会社などとも協議中である。

要援護者の避難については，①社会福祉施設の 2 次避
難先の確保，②受け入れ予定先で受け入れ困難な患者の
受け入れ病院の確保，③搬送時や避難先で必要となる医
療・介護従事者の確保，④要援護者の状態に応じた搬送
手段や資機材の確保が課題である。
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⑵　汚染スクリーニングに係る課題
汚染スクリーニングに係る課題は，①スクリーニング

実施場所の考え方，②大量の避難者，避難車両に対応し
たスクリーニングの実施方法などである。

⑶　避難指示に係る課題
① 放射性物質の放出前
施設敷地緊急事態となれば，施設敷地緊急事態要避難

者の避難を行い，全面緊急事態となれば，PAZ 内の住
民の避難と UPZ 内の住民の屋内退避を行い，その後，
プラントの状況悪化に応じて UPZ 内の段階的避難に移
ることとなるが，この時の「避難指示時期の考え方」及び

「避難指示を発令する範囲の考え方」を明確にすることが
課題である。

② 放射性物質放出後の避難
緊急モニタリングの結果により，OIL 1（500μSv/h）

で「数時間内に区域を特定し，避難を実施」，OIL 2（20
μSv/h）で「1 日内を目処に区域を特定し，1 週間程度内
に一時移転を実施」することとしているが，避難範囲の
具体的な決定方法が課題である。

⑷　緊急時モニタリング体制の課題
平常時のモニタリングポストによる観測地点は，35

地点であり，緊急時には初動対応として 18 地点に追加
配置し，さらに事故の状況に応じて 35 地点で追加観測
が可能な体制としているが，避難範囲を特定するための
放射線量率の測定密度の考え方が課題である。

⑸　緊急被ばく医療体制に関する課題
緊急被ばく医療機関の数を，初期被ばく医療機関につ

いては，福島事故前の 2 病院から 14 病院に，2 次被ば
く医療機関については，1 病院から 2 病院に増やしてき
た。病院側の取組みとしては①被ばく医療を担当する医
療従事者の人材育成，②院内マニュアルの作成などがあ
るが，課題は①の研修機会が限られており，人材の育成
が進まないことである。

⑹　安定ヨウ素剤の配布に関する課題
PAZ 内では，安定ヨウ素剤を事前に各戸配布し，

PAZ 外では避難に合わせて服用ができる体制を整備し，
特定の地域等において地方公共団体が事前配布を必要と
する場合は，事前配布も可能とされている。

課題は　①事前配布の範囲，対象者の決定，②配布に
関与する医師や薬剤師の確保，③医療機関での配布方
法，④配布後の管理である。なお，島根県の対応として
は，「安定ヨウ素剤の配布・服用に関する検討委員会」を
設置し，具体的な対応方針を検討する予定である。

講演の後，以下のような質疑応答があった。
Q 　避難計画・対策に対して平成 24 年 10 月に当時の
保安院から公表された「放射能放出分布」のデータは
参考にしているのか？

A 　参考にしていない。計画段階の対策としては，最

大を考えるようにし 30km 圏全員に対して準備する
ようにしている。

Ⅲ．ま と め

原子力安全部会は，2012 年に 8 回にわたって開催し
た「福島第一原子力発電所事故に関するセミナー」におい
て，原子力防災について，国際基準の考え方に沿った緊
急防護措置の実施や緊急時管理における時間軸に応じた
責任の明確化の必要性，段階的な指揮命令系統や役割分
担の重要性，公衆への指示と警報発令のためには，情報
を集めて専門家が判断し公衆への情報提供を行うことが
重要など多くの提言 9）を行ってきた。

また，原子力学会　東京電力福島第一原子力発電所事
故に関する調査委員会（以下「学会事故調」という。）は，
最終報告書 10）の 8 章「事故の根本原因と提言」の（3）「緊
急事態への準備と対応体制の強化」の中で，原子力防災
対策の充実に向けた今後への提言を行っている。

その内容を「付録」に紹介する。
原子力防災は，深層防護の第 5 層にあたり，公衆に放

射線による健康障害が生じることを回避する最後の対応
手段である。より実効性の高い原子力防災対策とするた
めには，地方自治体の避難計画策定などの取組みに対す
る国の更なる支援が必要と思われる。当部会としては，
セミナーにおける提言への対応状況を把握するため，今
後とも原子力防災に関する関係機関の取組みを確認して
いきたい。

―付 録―
緊急事態への準備と対応体制の強化
（学会事故調最終報告書の抜粋）

福島第一事故の緊急時対応では，初期対応の混乱，関
係機関の連携不足，不明確な意思決定スキームなど，さ
まざまな問題が生じたが，そういったツールの活用や結
果の公表ばかりに議論が集中した。本調査委員会では，
IAEA の第 5 層の防災計画は 5 層からなる深層防護の最
後の砦であり，住民を放射線影響から如何に防護するか
という緊急時対応目標達成の視点から，緊急防護措置実
施の課題，事業者，地方公共団体，国の責務・役割の明
確化を含む緊急時管理と運営の課題を分析し教訓と提言
を導いた。

緊急事態への準備と対応の整備では，最悪の事態も視
野に入れ，合理的に予想可能な事態に対して確実に放射
線のリスクを軽微なものとするため，事業者が施設の対
象事象評価で考え得る範囲の緊急事態を検討し，地震の
ような通常の緊急事態との組み合わせを含む複合災害を
考慮しなければならない。危機管理段階の対応では，あ
らかじめ決められた手段でまず対処し，その枠を外れた
場合に柔軟に対応できるように平時から能力を養ってお
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かねばならない。
そのために，以下のことを提言する。これを基にして

現場，地域，国，国際間の各レベルでの関係機関の責務
と役割および緊急事態におけるこれらの各機関の間の調
整のあり方をもう一度見直す必要がある。そして，それ
が実効的に機能するように訓練によって絶えず見直しを
行っていかなければならない。
・ 情報が少なく不確実さが大きい初期の危機管理段階で

は，事業者と地方公共団体が連携し，施設の状態に関
してあらかじめ決められた判断基準に基づいて，決め
られた手順で放射性物質の環境放出前に迅速に緊急防
護措置を実行していくスキームを確立するべきである。

・ 国，地方公共団体，事業者などの関係者は，あらかじ
め緊急時におけるオンサイト，オフサイトの役割と責
任の分担を協議・決定のうえ明文化すべきである。そ
の際，オンサイトは事業者，オフサイトは地方公共団
体が責任を持って対応し，国はそれらを支援すること
を原則とすべきと考える。

・ 危機管理に関しては，事前にさまざまな手順や緊急措
置など詳細にわたる対応方針を，演習などを通して検
討し，明確にしておくべきである。

・ SPEEDI などによる放射性物質拡散解析情報について
は，事故初期の避難などには活用できないなどの限界
を理解したうえで，その取扱い方法を明確化するべき
である。

・ 防護措置実施の運営を担う地方公共団体，住民防護の
最前線に立つ警察，消防および自衛隊，国の活動は，
他の一般災害における防災対策とほぼ同等であること

を踏まえ，海外の事例も参考として共通の基盤で統合
するべきである。

・ 原子力防災に特有の放射能対策に関しては，すべての
事故対応にあたる者が放射線防護の原理と被ばく影響
に対する知識を十分に持つようにするとともに対処能
力を高めるべきである。

－　参 考 資 料　－
1） 講演資料「今後の原子力防災対策について」，森下泰，平成26

年 3 月 28 日．
2）原子力規制委員会設置法，公布，平成 24 年 6 月 27 日．
3） 中央防災会議，「防災基本計画」修正，平成 24 年 9 月 6 日．
4）原子力災害対策特別措置法，改正，平成 24 年 6 月 27 日．
5） 原子力規制委員会，原子力災害対策指針，平成25年9月5日　

全部改正．
6） 東京電力福島原子力発電所における事故調査・検証委員会
（政府事故調）最終報告書，平成 24 年 7 月 23 日．

7） 東京電力福島事故調査委員会（国会事故調）報告書，　平成 24
年 7 月 5 日．

8） 講演資料「島根県における避難対策の取組と課題」，島田範
明，平成 26 年 3 月 28 日．

9） 福島第一原子力発電所事故に関するセミナー報告書，日本原
子力学会　原子力安全部会，平成 25 年 3 月．

10） 日本原子力学会　東京電力福島第一原子力発電所事故に関
する調査委員会（学会事故調）最終報告書，平成 26 年 3 月．

新田隆司（にった・たかし）
日本原子力発電（株）

（専門分野/関心分野）原子力安全設計・安
全評価

著 者 紹 介  

－最近の編集委員会の話題より－
（9 月1日第 3 回編集幹事会）

【論文誌関係】
・  8 月期に英文誌は 33 論文，和文誌は 5 論文が投稿された。11-12 月

号 HTTR 特集入稿中。3 月号入稿済み。
・ 第 7 分野の編集委員を 2 名追加することとした。
・論文の印刷ページ数削減案を検討した。
・ 福島事故関連論文 12 編を無料公開プロモーション中。1 週間で 1000

以上のダウンロードがあった。
・ 英文誌キーワード一覧を見直した。
・ 原子力学会賞論文賞の編集委員会からの推薦論文を決定した。
・ 論文審査・査読要領（英文誌・和文誌）の改訂案を承認した。

【学会誌関係】
・ 理事から，理事会関連の報告があった。
・ 「2014 年秋の大会」企画セッションからの記事候補について，進捗状

況の確認があった。
・ 来年 3 月号に掲載予定の「他学会における震災および福島事故の取組

み」記事の打診状況の報告があった。現状，42 学会から執筆承諾の回
答があり，うち 2 学会から原稿の寄稿があった。ページ数が 80 ペー
ジ近くあるので，掲載方法については今後検討していく。

・「匠たちの足跡Ⅱ」の記事企画の進捗状況について報告があった。
・ 巻頭言，時論について，記事企画の検討を行った。複数案提出され，

各担当者から打診することとした。

編集委員会連絡先≪ hensyu@aesj.or.jp ≫

From Editors 編集委員会からのお知らせ
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ジャーナリストの視点（山本）

（ 61 ）

で再現できる科学的現象〕だ。けれども一般人は，条件
が大幅に変わる現実社会でも適用できるのが研究の成果
だと考える。科学技術を過剰に信頼・期待していたため
に，研究者の説明を聞いて「そうではなかったのか」と裏
切られた印象を持ってしまった。さらに研究者は，リス
ク・ベネフィットのバランスの計算やデータなど論理的
な正しさを重視する。一方，一般人は専門的な手法にも
羅列されたデータにも興味を示さない。「この状況は安
心で安全だと考えてよいのか」という問いかけをしてお
り，それに対する明確な答は研究者から発せられなかっ
た。それどころか研究者の厳密な表現は，間違った理解
で一般人に伝わることとなってしまった。原子力は総合
科学であること，メリットもデメリットも極端であるこ
と，利害関係者が多いことなどが重なり，ありとあらゆ
るコミュニケーションギャップが噴出することになっ
た。

STAP 細胞論文と原発の二つの例を通じていいたい
のは，「一般人は研究者の予想とまったく違う解釈をす
ることがしばしばある。研究者は専門性が高くなればな
るほど，この危険性を忘れてはいけない」ということだ。
研究者は一般人の無理解を嘆くことに終始しがちだが，
そうではなく，自ら目線を下げて一般人に近づいていく
存在になってほしいと思っている。

私は以前に科学技術コミュニケーションを主題とした
書籍「研究費が増やせるメディア活用術」（丸善出版）を記
しており，この一助になることを期待してもいる。価値
観も文化も異なる世界の人々との交わりは簡単ではな
い。しかし科学技術は，専門家も専門家でない人も注目
せずにいられない社会に不可欠の分野だ。トラブルにめ
げて投げ出すのではなく，失敗してもまた，取り組んで
もらいたい。健全な社会は専門家と非専門家，一人ひと
りによってつくられていくものなのだから。

2014 年の科学技術において，最大級の話題が理化学
研究所の STAP 細胞論文問題だろう。問題の中心は研
究不正だが，科学技術コミュニケーションの点でも原発
関連と同様，研究者と一般人の意識の差を実感するト
ピックスといえる。

理研の小保方晴子ユニットリーダーらが STAP 細胞
のネイチャー論文を取り下げたことに対し，研究者と一
般人の反応の違いが興味深い。研究と論文執筆の作法に
疑義が多く，取り下げになったこと自体は双方とも納得
しているがその後，どう対応するべきかというとらえ方
が異なるものだった。

一般に研究者の間では，論文取り下げは研究〔出直し〕
の公表であり，その研究成果はなかったことにされる。
つまり，STAP 細胞研究は，小保方リーダーの中に何
年も前にアイデアが芽生えたのと大差ない段階に戻った
ことになる。STAP 細胞の存在を主張するには，だれ
もが納得する手順を重ね，論文再掲載に持ち込む必要が
あると研究者は皆，理解している。しかし一般人は違
う。「STAP 細胞が本当にあるとしたら，途中の小さな
不正は許されるほどの大成果なのでしょう？」という期
待から，研究の費用や人手をさらにかけてでも再現実験
を急ぐべきだと多くが考えているのだ。

これに対して私はこう解釈している。論文取り下げ後
の研究やり直しは，研究者個人で取り組むのが本来だ
が，社会的事件となってしまった以上，それでは事態が
収まらない。STAP 細胞の存在を誰もが納得するデー
タで証明するか，小保方リーダー自身が無理だと諦める
か。どちらかでないと終息しない，と。

これと同様に〔研究者〕と〔一般人〕の意識の差がもっと
も大きく出たのが，2011 年の東日本大震災とそれに続
く原発の問題だ。まず，研究者は核燃料，熱反応，プラ
ント設計など専門を狭くとらえるが，一般人は〔原子力
の専門家〕が何でも知っていると考えた。そのため，テ
レビでコメントする研究者が「いえ，これは私の専門で
はないので」と口をつぐむことは，他の研究者からすれ
ば他分野に口出しをしない好ましい研究者であるのに，
一般人は不誠実な研究者だととらえてしまった。

また，研究者にとって研究成果は，〔ある一定条件下

研究者と一般人の意識差を忘れずに

ジャーナリストの視点Journalist's eyes

日刊工業新聞社　山本 佳世子

山本佳世子（やまもと・かよこ）
日刊工業新聞社論説委員兼編集委員
90 年東京工業大修士修了。11 年博士（学術）
取得，産学連携学会業績賞。東工大ほかで非
常勤講師。科学技術・学術政策研究所顧問。

著 者 紹 介  
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意見交換 の広 場

2014 年 7 月 26 日午後 2 時，福井県小浜市。うだるよ
うな猛暑の中，町外れの公民館で，中嶌哲演氏の講話を
聞いた。中嶌氏は大飯原発 3・4 号の運転差し止め訴訟
の原告団の代表格である。この講話の会は，福井地裁で
の判決内容を改めて仔細に見て，勉強しようという趣旨
で開かれた。当地で長年反原発運動を行って来た方々が
10 数名集まった。私もさるご縁があってそこに混ぜて
いただいた。

哲演さんは，贅肉のないすらっとした出で立ちで，眼
光鋭い中にも優しい眼差しを見せながら，よく通る穏や
かな声で話し始めた。哲演さんが，強調していたことは
3 点ある。

⑴ 　判決文の中に“人格権”が盛り込まれたこと。大飯
の 3・4 号の運転は，憲法で保証された周辺住民の
人格権を損なうということを，裁判所がようやく認
めてくれた。画期的なことである。

⑵ 　今回の判決に至る根拠，科学的データのひとつに
“原発から 250km 圏まで影響が及びうる”というこ
とがある。しかも，「そのデータは 3・11 事故当時
原子力委員会の委員長であった近藤駿介氏が出した
データです」1）と。

⑶ 　そして，今回の判決は，高裁そして最高裁でもな
かなか覆らないのではないかということである。こ
の点は，今回の原告団の弁護士ともその後も情報交
換し，そのような感触を得ているという。

実は，福島第一原子力発電所事故直後の 2011 年 3 月
15 日，これは近藤氏が官邸を恐怖に陥れたシナリオを
素描する 10 日前，当時の英国主席科学顧問 J・べディ
ントン卿は英国政府の合同会議で，「日本政府の示す 30
キロの退避圏の外では，放射線による健康被害を心配す

る必要はない」と断じた。翌日，同卿はネット TV を通
じて，国内在住の欧米人の動揺を解消するに努めた 2）。

哲演さんが，講話の中で何度も強調していたのは，原
子力推進派の本丸，つまり原子力委員長の近藤駿介さん
が今回の判決の後押しをしてくれんたんですよというこ
とだった。また，今回の判決は重いですよ。推進派の人
たちは高裁あるいは最高裁で判決が覆ることを期待して
いるでしょう。しかし，今回ばかりはそうやすやすとは
いかないでしょうと，判決文の詳細を朗読しながら補足
した。そこには，それこそ過去 40 年以上の歴史の中で，
反対運動が徐々に先細ってきたことへの沈痛な思いが窺
えた。ようやく一条の希望の光が見えてきたという感慨
に満ちていたと思う。

中嶌哲演さんを囲んだ人々は皆，人間味の深い人々
だった。講話の終わりに，哲演さんは，2 つのことを指
摘した。

⑴ 　長年にわたる粘り強い訴えが“人格権”との関連で
判決に盛り込まれたという事実。

⑵ 　この判決を原子力推進の頂点である原子力委員長
が示した分析が後押ししたという事実。

これらのことを，私たちはもう少し真摯に受け止めた
方が良いのではないだろうか。潮目が変わってしまった
後では手遅れになる。

－　参 考 資 料　－
1） 近藤駿介，「福島第一原子力発電所の不測事態シナリオの素

描」，（2011年3月25日，福島原発事故独立検証委員会 調査・
検証報告書に収蔵）.

2） 小出重幸，「原子力の信頼回復とは オンサイトからオフサイ
トへ」，日本原子力学会誌 , 56［3］，152（2014）.

（2014 年 8 月 11 日 記）

大飯原発を差し止めた人々

東京工業大学　澤田 哲生
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日本原子力学会には専門的な学術活動を行う拠点とし
て，部会，連絡会，支部等が組織されています。学会員
の皆さんは，「春の年会」「秋の大会」での発表，情報交換
だけでなく，これらの専門的な学術活動にも積極的に参
加してみてはいかがでしょうか。

今年度の部会，連絡会，支部の活動を紹介します。
1．部会活動
現在，18 の部会が活動しています。部会活動に参加

するためには別途部会費を頂きますが（学生会員は無
料），原子力技術の進展に伴い，新たな部会活動の創出
を引き続き模索していきます。学会員からの積極的な提
案，参画を理事会としても期待しています。
1）炉物理部会 （部会長 中島 健（京大））
2）核融合工学部会 （部会長 橋爪 秀利（東北大））
3）核燃料部会 （部会長 湊 和生（JAEA））
4）バックエンド部会 （部会長 塚本 政樹（電中研））
5）熱流動部会 （部会長 杉本 純（京大））
6）放射線工学部会 （部会長 井口 哲夫（名大））
7）ヒューマン・マシン・システム研究部会

（部会長 五福 明夫（岡山大））
8）加速器・ビーム科学部会 （部会長 石井 慶造（東北大））
9）社会・環境部会 （部会長 諸葛 宗男（東大））
10）保健物理・環境科学部会（部会長 高橋 千太郎（京大））
11）核データ部会 （部会長 千葉 敏（東工大））
12）材料部会 （部会長 長谷川 晃（東北大））
13）原子力発電部会 （部会長 涌永 隆夫（中部電力））
14）再処理・リサイクル部会 （部会長 井上 正（電中研））
15）計算科学技術部会 （部会長 山本 章夫（名大））
16）水化学部会 （部会長 勝村 庸介（東大））
17）原子力安全部会 （部会長 関村 直人（東大））
18）新型炉部会 （部会長 柳澤 務（JAEA））
2．連絡会活動
現在，5 つの連絡会が活動しています。連絡会活動に

参加いただくためには学生連絡会と原子力青年ネット
ワーク連絡会を除き，別途連絡会費を頂きますが（学生
会員は無料），理事会としても横断的な学会活動として
今後も活性化に取り組みます。学会員の皆さんの積極的
な参加を期待しています。
1）海外情報連絡会 （連絡会長 藤井 康正（東大））

海外の原子力関連学会会員相互の融和を目指すことを
目的として活動しています。
2）学生連絡会 （連絡会長 渡辺 凜（東大））

学生会員相互の情報交換，研究交流を通して，学生の
研究活動を支援することを目的として活動しています。
3）原子力青年ネットワーク連絡会（YGN）

（連絡会長 西山 潤（東工大））
原子力ムラの風通しを良くするとともに，次世代への

技術継承をスムーズに行うため，今後の原子力を担う世
代や若手を育てる世代が中心になって活動しています。
4）シニア・ネットワーク連絡会（SNW）

（連絡会長 小川 博巳）
エネルギー問題を正しく社会に発信し，学生との対話

を通して，学生のキャリア支援を行っています。
5）核不拡散・保障措置・核セキュリティ連絡会

（連絡会長 中込 良廣）
核不拡散・保障措置・核セキュリティについての情報

交換促進および原子力関係者の核不拡散等に対する認識
を高め，今後の人材育成に資することを目的として活動
しています。
3．支部活動
地域毎にオープンスクール等の特色のある学会活動を

行うことを目指し，支部活動にも取り組んでいます。
1）北海道支部 （支部長 大沼 正人（北大））
2）東北支部 （支部長 若林 利男（東北大））
3）北関東支部 （支部長 藤森 治男（日立 GE））
4）関東・甲越支部 （支部長 井頭 政之（東工大））
5）中部支部 （支部長 曽田 一雄（名大））
6）関西支部 （支部長 中島 健（京大））
7）中国・四国支部 （支部長 占部 逸正（福山大））
8）九州支部 （支部長 出光 一哉（九大））
4．研究会活動

1）特別専門委員会：主に外部機関の委託等を受け，所定
の題目について資料収集・情報交換・調査・研究・その
他を行います。
2）研究専門委員会：本会が選定した題目について，研究
の進歩・推進を図るため，文献紹介・研究発表・情報交
換・その他を行います。
3）調査専門委員会：本会から依頼された特定の題目につ
いて状況・実態等を把握するため，調査・資料収集・検
討・その他を行います。

副会長 柴田 洋二

理事会だより
部会，連絡会，専門委員会等で

専門的な学術活動を積極的に展開しよう

理事会だよりへのご意見ご提案の送り先
rijikaidayori@aesj.or.jp
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